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都職信の現況

2022
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マイカーローンWIDE 次世代ECOカーローン

10万円以上700万円以内 最長10年

車庫（カーポート含む）、自転車、ボート等も対象！ ハイブリッド車等、地球にやさしい車の購入を応援！

固定金利又は変動金利
融　資　額 金　利 返　済　期　間

ゆとり・おまとめローン

10万円以上500万円以内 最長10年

ローンのおまとめにも便利！お使いみちが自由なローンです（ただし、事業性資金は除きます）。

※保証会社の審査・保証対象商品です。
変動金利

融　資　額 金　利 返　済　期　間

平日のご来店が難しいお客様には

住宅ローン相談会
完全予約制 毎月第1・第3土曜絶賛開催中！

会場：エステック情報ビル21F（E会議室）
時間：9:30～16:00　☎03-3349-1402
※まずは、お気軽にお問い合わせください。住宅購入や借換をご検討中の皆様へ

一番身近な金融機関として、
魅力あるサービスや金融商品の提供に努めます

お願い  当組合にお届けのご住所やご氏名が変わられた場合は、ご変更のお手続きをお願いいたします。

自宅・職場などに
お伺いします！

お客様に喜んで頂ける
金融商品を多数
取り揃えております。

Zoomでの
相談開始！

ゆとりある返済計画を！

24時間いつでもＷＥＢ事前審査受付中！

当組合HP

（2022年7月販売開始）

WEB
事前審査は
こちら



〈都職信〉は職員の皆様とともに歩みます〈都職信〉は職員の皆様とともに歩みます

ご あ い さ つご あ い さ つ

皆様には、日頃から格別のご愛顧とご支援を賜り、心より御礼申しあげます。
当組合は、東京都・特別区職員及び教員の皆様の福利厚生の一翼を担うことを目的に、相互
扶助・非営利の協同組織金融機関として1921年（大正10年）に設立され、おかげさまで本年3
月30日をもちまして、102年目に突入いたしました。これもひとえに皆様のご支援の賜物と深
く感謝申しあげます。

私たちは、設立の精神に則り、「一番身近な職場の金融機関」として、皆様のお役に立てるよ
う、役職員一丸となり、魅力ある金融サービスの提供と経営基盤の充実・強化に努めております。
この「2022ディスクロージャー都職信の現況」は、昨年度1年間の当組合の業務運営の状況
と業務内容について、皆様にご報告申しあげ、ご理解をいただくために作成いたしました。ご
高覧賜われれば幸いです。
　
昨年度を振り返りますと、当信用組合を取り巻く経営環境は、日本銀行による金融緩和政策
に伴う低金利環境の継続に加え、新型コロナウイルスとの闘いが継続する、非常に厳しい状況
にありました。
こうした中、創立100周年を記念したキャンペーン商品の販売などを通じてお客様のニーズ
に合った商品の提供を行ったほか、お客様のご要望にきめ細かくお応えするなどにより、当組
合の重点課題の１つである融資増強について、組合史上初めて、貸出金残高400億円を突破す
るとともに、令和3年度の最終利益においても、引き続き黒字を確保することができました。
これもひとえに皆様からのご支援があってのことと心より感謝申しあげます。

　今後も、創立100周年で掲げたスローガン「これからも、あなたのそばに都職信」を合言
葉に、役職員一同、今後ともお客様に安心してご利用いただき、ご満足いただけるよう一層の
サービス向上と安定した経営基盤の確立に向けて更なる努力を重ねてまいります。
なにとぞ、これまでにも増してご支援を賜りますよう、よろしくお願い申しあげます。

令和4年7月
理事長　　上　野　雄　一

基本理念
　わたしたちは、東京都や特別区の職員及び教員の皆様にとって一番身近な金融機関として、共に歩み、
最高のサービスを提供します。

経営方針
①お客さま本位の経営
　東京都や特別区の職員及び教員の皆様の生活の安定と向上に役立つことを第一に、お客さまのニーズに
合った金融サービスを提供し、より多くのお客さまの期待に応えていきます。

②経営基盤の強化
　お客さまから更なる信頼をいただけるよう、リスク管理の強化とコンプライアンスを重視して健全な
経営を推進するとともに、職員の更なる能力向上に努めます。

当 組 合 の 概 要
名 称 

所 在 地

創 立 

対象組合員

役 職 員 数

東京都職員信用組合（略称『都職信』）

東京都新宿区西新宿2丁目8番1号　都庁第一本庁舎16階

大正10年（1921年）3月30日東京府、東京市職員有志により
「有限責任府市信用購買組合」設立
昭和24年「東京都職員信用組合」と改称
平成12年6月12日東京都教育信用組合の事業を譲り受ける

①東京都及び特別区に勤務する職員並びにその退職者
②東京都及び特別区に直接関係ある団体及びその役職員並びにその退職者

36名（常勤役員3名・職員33名）̶令和4年3月末現在̶

主要な事業の内容主要な事業の内容自動機器設置状況自動機器設置状況

組合員の推移 （単位：人）

区 分

法 人

個 人

合 計

事 業 の 組 織事 業 の 組 織 （令和4年7月現在）

総 務 企 画 課

専
務
理
事

理
事
長

総代会

理事会

監 事

常
務
理
事

営 業 推 進 課

預 金 係預 金 課

監 査 室

融 資 課

総 務 係

運 用 ・ 企 画 係

経 営 管 理 係

渉 外 係

融 資 係

店舗内　ATM 1台　　本店内（都庁第一本庁舎16階）

総務部

営業部

Ａ. 預金業務 （イ）預金......普通預金、通知預金、定期預金、
定期積金、別段預金等を取り扱って
おります。

  （ロ）譲渡性預金

Ｂ. 貸出業務 ..................... 手形貸付、証書貸付及び当座貸越
を取り扱っております。

Ｃ. 有価証券投資業務........ 預金の支払準備及び資金運用の
ため国債、地方債、社債、株式、
その他の証券に投資しております。

D. 内国為替業務 ............... 送金為替、当座振込及び代金取立
等を取り扱っております。

E. 附帯業務 ..................... 保険商品（火災保険・自動車保険）
の販売、個人向け国債の窓口販売、
個人型確定拠出年金（iDeCo）の
ご案内を行っております。

30,360

40

30,400

令和3年度末

47,692

44

47,736

令和2年度末

1 2

メッセージメッセージ 当組合の概要当組合の概要
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信用組合は、組合員の相互扶助の精神を基本理念に金融活動を通じて経済的地位の向上を図ることを目的
とした協同組織金融機関です。
当組合は、中小企業等協同組合法及び定款の定めにより、「総会」に代わり「総代会」を設置し、組合員

の中から選出された総代により運営され、組合員の総意を反映し、充実した審議を確保しています。
総代会は、最高意思決定機関であり、決算や事業活動等の報告、剰余金処分、事業計画の承認、定款変更、
理事・監事の選任など、当組合の重要事項に関する審議や決定が行なわれます。

総代会等について

総 代 氏 名 （敬称略）選挙区

1．総代会の役割

（１）総代の選出方法
　総代は、総代選挙規程により、7つの選挙区毎に定数を定め、その中で立候補された方を投票により
選出しますが、立候補者数が当該選挙区の定数を超えない場合は、その候補者を以って当選者として
います。

（２）総代の任期・定数
・任期は3年
・定数は、100人以上130人以内

2．総代の選出方法、任期、定数  

　第140回通常総代会が令和4年6月30日午後4時より、ハイアットリージェンシー東京で開催されました。
　当日は、委任状を含め72名のご出席をいただき、次のすべての議案が可決・承認されました。
第1号議案 令和3年度決算における計算書類等の承認を求める件
第2号議案 令和4年度事業計画及び主要勘定と収支予算書設定の件
第3号議案 定款の一部改正の件
第4号議案 組合員の除名の件
第5号議案 総代選挙規程の一部改正の件
第6号議案 任期満了による監事の改選及び理事の補欠選任の件
第7号議案 退任役員に対する退職慰労金支払いの件

（常　勤）
理 事 長　上野　雄一  専務理事　浅川　英夫  常務理事　宮本　秀行  

（非常勤）
理　　事　猪口　太一  理　　事　江森　秀稔  理　　事　鎌滝　裕輝  
理　　事　菅野　良平  理　　事　田中　角文  理　　事　田中　宏治  
理　　事　長嶺　浩子  理　　事　比留間晴久  理　　事　福島　和美  
理　　事　松山　祐一  理　　事　本山　　隆  理　　事　和田　隆宏
監　　事　大塚　悟司  監　　事　松本　明子

◇当組合では、職員出身者以外の非常勤理事12名の経営参画により、ガバナンスの向上や組合員の意見の多面的な反映に
努めております。

3．総代会の決議事項  

4．総代の選挙区・定数・総代数・総代氏名

●役員一覧

総代数　114名　（令和4年7月1日現在）

（順不同）

福田　尚道① 井上　昌文① 東　　拓也① 内藤　貴子① 栗原　　大① 齊藤　　武①  犬飼陽一郎①
嵯峨　和道① 伊藤　正勝① 小板橋美穂① 北澤　多美① 藤野　　健① 西山公美子①

内田雄太郎② 倉島　光司② 鈴木　信行① 高橋　郁也① 服部　慎悟② 片平　敏久③ 山岸慎太郎① 
内野　幸男⑤

前野　未知② 原　　啓暢② 重松　維史① 川嶋真太郎① 横山　美華⑥ 尾見　英子④ 野地　喜徳②
本木　一彦① 池上　　大① 長峯　潤一① 大野　久男① 小野寺　稔① 小原　竜也② 島沢　良夫②
水野　友晴① 
浦　　和実③ 寺杣　昭一① 小澤　双幹③ 佐藤　律子④ 縄田　大輔③ 土橋　潤也② 樋口　　竜①
若梅　晶子② 髙橋　一人③ 山口　純一② 河原﨑利行④ 桑原　優子② 英　弥寿江② 西村　好勝③
山本　泰弘① 坂部　貴之② 渡邉　　歩③ 萩原　崇氏② 泉田　和明② 渡辺　一彦① 高島　　稔①
近藤　吉勝① 原田　輝高② 東海林一久① 平山　大輔① 多和田浩孝① 斉藤　守彦① 吉田　政幸①
星野　友和② 斉藤　幸司③ 

新原　寛史① 加瀬　大輔① 永沼　紀明① 今井　博之⑤ 伊藤　　稔④ 伊藤　正樹④ 寺嶋　　豊④
湯村　一美② 山本　　稔④ 吉川　和也① 山田　真弘① 渕田　健太① 笹井　　満② 久保　　聡④

小泉　剛志③ 根本　和則④ 須田　　肇① 阿美　直行④ 石澤　清光② 菊地　利行② 山本　民子②
木下　伸子④ 木全繁太郎④ 粟飯原　勉② 門藤　直樹① 海老名隆広① 古林　明郎⑤ 石川　　純①
児玉　　治② 庄司　勝光① 帖佐　真澄① 八田　祐司① 立石　直哉① 松村　誠治② 小林　義明②

橘　　晃嗣① 今西佐知子① 古瀬　弘孝① 小林　良治① 井上　敏也① 長谷部俊介① 山岡　亮一①
猪瀬美智子① 今村　篤夫① 雜賀　　真① 都留　佳苗③ 坂槇　好郎① 上田　道則①

第 1 区
定　数 12～15名
総代数 13名
第 2 区
定　数 7～10名
総代数 8名
第 3 区
定　数 13～17名
総代数 15名
第 4 区
定　数 25～33名
総代数 30名

第 5 区
定　数 12～15名
総代数 14名
第 6 区
定　数 19～25名
総代数 21名
第 7 区
定　数 12～15名
総代数 13名

（令和4年7月1日現在）

（注）氏名の後に就任回数（丸数字）を記載しております。
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信用組合は、組合員の相互扶助の精神を基本理念に金融活動を通じて経済的地位の向上を図ることを目的
とした協同組織金融機関です。
当組合は、中小企業等協同組合法及び定款の定めにより、「総会」に代わり「総代会」を設置し、組合員
の中から選出された総代により運営され、組合員の総意を反映し、充実した審議を確保しています。
総代会は、最高意思決定機関であり、決算や事業活動等の報告、剰余金処分、事業計画の承認、定款変更、
理事・監事の選任など、当組合の重要事項に関する審議や決定が行なわれます。

総代会等について

総 代 氏 名 （敬称略）選挙区

1．総代会の役割

（１）総代の選出方法
　総代は、総代選挙規程により、7つの選挙区毎に定数を定め、その中で立候補された方を投票により
選出しますが、立候補者数が当該選挙区の定数を超えない場合は、その候補者を以って当選者として
います。

（２）総代の任期・定数
・任期は3年
・定数は、100人以上130人以内

2．総代の選出方法、任期、定数  

　第140回通常総代会が令和4年6月30日午後4時より、ハイアットリージェンシー東京で開催されました。
　当日は、委任状を含め72名のご出席をいただき、次のすべての議案が可決・承認されました。
第1号議案 令和3年度決算における計算書類等の承認を求める件
第2号議案 令和4年度事業計画及び主要勘定と収支予算書設定の件
第3号議案 定款の一部改正の件
第4号議案 組合員の除名の件
第5号議案 総代選挙規程の一部改正の件
第6号議案 任期満了による監事の改選及び理事の補欠選任の件
第7号議案 退任役員に対する退職慰労金支払いの件

（常　勤）
理 事 長　上野　雄一  専務理事　浅川　英夫  常務理事　宮本　秀行  

（非常勤）
理　　事　猪口　太一  理　　事　江森　秀稔  理　　事　鎌滝　裕輝  
理　　事　菅野　良平  理　　事　田中　角文  理　　事　田中　宏治  
理　　事　長嶺　浩子  理　　事　比留間晴久  理　　事　福島　和美  
理　　事　松山　祐一  理　　事　本山　　隆  理　　事　和田　隆宏
監　　事　大塚　悟司  監　　事　松本　明子

◇当組合では、職員出身者以外の非常勤理事12名の経営参画により、ガバナンスの向上や組合員の意見の多面的な反映に
努めております。

3．総代会の決議事項  

4．総代の選挙区・定数・総代数・総代氏名

●役員一覧

総代数　114名　（令和4年7月1日現在）

（順不同）

福田　尚道① 井上　昌文① 東　　拓也① 内藤　貴子① 栗原　　大① 齊藤　　武①  犬飼陽一郎①
嵯峨　和道① 伊藤　正勝① 小板橋美穂① 北澤　多美① 藤野　　健① 西山公美子①

内田雄太郎② 倉島　光司② 鈴木　信行① 高橋　郁也① 服部　慎悟② 片平　敏久③ 山岸慎太郎① 
内野　幸男⑤

前野　未知② 原　　啓暢② 重松　維史① 川嶋真太郎① 横山　美華⑥ 尾見　英子④ 野地　喜徳②
本木　一彦① 池上　　大① 長峯　潤一① 大野　久男① 小野寺　稔① 小原　竜也② 島沢　良夫②
水野　友晴① 
浦　　和実③ 寺杣　昭一① 小澤　双幹③ 佐藤　律子④ 縄田　大輔③ 土橋　潤也② 樋口　　竜①
若梅　晶子② 髙橋　一人③ 山口　純一② 河原﨑利行④ 桑原　優子② 英　弥寿江② 西村　好勝③
山本　泰弘① 坂部　貴之② 渡邉　　歩③ 萩原　崇氏② 泉田　和明② 渡辺　一彦① 高島　　稔①
近藤　吉勝① 原田　輝高② 東海林一久① 平山　大輔① 多和田浩孝① 斉藤　守彦① 吉田　政幸①
星野　友和② 斉藤　幸司③ 

新原　寛史① 加瀬　大輔① 永沼　紀明① 今井　博之⑤ 伊藤　　稔④ 伊藤　正樹④ 寺嶋　　豊④
湯村　一美② 山本　　稔④ 吉川　和也① 山田　真弘① 渕田　健太① 笹井　　満② 久保　　聡④

小泉　剛志③ 根本　和則④ 須田　　肇① 阿美　直行④ 石澤　清光② 菊地　利行② 山本　民子②
木下　伸子④ 木全繁太郎④ 粟飯原　勉② 門藤　直樹① 海老名隆広① 古林　明郎⑤ 石川　　純①
児玉　　治② 庄司　勝光① 帖佐　真澄① 八田　祐司① 立石　直哉① 松村　誠治② 小林　義明②

橘　　晃嗣① 今西佐知子① 古瀬　弘孝① 小林　良治① 井上　敏也① 長谷部俊介① 山岡　亮一①
猪瀬美智子① 今村　篤夫① 雜賀　　真① 都留　佳苗③ 坂槇　好郎① 上田　道則①

第 1 区
定　数 12～15名
総代数 13名
第 2 区
定　数 7～10名
総代数 8名
第 3 区
定　数 13～17名
総代数 15名
第 4 区
定　数 25～33名
総代数 30名

第 5 区
定　数 12～15名
総代数 14名
第 6 区
定　数 19～25名
総代数 21名
第 7 区
定　数 12～15名
総代数 13名

（令和4年7月1日現在）

（注）氏名の後に就任回数（丸数字）を記載しております。
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内部留保額自己資本比率

●自己資本比率及び内部留保額の推移

H30.3月末 H31.3月末 R2.3月末 R3.3月末 R4.3月末

18.54

66.0

都職信の令和3年度の自己資本比率⇒18.54％

令和3年度決算ハイライト令和3年度決算ハイライト
貸出金は、組合史上初の400億円を突破いたしました！

出資配当金・利用分量配当金出資配当金・利用分量配当金

①業務粗利益
②資金運用収支
③役務取引等収支
④その他の業務収支
⑤経　費
⑥その他経常損益
⑦経常利益 〔①－⑤＋⑥〕
⑧特別損益
⑨法人税等（税効果を含む）（△）
⑩当期純利益 〔⑦+⑧－⑨〕

742
805
△ 93
30
551
6

197
0
33
164

34
35
△ 6
5
10

△ 84
△ 60
0

△ 17
△ 42

増　減区　　分 令和3年度
708
770
△ 87
25
541
90
257
0
50
206

組合員数（人） 
貸出金（百万円） 

30,400
41,032

△ 17,336
2,201

47,736
38,831

令和2年度

増　減区　　分 令和3年度末令和2年度末
組合員数は、長期間所在が不明となられている組合員
の皆さまに対する除名手続きを行ったことから減少。
新規組合員数 1,069人→951人（前期比△118人）

新規貸出金実績 1,047件→1,195件（前期比+148件）
 63億円  →77億円（前期比+14億円）

（単位：百万円）

※業務粗利益の詳細については、18ページをご覧ください。

（注）決算ハイライトの記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しておりますので、合計が一致しない場合があります。　

自己資本比率は、金融機関の体力をあらわすバロメーターで、海外に営業拠点をもつ金融機関には国際基準8％、信用組合
などの海外に営業所を持たない金融機関では4％以上が国内基準として適用されます。
東京都、特別区及び教職員の皆さまに安心してご利用いただけるよう、健全な経営に努めてきたことから、国際基準をも
上回る水準を維持しております。（令和3年度の都内信用組合〔19組合〕平均10.92％）

出資配当金とは、決算で剰余金が生じた場合、都職信に出資いただいている出資金に対して配当を行うものです。
令和3年度決算では、出資配当率は2.0%で配当させていただきました。
利用分量配当金とは、決算で剰余金が生じた場合、「利用者還元」の観点から組合の事業の利用割合に応じて配当とし
て還元するものです。
令和3年度決算では、お客様からお預かりするご預金に対して1年間にお支払いした「預金利息」の10％と、ご融資に
対して1年間にお支払いいただいた「貸付金利息」の10％を還元させていただきました。

15%

17%

19%

21%

23%

25%

40億

45億

50億

55億

65億

60億

自己資本比率の状況

当事業年度（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）における金融機関を取り巻く環境については、新型
コロナウイルス禍が長期化する中、経済活動は徐々に回復の兆しを見せつつある一方で、世界的なインフレ
懸念や利上げの動きなどを背景とした円安進行もあり、国内景気は先行き不透明な状況にありました。
また、日本銀行による金融緩和政策の継続により低金利環境が長期化するもと、金融機関による住宅ロー
ンの顧客獲得競争は非常に厳しい状況が続いております。有価証券運用においても、高利回り債券が償還を
迎えることに加え、新規に発行される債券の利回り水準が低いため、運用利回りが低下するなど、当組合にと
りまして大変厳しい経営環境となりました。

こうした中、当組合では「中期経営指針」の初年度にあたり、お客様のニーズに合った商品の提供や利便性
向上に努めるなど、引き続き「お客様本位の経営」と「経営基盤の強化」に取り組んでまいりました。

まず、組合員の状況です。
新規加入数については、新入職員向けの商品「マイプラン積金」「フレッシュローン」の販売や、創立１００周年

を記念したキャンペーン商品の販売などを通じて新規組合員の獲得に努めましたが、昨年度に引き続きコロ
ナ禍による、新入職員の皆様への周知活動が十分に行えなかったことが主因となり、前年度実績１,０６９人を下
回る９５１人となりました。

次に主要勘定の状況です。
預金積金については、例年販売している「退職優遇定期預金」の他、創立１００周年を記念したキャンペーンと

して「サマー定期預金」「ウィンター定期預金」や、はじめてご利用いただく方向けの「プレミアム定期預金」、「特
別金利マイプラン積金」の販売などを行いましたが、退職優遇定期預金の解約を主因として、前期末比１，３４６
百万円減少の７３，０７０百万円の残高となりました。

貸出金については、住宅ローンは、他行で取扱いが困難な案件もご事情などを丁寧にお聞きし、前向きな採
上げの努力をしたことや、無担保ローンについても、マイカーローンの商品性拡大など、お客様ニーズへの対
応に努めるとともに、キャンペーンの実施により多くのお客様にご利用いただきました。また、お客様の要望に
応じて、職場等への訪問活動を積極的に取り組んだことなどにより、貸出金全体では前期末比２，２０１百万円
増加の４１，０３２百万円の残高となり、組合史上初めて400億円を突破いたしました。 
有価証券については、収益向上を図るため、預け金から債券への運用に徐々にシフトさせることとし、計画

を上回る金額を購入しました。また、価格変動リスクを低減させるため、保有有価証券の一部を売却し、運用
ポートフォリオの見直しを進めました。この結果、期末残高は、前期末比１，１６０百万円増加の１３，３４３百万円と
なりました。

続きまして、損益の状況です。
先ず、経常収益は、前年度に計上した株式の売却益の剥落などにより、前年度比８６百万円減少の８８４百万
円となりました。
経常費用は、預金積金の平均利回りが低下し、資金調達費用が２０百万円減少したことなどにより、前年度比

２６百万円減少の６８７百万円となりました。
この結果、差引き経常利益は、前年度比５９百万円減少の１９７百万円となりました。税引き後の当期純利益
は、前年度比４２百万円減少の１６４百万円となりましたが、貸出金利息や有価証券利息配当金などの資金運用
収益の増加や物件費の削減などにより、当期計画９４百万円を上回ることができました。   
       
金融機関の経営の健全性を示す指標の一つである自己資本比率は、１８．５４％と、国内業務のみを営む金融
機関の基準４％を大きく上回り、引き続き高い健全性を維持しております。

剰余金の配当については、従来にならい出資配当金は２％、預金ならびに融資の利用分量配当金は１００円
につき１０円といたしました。

今後も、私ども東京都職員信用組合は、創立１００周年で掲げたスローガン「これからも、あなたのそばに都
職信」を合言葉に、東京都、特別区及び教職員の皆様にとって、一番身近な金融機関として、最高のサービスを
提供できるよう役職員一同頑張ってまいる所存です。引き続き格別のご指導、ご鞭撻を賜りますようお願い申
しあげます。

令和3年度　経営環境・事業概要

22.66
21.55

20.31

66.2 66.7 66.0

19.37

66.0

貸出金利息は平成24年度以来（8期ぶり）の増
加に転じ、資金運用収支が改善。
貸出金利息　541百万円→555百万円（前期比+14百万円）

前年度に計上した株式の売却益93百万円の剥落により減少。

貸出金の増強など経営基盤の強化に 取り組んだ結
果、今年度も黒字を確保。   
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内部留保額自己資本比率

●自己資本比率及び内部留保額の推移

H30.3月末 H31.3月末 R2.3月末 R3.3月末 R4.3月末

18.54

66.0

都職信の令和3年度の自己資本比率⇒18.54％

令和3年度決算ハイライト令和3年度決算ハイライト
貸出金は、組合史上初の400億円を突破いたしました！

出資配当金・利用分量配当金出資配当金・利用分量配当金

①業務粗利益
②資金運用収支
③役務取引等収支
④その他の業務収支
⑤経　費
⑥その他経常損益
⑦経常利益 〔①－⑤＋⑥〕
⑧特別損益
⑨法人税等（税効果を含む）（△）
⑩当期純利益 〔⑦+⑧－⑨〕

742
805
△ 93
30
551
6

197
0
33
164

34
35
△ 6
5
10

△ 84
△ 60
0

△ 17
△ 42

増　減区　　分 令和3年度
708
770
△ 87
25
541
90
257
0
50
206

組合員数（人） 
貸出金（百万円） 

30,400
41,032

△ 17,336
2,201

47,736
38,831

令和2年度

増　減区　　分 令和3年度末令和2年度末
組合員数は、長期間所在が不明となられている組合員
の皆さまに対する除名手続きを行ったことから減少。
新規組合員数 1,069人→951人（前期比△118人）

新規貸出金実績 1,047件→1,195件（前期比+148件）
 63億円  →77億円（前期比+14億円）

（単位：百万円）

※業務粗利益の詳細については、18ページをご覧ください。

（注）決算ハイライトの記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しておりますので、合計が一致しない場合があります。　

自己資本比率は、金融機関の体力をあらわすバロメーターで、海外に営業拠点をもつ金融機関には国際基準8％、信用組合
などの海外に営業所を持たない金融機関では4％以上が国内基準として適用されます。
東京都、特別区及び教職員の皆さまに安心してご利用いただけるよう、健全な経営に努めてきたことから、国際基準をも
上回る水準を維持しております。（令和3年度の都内信用組合〔19組合〕平均10.92％）

出資配当金とは、決算で剰余金が生じた場合、都職信に出資いただいている出資金に対して配当を行うものです。
令和3年度決算では、出資配当率は2.0%で配当させていただきました。
利用分量配当金とは、決算で剰余金が生じた場合、「利用者還元」の観点から組合の事業の利用割合に応じて配当とし
て還元するものです。
令和3年度決算では、お客様からお預かりするご預金に対して1年間にお支払いした「預金利息」の10％と、ご融資に
対して1年間にお支払いいただいた「貸付金利息」の10％を還元させていただきました。
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自己資本比率の状況

当事業年度（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）における金融機関を取り巻く環境については、新型
コロナウイルス禍が長期化する中、経済活動は徐々に回復の兆しを見せつつある一方で、世界的なインフレ
懸念や利上げの動きなどを背景とした円安進行もあり、国内景気は先行き不透明な状況にありました。
また、日本銀行による金融緩和政策の継続により低金利環境が長期化するもと、金融機関による住宅ロー
ンの顧客獲得競争は非常に厳しい状況が続いております。有価証券運用においても、高利回り債券が償還を
迎えることに加え、新規に発行される債券の利回り水準が低いため、運用利回りが低下するなど、当組合にと
りまして大変厳しい経営環境となりました。

こうした中、当組合では「中期経営指針」の初年度にあたり、お客様のニーズに合った商品の提供や利便性
向上に努めるなど、引き続き「お客様本位の経営」と「経営基盤の強化」に取り組んでまいりました。

まず、組合員の状況です。
新規加入数については、新入職員向けの商品「マイプラン積金」「フレッシュローン」の販売や、創立１００周年

を記念したキャンペーン商品の販売などを通じて新規組合員の獲得に努めましたが、昨年度に引き続きコロ
ナ禍による、新入職員の皆様への周知活動が十分に行えなかったことが主因となり、前年度実績１,０６９人を下
回る９５１人となりました。

次に主要勘定の状況です。
預金積金については、例年販売している「退職優遇定期預金」の他、創立１００周年を記念したキャンペーンと

して「サマー定期預金」「ウィンター定期預金」や、はじめてご利用いただく方向けの「プレミアム定期預金」、「特
別金利マイプラン積金」の販売などを行いましたが、退職優遇定期預金の解約を主因として、前期末比１，３４６
百万円減少の７３，０７０百万円の残高となりました。

貸出金については、住宅ローンは、他行で取扱いが困難な案件もご事情などを丁寧にお聞きし、前向きな採
上げの努力をしたことや、無担保ローンについても、マイカーローンの商品性拡大など、お客様ニーズへの対
応に努めるとともに、キャンペーンの実施により多くのお客様にご利用いただきました。また、お客様の要望に
応じて、職場等への訪問活動を積極的に取り組んだことなどにより、貸出金全体では前期末比２，２０１百万円
増加の４１，０３２百万円の残高となり、組合史上初めて400億円を突破いたしました。 
有価証券については、収益向上を図るため、預け金から債券への運用に徐々にシフトさせることとし、計画

を上回る金額を購入しました。また、価格変動リスクを低減させるため、保有有価証券の一部を売却し、運用
ポートフォリオの見直しを進めました。この結果、期末残高は、前期末比１，１６０百万円増加の１３，３４３百万円と
なりました。

続きまして、損益の状況です。
先ず、経常収益は、前年度に計上した株式の売却益の剥落などにより、前年度比８６百万円減少の８８４百万
円となりました。
経常費用は、預金積金の平均利回りが低下し、資金調達費用が２０百万円減少したことなどにより、前年度比

２６百万円減少の６８７百万円となりました。
この結果、差引き経常利益は、前年度比５９百万円減少の１９７百万円となりました。税引き後の当期純利益
は、前年度比４２百万円減少の１６４百万円となりましたが、貸出金利息や有価証券利息配当金などの資金運用
収益の増加や物件費の削減などにより、当期計画９４百万円を上回ることができました。   
       
金融機関の経営の健全性を示す指標の一つである自己資本比率は、１８．５４％と、国内業務のみを営む金融
機関の基準４％を大きく上回り、引き続き高い健全性を維持しております。

剰余金の配当については、従来にならい出資配当金は２％、預金ならびに融資の利用分量配当金は１００円
につき１０円といたしました。

今後も、私ども東京都職員信用組合は、創立１００周年で掲げたスローガン「これからも、あなたのそばに都
職信」を合言葉に、東京都、特別区及び教職員の皆様にとって、一番身近な金融機関として、最高のサービスを
提供できるよう役職員一同頑張ってまいる所存です。引き続き格別のご指導、ご鞭撻を賜りますようお願い申
しあげます。

令和3年度　経営環境・事業概要

22.66
21.55

20.31

66.2 66.7 66.0

19.37

66.0

貸出金利息は平成24年度以来（8期ぶり）の増
加に転じ、資金運用収支が改善。
貸出金利息　541百万円→555百万円（前期比+14百万円）

前年度に計上した株式の売却益93百万円の剥落により減少。

貸出金の増強など経営基盤の強化に 取り組んだ結
果、今年度も黒字を確保。   
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（単位：百万円）○広告宣伝活動
・機関誌「いぶき」「ライフアップ23」への掲載
・預金商品販促チラシの配布
・ダイレクトメールによるキャンペーン商品のPR
○ライフプランに応じた商品提供
・退職者 →「退職優遇定期預金」
・新入職員 →「新入職員限定マイプラン積金」
○預金商品を通じた利益還元（有利な金利設定）
 ・退職優遇定期預金　　　→　　　退職日より 1年以内　0.26%（新規）
・新入職員限定マイプラン積金 → 0.5%
・100周年記念　サマー定期預金 → 0.2％
・100周年記念　新規組合員様向けプレミアム定期預金 → 0.15%
・100周年記念　特別金利マイプラン積金 → 0.15%
・100周年記念　ウインター定期預金 → 0.07%
・利用分量配当の実施（令和3年度の配当率は10％）

預金積金預金積金
法人残高は116億円（前年同期比横ばい）、個人預金は614億円（前年同期比13億円減少）

●個人預金の商品別残高推移 （単位：億円）

●法人・個人別残高構成

預貸率

個人預金増強策

預金全体の預貸率は、前年同期比3.97%増加の56.15%、対個人預金ベースでは前年同期比4.96％増加の66.81%

貸出金貸出金

貸出金増強策

（単位：百万円）●主要な新規貸出金実績（令和3年度） ●その他のローン商品別残高構成

広告宣伝活動
・機関誌「いぶき」「ライフアップ23」への掲載
・融資商品販促チラシの配布
・ダイレクトメール、電子メールによるキャンペーン商品のPR

渉外活動の強化
・お客様のご要望に応じた職場等への個別訪問
・他金融機関で取扱いが困難な案件の前向きな採り上げ
・未取引先へのセールス活動

利便性の向上に
向けた取組み

・毎月第1･第3土曜日に住宅ローン相談会開催
・月･水･金曜日の相談窓口は、17時以降のご相談を予約制で受付
・WEB事前審査案件へのスピーディーな対応
・Zoomでのオンライン融資相談サービスを開始
・ファイナンシャルプランナーによる返済計画の無料相談受付

融資商品を通じた
利益還元

・金利引下げキャンペーン実施（マイカー・教育）
・100周年記念ローンの販売
・利用分量配当の実施（令和3年度の配当率は10％）

・マイカーローンの商品性拡大（限度額および資金使途）商品リニューアル

●住宅ローンとその他のローンの残高推移 （単位：億円）

新規取扱件数 205件
新規貸出金額 5,883百万円

新規取扱件数 394件
新規貸出金額 1,009百万円

新規取扱件数 258件
新規貸出金額 307百万円

住宅ローン

マイカーローン

教育ローン

主力商品である住宅ローンやマイカーローンを中心に貸出金残高は前年同月比22億円増加し、
初の400億円台。

その他の定期

流動性預金

マイプラン積金

退職優遇定期
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○ライフプランに応じた商品提供
・退職者 →「退職優遇定期預金」
・新入職員 →「新入職員限定マイプラン積金」
○預金商品を通じた利益還元（有利な金利設定）
 ・退職優遇定期預金　　　→　　　退職日より 1年以内　0.26%（新規）
・新入職員限定マイプラン積金 → 0.5%
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・100周年記念　ウインター定期預金 → 0.07%
・利用分量配当の実施（令和3年度の配当率は10％）
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法人残高は116億円（前年同期比横ばい）、個人預金は614億円（前年同期比13億円減少）
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・他金融機関で取扱いが困難な案件の前向きな採り上げ
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・WEB事前審査案件へのスピーディーな対応
・Zoomでのオンライン融資相談サービスを開始
・ファイナンシャルプランナーによる返済計画の無料相談受付
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協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況 （単位：百万円、％）

令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度

1.「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻
に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

2.「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の
回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権（1に掲げるものを除く。）です。

3.「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。
4.「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（1及び2に掲げるものを除く。）です。
5.「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債
権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（1、2及び4に掲げるものを除く。）です。

6.「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（1、2及び3に掲げるものを除く。）です。
7.「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
8.「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
9.「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の貸出金及び「そ
の他資産」中の未収利息の各勘定に計上されるものです。

10.  金額は決算後（償却後）の計数です。

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

三月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

小 計

正 常 債 権

合 計

残高
（A）

担保・保証額
（B）

貸倒引当金
（C）

保全率
(B+C)／(A)

引当率
（C）／（A－B）

苦情処理
　ご契約内容や商品に関する苦情等は、当組合預金課にお申出ください。
【東京都職員信用組合　預金課】 電　　話：03 - 3 3 4 9 - 1 4 0 3
 受 付 日：月曜日～金曜日（祝日および当組合の休業日を除く）
 受付時間：午前９時～午後５時
なお、苦情等対応手続については、当組合HPをご覧ください。　HP アドレス　https://www.toshokushin.co.jp
　保険業務に関する苦情は下記機関でも受け付けております。
【一般社団法人　日本損害保険協会　そんぽADRセンター】 電　　話：0570 - 0 2 2 8 0 8
 受 付 日：月曜日～金曜日（祝日・休日および年末年始休業期間を除く）
 受付時間：午前９時15分～午後５時
紛争解決措置
東京弁護士会紛争解決センター（電話：０３－３５８１－００３１）、第一東京弁護士会仲裁センター（電話：０３－３５９５－８５８８）、第二東京弁護士会
仲裁センター（電話：０３－３５８１－２２４９）で紛争の解決を図ることも可能ですので、ご利用を希望されるお客様は、上記当組合預金課ま
たは東京地区しんくみ苦情等相談所、しんくみ相談所にお申出ください。また、お客様から各弁護士会に直接お申出いただくことも
可能です。なお、前記東京・第一東京・第二東京弁護士会の各仲裁センターは、東京都以外の各地のお客様もご利用いただけます。
仲裁センター等では、東京以外の地域の方々からの申立について、当事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手続を進
める方法もあります。
　①移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管する。
　②現地調停：東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人が、弁護士会所在地と東京を結ぶテレビ

会議システム等により、共同して解決に当る。
※移管調停、現地調停は全国の弁護士会等で実施している訳ではありませんのでご注意ください。具体的内容は仲裁センター等にご照会ください。

【一般社団法人　東京都信用組合協会　東京地区しんくみ苦情等相談所】 電　　話：０３－３５６７－６２１１
 受 付 日：月曜日～金曜日（祝日および協会の休業日を除く）
 受付時間：午前９時～午後０時、午後１時～午後５時
【一般社団法人　全国信用組合中央協会　しんくみ相談所】 電　　話：０３－３５６７－２４５６
 受 付 日：月曜日～金曜日（祝日および協会の休業日を除く）
 受付時間：午前９時～午後５時

苦 情 処 理 ・ 紛 争 解 決 措 置 の 内 容

（注）
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経営管理・リスク管理経営管理・リスク管理 経営管理・リスク管理経営管理・リスク管理

100.0

100.0

ー

ー

ー

100.0

100.0

100.0

ー

ー

ー

100.0

29

22

ー

ー

ー

51

5

35

ー

ー

ー

41

34

58

ー

ー

ー

93

38,768

38,861

リ ス ク 管 理 体 制 ･ 法 令 遵 守 態 勢

（1）リスク管理基本方針
　金融業務を行うに際し、様々なリスクが発生しますが、このリスクを的確に把握・管理するため「リスク管理
委員会」を定期的に開催し、経営体力に見合ったリスク量の適切なコントロールを行い、健全性の維持と
収益性の確保の双方にバランスのとれた経営を目指しております。

（2）信用リスク・・・貸出金がロス化するリスク
①当組合の融資は、職員の皆様への個人融資です。
②返済については、給与天引きによる確実で円滑な方法で回収リスクの最小化を図っております。
③審査にあたっては、安全性・公共性の各原則を基本とした、総合的な審査体制をとっております。また、案件
によっては融資審査会で審議するなど、柔軟かつ慎重な審査体制としております。
④さらに、延滞債権等に対しては、個別に対処方針を策定し、回収強化に努めております。

（3）市場リスク・・・有価証券運用に伴うリスク
①資金運用については、常勤理事会で審議し、リスク・リターンを考慮しつつも、安全性を第一に慎重に運用
を行っております。
②証券会社とのオンライン接続システムにより、時価情報を入手しポートフォリオの時価評価やリスク分析
を行っております。

（4）流動性リスク・・・手許現金が不足し、預金の払出に応じられないリスク
　資金繰管理については、日々の預金や貸出金の動向把握に努め、緊急事態にも対応できる手許流動性を
確保しております。

（5）事務リスク・システムリスク・・・損失発生や機能障害となるリスク
①事務リスクについては、事務上のミスや不正の未然防止のため、事務手続書を制定し、手続に沿った適切な
事務処理に努めるほか、自店検査や内部監査により、事務手続をチェックし、リスクの極小化に努めております。
②システムリスクについては、上部団体のシステムを勘定系システムとして利用しており、手続通りの利用を徹底
するとともに、システムダウン時の対応も「コンティンジェンシープラン」を制定し、徹底を図っております。
③サイバーセキュリティについては、平時及び緊急時の対応体制を構築し、BCP訓練や外部演習への参加
を通じて、組織的な対策の向上を図っております。

　都職信では、金融機関としての社会的責任や公共的役割を正しく認識するとともに、法令やルールを厳正
に遵守するため、コンプライアンスプログラムを策定し、それに基づいた規程等の整備、コンプライアンス
チェック及びコンプライアンス関連研修等を実施して、役職員のコンプライアンス意識の向上を図っており
ます。また、近年のマネー・ローンダリングやテロ資金供与の防止に向けた国際的な要請の高まりを受け、
金融犯罪を防止するための対策を行っております。

　当組合は、東京都並びに特別区職員の皆様を対象とした職域信用組合のため該当ありません。

リスク管理体制

法令遵守（コンプライアンス）態勢

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況

　当組合は、東京都並びに特別区職員の皆様を対象とした職域信用組合のため該当ありません。

経営者保証に関するガイドラインの取り組み状況

区 分

100.0

100.0

3.2

3.2

ー

91.2

100.0

100.0

84.1

84.1

ー

96.5

11

13

0

0

ー

24

5

22

12

12

ー

40

16

36

14

14

ー

67

40,995

41,063



協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況 （単位：百万円、％）

令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度

1.「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻
に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

2.「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の
回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権（1に掲げるものを除く。）です。

3.「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。
4.「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（1及び2に掲げるものを除く。）です。
5.「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債
権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（1、2及び4に掲げるものを除く。）です。

6.「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（1、2及び3に掲げるものを除く。）です。
7.「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
8.「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
9.「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の貸出金及び「そ
の他資産」中の未収利息の各勘定に計上されるものです。

10.  金額は決算後（償却後）の計数です。

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

三月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

小 計

正 常 債 権

合 計

残高
（A）

担保・保証額
（B）

貸倒引当金
（C）

保全率
(B+C)／(A)

引当率
（C）／（A－B）

苦情処理
　ご契約内容や商品に関する苦情等は、当組合預金課にお申出ください。
【東京都職員信用組合　預金課】 電　　話：03 - 3 3 4 9 - 1 4 0 3
 受 付 日：月曜日～金曜日（祝日および当組合の休業日を除く）
 受付時間：午前９時～午後５時
なお、苦情等対応手続については、当組合HPをご覧ください。　HP アドレス　https://www.toshokushin.co.jp
　保険業務に関する苦情は下記機関でも受け付けております。
【一般社団法人　日本損害保険協会　そんぽADRセンター】 電　　話：0570 - 0 2 2 8 0 8
 受 付 日：月曜日～金曜日（祝日・休日および年末年始休業期間を除く）
 受付時間：午前９時15分～午後５時
紛争解決措置
東京弁護士会紛争解決センター（電話：０３－３５８１－００３１）、第一東京弁護士会仲裁センター（電話：０３－３５９５－８５８８）、第二東京弁護士会
仲裁センター（電話：０３－３５８１－２２４９）で紛争の解決を図ることも可能ですので、ご利用を希望されるお客様は、上記当組合預金課ま
たは東京地区しんくみ苦情等相談所、しんくみ相談所にお申出ください。また、お客様から各弁護士会に直接お申出いただくことも
可能です。なお、前記東京・第一東京・第二東京弁護士会の各仲裁センターは、東京都以外の各地のお客様もご利用いただけます。
仲裁センター等では、東京以外の地域の方々からの申立について、当事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手続を進
める方法もあります。
　①移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管する。
　②現地調停：東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人が、弁護士会所在地と東京を結ぶテレビ

会議システム等により、共同して解決に当る。
※移管調停、現地調停は全国の弁護士会等で実施している訳ではありませんのでご注意ください。具体的内容は仲裁センター等にご照会ください。

【一般社団法人　東京都信用組合協会　東京地区しんくみ苦情等相談所】 電　　話：０３－３５６７－６２１１
 受 付 日：月曜日～金曜日（祝日および協会の休業日を除く）
 受付時間：午前９時～午後０時、午後１時～午後５時
【一般社団法人　全国信用組合中央協会　しんくみ相談所】 電　　話：０３－３５６７－２４５６
 受 付 日：月曜日～金曜日（祝日および協会の休業日を除く）
 受付時間：午前９時～午後５時

苦 情 処 理 ・ 紛 争 解 決 措 置 の 内 容

（注）
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経営管理・リスク管理経営管理・リスク管理 経営管理・リスク管理経営管理・リスク管理
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ー
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41

34
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ー

ー

ー

93

38,768

38,861

リ ス ク 管 理 体 制 ･ 法 令 遵 守 態 勢

（1）リスク管理基本方針
　金融業務を行うに際し、様々なリスクが発生しますが、このリスクを的確に把握・管理するため「リスク管理
委員会」を定期的に開催し、経営体力に見合ったリスク量の適切なコントロールを行い、健全性の維持と
収益性の確保の双方にバランスのとれた経営を目指しております。

（2）信用リスク・・・貸出金がロス化するリスク
①当組合の融資は、職員の皆様への個人融資です。
②返済については、給与天引きによる確実で円滑な方法で回収リスクの最小化を図っております。
③審査にあたっては、安全性・公共性の各原則を基本とした、総合的な審査体制をとっております。また、案件
によっては融資審査会で審議するなど、柔軟かつ慎重な審査体制としております。
④さらに、延滞債権等に対しては、個別に対処方針を策定し、回収強化に努めております。

（3）市場リスク・・・有価証券運用に伴うリスク
①資金運用については、常勤理事会で審議し、リスク・リターンを考慮しつつも、安全性を第一に慎重に運用
を行っております。
②証券会社とのオンライン接続システムにより、時価情報を入手しポートフォリオの時価評価やリスク分析
を行っております。

（4）流動性リスク・・・手許現金が不足し、預金の払出に応じられないリスク
　資金繰管理については、日々の預金や貸出金の動向把握に努め、緊急事態にも対応できる手許流動性を
確保しております。

（5）事務リスク・システムリスク・・・損失発生や機能障害となるリスク
①事務リスクについては、事務上のミスや不正の未然防止のため、事務手続書を制定し、手続に沿った適切な
事務処理に努めるほか、自店検査や内部監査により、事務手続をチェックし、リスクの極小化に努めております。
②システムリスクについては、上部団体のシステムを勘定系システムとして利用しており、手続通りの利用を徹底
するとともに、システムダウン時の対応も「コンティンジェンシープラン」を制定し、徹底を図っております。
③サイバーセキュリティについては、平時及び緊急時の対応体制を構築し、BCP訓練や外部演習への参加
を通じて、組織的な対策の向上を図っております。

　都職信では、金融機関としての社会的責任や公共的役割を正しく認識するとともに、法令やルールを厳正
に遵守するため、コンプライアンスプログラムを策定し、それに基づいた規程等の整備、コンプライアンス
チェック及びコンプライアンス関連研修等を実施して、役職員のコンプライアンス意識の向上を図っており
ます。また、近年のマネー・ローンダリングやテロ資金供与の防止に向けた国際的な要請の高まりを受け、
金融犯罪を防止するための対策を行っております。

　当組合は、東京都並びに特別区職員の皆様を対象とした職域信用組合のため該当ありません。

リスク管理体制

法令遵守（コンプライアンス）態勢

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況

　当組合は、東京都並びに特別区職員の皆様を対象とした職域信用組合のため該当ありません。

経営者保証に関するガイドラインの取り組み状況

区 分
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100.0

100.0

84.1

84.1

ー

96.5

11

13

0

0

ー

24

5

22

12

12

ー

40

16

36

14

14

ー

67

40,995

41,063
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決算数値目次

貸借対照表の注記事項

貸借対照表
資 産 の 部 令和3年度末
現 金
預 け 金
買 入 金 銭 債 権
有 価 証 券
国 債
地 方 債
短 期 社 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

貸 出 金
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越

そ の 他 資 産
未 決 済 為 替 貸
全 信 組 連 出 資 金
前 払 費 用
未 収 収 益
そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
リ ー ス 資 産
その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
リ ー ス 資 産
その他の無形固定資産

繰 延 税 金 資 産
再評価に係る繰延税金資産
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金
（うち個別貸倒引当金）

資 産 の 部 合 計

（単位：千円）
負 債 及 び 純 資 産 の 部 令和3年度末
預 金 積 金
当 座 預 金
普 通 預 金
通 知 預 金
定 期 預 金
定 期 積 金
そ の 他 の 預 金
譲 渡 性 預 金
借 用 金
借 入 金
当 座 借 越
そ の 他 負 債
未 決 済 為 替 借
未 払 費 用
給 付 補 塡 備 金
未 払 法 人 税 等
前 受 収 益
払 戻 未 済 金
職 員 預 り 金
資 産 除 去 債 務
リ ー ス 債 務
そ の 他 の 負 債
賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
睡眠預金払戻損失引当金
繰 延 税 金 負 債
再評価に係る繰延税金負債
債 務 保 証

負債の部合計
出 資 金
普 通 出 資 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
特 別 積 立 金

当期未処分剰余金
（又は当期未処理損失金）

組 合 員 勘 定 合 計
その他有価証券評価差額金
評価・換算差額等合計

純資産の部合計
負債及び純資産の部合計

令和2年度末
104,408

35,624,779
ー

12,182,905
623,790
1,636,890

ー
5,442,520
257,648
4,222,056
38,831,407

ー
38,336,848
494,559
757,554
2,063

642,000
20,371
63,246
29,873
66,457
35,271

ー
ー

31,186
35,173
34,351

ー
822
ー
ー
ー

△ 58,679
(△ 51,400）

87,544,007

令和2年度末
74,416,620

99,147
16,888,672

ー
53,672,515
3,732,420
23,864

ー
2,900,000

ー
2,900,000
157,665
7,561
43,338
48,885
15,588

ー
4,040
22,535

ー
ー

15,716
14,643
129,700
15,915
624

484,742
ー
ー

78,119,912
227,897
227,897
7,403,158
229,738
7,173,420
6,600,000

573,420

7,631,056
1,793,038
1,793,038
9,424,094
87,544,007

91,783
34,683,252

ー
13,343,498
1,011,550
1,523,970

ー
6,415,560
263,396
4,129,021
41,032,464

ー
40,553,585
478,878
758,474
2,092

642,000
22,322
71,939
20,120
52,883
32,402

ー
ー

20,480
18,483
17,661

ー
822
ー
ー
ー

△ 31,855
(△ 24,319）

89,948,984

73,070,516
123,334

16,582,238
ー

53,951,083
2,388,389
25,470

ー
6,700,000

ー
6,700,000
169,484
8,040
27,283
16,172
14,015

ー
67,616
21,786

ー
ー

14,570
15,239
142,988
12,893

73
458,410

ー
ー

80,569,605
162,548
162,548
7,494,599
227,897
7,266,702
6,600,000

666,702

7,657,147
1,722,231
1,722,231
9,379,379
89,948,984
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経理・経営内容経理・経営内容経理・経営内容経理・経営内容

　　　建　物 10年　～　18年
　　　その他   3年　～　20年

（４）無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法により償却
しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、当組合内における利用
可能期間（5年）に基づいて償却しております。

（５）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び
「無形固定資産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用
年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、
リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額と
し、それ以外のものは零とすることとしております。

（６）外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を
付すこととしております。

（７）貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計
上しております。
日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金
融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査
に関する実務指針」（令和2年10月8日）に規定する正常先債権及び
要注意先債権に相当する債権については、主として今後１年間の予
想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予
想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率
の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに
将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先
債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込
額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要
と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権
に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、融資課が資産査
定を実施しております。

（８）賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対
する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上し
ております。

（ 9 ）退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、企業会計基準
適用指針第25号「退職給付に関する会計基準の適用指針」（平成
27年3月26日）に定める簡便法（退職給付に係る期末自己都合要
支給額を退職給付債務とする方法）により、当事業年度末における
必要額を計上しております。
当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制
度（総合設立型企業年金基金）に加入しており、当組合の拠出に対
応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、当
該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しており
ます。
なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の
拠出等に占める当組合の割合並びにこれらに関する補足説明は次
のとおりであります。
１．制度全体の積立状況に関する事項（令和2年3月31日現在）
年金資産の額 238,577,698千円
年金財政計算上の数理債務の額と
最低責任準備金の額との合計額 229,590,223千円
差引額 8,987,475千円

２．制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
〔（自）令和2年4月（至）令和3年3月〕 0.185%
３．補足説明
上記１．の差引額の要因は、年金財政計算上の未償却過去勤務債
務残高15,766,022千円及び別途積立金24,753,497千円であ
ります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間11年1ヶ
月の元利均等償却であり、当組合は当期の計算書類上、当該償却
に充てられる特別掛金3,473千円を費用処理しております。
なお、特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時
の標準給与の額に乗じることで算定されるため、上記２．の割合は
当組合の実際の負担割合とは一致いたしません。

（10）役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるた
め、役員に対する退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度末ま
で発生していると認められる額を計上しております。

（11）睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預
金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生
する損失を見積もり必要と認める額を計上しております。

（１）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
なお、以下の注記については、表示単位未満を切り捨てて表
示しております。 　

（２）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均
法による償却原価法（定額法）、その他有価証券については時
価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし、市
場価格のない株式等については移動平均法による原価法によ

り行っております。なお、その他有価証券の評価差額について
は、全部純資産直入法により処理しております。

（３）有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただ
し、平成10年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに平成28年4月1日以後に取得した建物附属設備及び
構築物については定額法）を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。

（12）収益の計上方法について、役務取引等収益は役務提供の対価とし
て収受する収益であり、内訳として「受入為替手数料」「その他の受
入手数料」「その他の役務取引等収益」があります。このうち受入為
替手数料は、為替業務から収受する受入手数料であり、送金、代金
取立等の内国為替業務に基づくものがあります。
為替業務及びその他の役務取引等にかかる履行義務は、通常、対価
の受領と同時期に充足されるため、原則として、一時点で収益を認識
しております。

（13）重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上
した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及
ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
貸倒引当金 31,855千円
貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として（7）に記載してお
ります。
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績
見通し」であります。「債務者区分の判定における貸出先の将来の
業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定し
ております。
なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定
が変化した場合は、翌事業年度に係る計算書類における貸倒引当
金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（14）会計方針の変更
企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」（令和2年3月
31日）（以下、「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首
から適用し、消費税等の会計処理を税込方式から税抜方式へ変更
しております。この変更による計算書類への影響は、損益計算書の
税金の金額が13,885千円増加し、関連する損益科目が合計して同
額減少しております。なお、収益認識会計基準第89項に定める経
過的な取扱いに従い、当事業年度の期首より前までに税込方式に
従って消費税等が算入された固定資産等の取得原価から消費税等
相当額を控除しておりません。

（15）表示方法の変更
協同組合による金融事業に関する法律施行規則の一部改正（令和
2年1月24日内閣府令第３号）が令和4年3月31日から施行された
ことに伴い、協同組合による金融事業に関する法律の「リスク管理
債権」の区分等を、金融機能の再生のための緊急措置に関する法
律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。

（16）金融商品の状況に関する事項
１．金融商品に対する取組方針
当組合は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務
を行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び
負債の総合的管理をしております。

２．金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内の都・区職員等
のお客様に対する貸出金です。
また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、純投資目的
及び事業推進目的で保有しております。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市
場価格の変動リスクに晒されております。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスク
に晒されております。

３．金融商品に係るリスク管理態勢
①信用リスクの管理
当組合は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金につい
て、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や
担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備
し運営しております。
これらの与信管理は、融資課により行われ、また、必要に応じ経営陣
による融資審査会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。
さらに、与信管理の状況については、監査室がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総務企画課において、
信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
②市場リスクの管理
（ｉ）金利リスクの管理

当組合は、市場関連リスクに関する管理諸規程に従い、金利の
変動リスクを管理しております。

当該諸規程において、リスク管理の基本方針、管理対象や管理
態勢等の詳細を明記しており、リスク管理委員会において決定
された基本方針に基づき、理事会において実施状況の把握・確
認、今後の対応等の協議を行っております。
日常的には、総務企画課において金融資産及び負債の金利や
期間を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によ
りモニタリングを行い、月次ベースもしくは四半期ベースで常
勤理事会に報告しております。

（ⅱ）為替リスクの管理
当組合は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理
を行うこととしております。

（ⅲ）価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、リスク管理
委員会の方針に基づき、理事会の監督の下、余資運用規程に
従い行われております。
総務企画課において、市場運用商品の購入を行っており、事前
審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じ
て、価格変動リスクの軽減を図っております。
当組合で保有している株式の一部は、事業推進目的で保有し
ているものであり、取引先の市場環境や財務状況などをモニ
タリングしています。
これらの情報は総務企画課を通じ、理事会及び常勤理事会に
おいて定期的に報告されております。

（ⅳ）市場リスクに係る定量的情報
当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を
受ける主たる金融商品は、「預け金」、「有価証券」のうち債券、
「貸出金」、「預金積金」及び「借用金」であります。
当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、『協同
組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第1項第5
号ニ等の規定に基づき、自己資本の充実の状況等について金
融庁長官が別に定める事項（平成19年金融庁告示第17号）』
において通貨ごとに規定された金利ショックを用いた経済価
値の変動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの管理にあ
たっての定量的分析に利用しております。
当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負
債を固定金利群と変動金利群に分けて、それぞれ金利期日に
応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を
用いております。
なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、
当事業年度末において、スティープ化（短期金利低下、長期金利
上昇をいい、日本円金利の場合、短期金利1.00％低下、長期金
利1.00％上昇等、通貨ごとに上昇幅が異なる）が生じた場合、経
済価値は、89,118千円減少するものと把握しております。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提とし
ており、金利とその他のリスク変数との相関を考慮しておりま
せん。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合
には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。
当組合では、「有価証券」の市場リスク量をVaRにより月次で計
測し、取得したリスク量がリスク限度額の範囲内となるよう管
理しております。
当組合のＶａＲは分散・共分散法（保有期間半年間、信頼区間
99％、観測期間1年）により算出しており、令和4年3月31日
（当事業年度の決算日）現在で当組合の市場リスク量（損失額
の推計値）は、全体で943,000千円です。
ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した
一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考
えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは
捕捉できない場合があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合は、総合的管理を通して、適時に資金管理を行うほか、資金
調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調
整などによって、流動性リスクを管理しております。

４．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな
い場合には合理的に算定された価額が含まれております。
当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、
異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価
に代わる金額を含めて開示しております。

（17）金融商品の時価等に関する事項
令和4年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差
額は、次のとおりであります（時価等の算定方法については（注1）
参照）。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません
（（注2）参照）。また、重要性の乏しい科目については記載を省略し
ております。

（単位：千円）
 貸借対照表計上額 時　価 差　額

(1）預け金（*1） 34,683,252 34,722,921 39,668
（2）有価証券
　　その他有価証券 13,342,998 13,342,998 －
（3）貸出金（*1） 41,032,464
　　貸倒引当金（*2） △ 31,855
 41,000,608 41,256,019 255,410
　　金融資産計 89,026,859 89,321,938 295,079
（1）預金積金（*1） 73,070,516 73,117,501 46,984
（2）借用金（*1） 6,700,000 6,700,000 －
　　金融負債計 79,770,516 79,817,501 46,984
（*1）預け金、貸出金、預金積金及び借用金の「時価」には、「簡便な計

算により算出した時価に代わる金額」が含まれております。
（*2）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控

除しております。
（注１）金融商品の時価等の算定方法

金融資産
（1）預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け
金については、市場金利で割り引くことで現在価値を算定し、当
該現在価値を時価とみなしております。なお、市場金利がマイ
ナス金利の場合は０％に置き換えて算定しております。

（2）有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関
から提示された価格によっております。投資信託は取引所の価
格又は公表されている基準価額によっております。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項について
は（18）から（22）に記載しております。

（3）貸出金
貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般
貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、
その算出結果を簡便な方法により算出した時価に代わる金額と
して記載しております。
①６カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難
な債権については、その貸借対照表の貸出金勘定に計上してい
る額（貸倒引当金控除前の額）。
②①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利
金の合計額を市場金利（日本円OISレート）で割り引いた価額を
時価とみなしております。なお、市場金利がマイナス金利の場
合は０％に置き換えて算定しております。

金融負債
（1）預金積金

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳
簿簿価）を時価とみなしております。定期性預金の時価は、一定
の金額帯及び期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、元
利金の合計額を一種類の市場金利（日本円OISレート）で割り引
いた価額を時価とみなしております。なお、市場金利がマイナス
金利の場合は０％に置き換えて算定しております。

（2）借用金
借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反
映し、また、当組合の信用状態は実行後大きく異なっていないこ
とから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該
帳簿価額を時価としております。

（注２）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次のとおりであり、
金融商品の時価情報には含まれておりません。

（単位：千円）

　　　 　区　　分 貸借対照表計上額　
非上場株式　　（*） 500
全信組連出資金（*） 642,000
　　  　  合　　計 642,500
（*）非上場株式及び全信組連出資金については、企業会計基準適
用指針第19号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」
（令和2年3月31日）第5項に基づき、時価開示の対象とはしてお
りません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

 1年以内 1年超 5年超 10年超
  5年以内 10年以内
預け金 34,683,252 - - -
有価証券 800,000 3,100,000 800,000 2,800,000

　その他有価証券のうち
　満期があるもの 

貸出金（*） 2,940,064 10,104,832 8,991,255 18,465,654
　   合　　計 38,423,316 13,204,832 9,791,255 21,265,654
（*）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債
権等、償還予定額が見込めないもの、期間の定めがないものは
含めておりません。

（注４）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額 
（単位：千円）

 1年以内 1年超 5年超 10年超
  5年以内 10年以内
預金積金（*） 62,215,221 10,855,295 - -
借用金 700,000 6,000,000 - -
職員預り金 21,786 - - -
　   合　　計 62,937,007 16,855,295 - -
（*）預金積金のうち、要求払預金は「1年以内」に含めております。

（18）有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」「その他の証券」が含ま
れております。以下（22）まで同様であります。
１．売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
２．満期保有目的の債券に区分した有価証券はありません。
３．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式はありません。
４．その他有価証券
【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】 （単位：千円）

 貸借対照表計上額 取得原価 差　額
株 　 式 262,896 98,276 164,619
債 　 券 6,066,270 5,995,650 70,619
　国 　 債 910,670 895,250 15,419
　地 方 債 1,424,210 1,399,718 24,491
　社 　 債 3,731,390 3,700,682 30,707
そ の 他 4,129,021 2,116,579 2,012,442
　投 資 信 託 4,006,071 2,051,579 1,954,492
　その他の証券 122,950 65,000 57,950
　  小　　計 10,458,188 8,210,507 2,247,681
【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】
 貸借対照表計上額 取得原価 差　額
株 　 式 500 500 -
債 　 券 2,884,810 2,901,201 △ 16,391
　国 　 債 100,880 101,201 △ 321
　地 方 債 99,760 100,000 △ 240
　社 　 債 2,684,170 2,700,000 △ 15,830
　  小　　計 2,885,310 2,901,701 △ 16,391

合　　　　　計 13,343,498 11,112,209 2,231,289

（19）当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。

（20）当事業年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。
（単位：千円）

 売却価額 売却益 売却損

そ の 他  45,308 7,599 -

　投 資 信 託  45,308 7,599 -

合 　 　 計  45,308 7,599 -

（21）その他有価証券のうち満期があるものの期間毎の償還予定額は
次のとおりであります。 （単位：千円）

 1年以内 1年超 5年超 10年超
  5年以内 10年以内

債 　 券 803,860 3,118,260 801,200 2,823,790

　国 　 債 200,820 202,120 395,800 212,810

　地 方 債 502,850 910,130 - 110,990

　社 　 債 100,190 2,006,010 405,400 2,499,990

合 　 計 803,860 3,118,260 801,200 2,823,790

（22）減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等を除
く）のうち当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落して
おり、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないも
のについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするととも
に、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」とい
う。）することとしております。
なお、当事業年度における減損処理はありません。
また、当事業年度末における時価が取得原価に比べ30％以上下落
した場合に「著しく下落した」と判断しております。

（23）協同組合による金融事業に関する法律及び金融機能の再生のため
の緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。な
お、債権は、貸出金及び「その他資産」中の未収利息の各勘定に計
上されるものであります。

　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 16,778千円
　危険債権額 36,073千円
　三月以上延滞債権額 14,715千円
　貸出条件緩和債権額 -千円
　合計額 67,567千円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手
続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥って
いる債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政
状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び
利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこ
れらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日
から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準
ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを
目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権
放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更
生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債
権に該当しないものであります。
なお、債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

（24）当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客
から融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件に
ついて違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを
約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
163,789千円であります。当該融資未実行残高は、全て原契約期
間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なもので
あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ
るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来の
キャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契
約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由が
あるときは、当組合が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約
極度額の減額をすることができる旨の条件が付けられております。

また、契約後も定期的に予め定めている当組合内手続きに基づき
顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の
措置等を講じております。

（25）有形固定資産の減価償却累計額 66,333 千円
（26）理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権

総額 19,674 千円
（27）理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務

総額 － 千円
（28）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞ

れ以下のとおりであります。
繰延税金資産
　有価証券評価損 116,807 千円
　退職給付引当金 39,922
　賞与引当金 4,254
　役員退職慰労引当金 3,599
　未払事業税 2,414
　その他 1,156
繰延税金資産　小計 168,155
　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △ 117,441
評価性引当額　小計 △ 117,441
繰延税金資産　合計 50,714

繰延税金負債 
　その他有価証券評価差額 509,057
　その他 66
繰延税金負債　合計 509,124
繰延税金負債の純額 458,410 千円

（29）担保に提供している資産は、次のとおりであります。
担保提供している資産 預け金 8,400,000千円
 有価証券 414,930千円
担保資産に対応する債務 借用金 6,700,000千円
上記のほか、公金取扱い及び為替取引のためにその他の資産
2,000千円、預け金1,301,520千円を担保として提供しております。

（30）出資1口当たりの純資産額は2,885円10銭であります。
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決算数値目次

貸借対照表の注記事項

貸借対照表
資 産 の 部 令和3年度末
現 金
預 け 金
買 入 金 銭 債 権
有 価 証 券
国 債
地 方 債
短 期 社 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

貸 出 金
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越

そ の 他 資 産
未 決 済 為 替 貸
全 信 組 連 出 資 金
前 払 費 用
未 収 収 益
そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
リ ー ス 資 産
その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
リ ー ス 資 産
その他の無形固定資産

繰 延 税 金 資 産
再評価に係る繰延税金資産
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金
（うち個別貸倒引当金）

資 産 の 部 合 計

（単位：千円）
負 債 及 び 純 資 産 の 部 令和3年度末
預 金 積 金
当 座 預 金
普 通 預 金
通 知 預 金
定 期 預 金
定 期 積 金
そ の 他 の 預 金
譲 渡 性 預 金
借 用 金
借 入 金
当 座 借 越
そ の 他 負 債
未 決 済 為 替 借
未 払 費 用
給 付 補 塡 備 金
未 払 法 人 税 等
前 受 収 益
払 戻 未 済 金
職 員 預 り 金
資 産 除 去 債 務
リ ー ス 債 務
そ の 他 の 負 債
賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
睡眠預金払戻損失引当金
繰 延 税 金 負 債
再評価に係る繰延税金負債
債 務 保 証

負債の部合計
出 資 金
普 通 出 資 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
特 別 積 立 金

当期未処分剰余金
（又は当期未処理損失金）

組 合 員 勘 定 合 計
その他有価証券評価差額金
評価・換算差額等合計

純資産の部合計
負債及び純資産の部合計

令和2年度末
104,408

35,624,779
ー

12,182,905
623,790
1,636,890

ー
5,442,520
257,648
4,222,056
38,831,407

ー
38,336,848
494,559
757,554
2,063

642,000
20,371
63,246
29,873
66,457
35,271

ー
ー

31,186
35,173
34,351

ー
822
ー
ー
ー

△ 58,679
(△ 51,400）

87,544,007

令和2年度末
74,416,620

99,147
16,888,672

ー
53,672,515
3,732,420
23,864

ー
2,900,000

ー
2,900,000
157,665
7,561
43,338
48,885
15,588

ー
4,040
22,535

ー
ー

15,716
14,643
129,700
15,915
624

484,742
ー
ー

78,119,912
227,897
227,897
7,403,158
229,738
7,173,420
6,600,000

573,420

7,631,056
1,793,038
1,793,038
9,424,094
87,544,007

91,783
34,683,252

ー
13,343,498
1,011,550
1,523,970

ー
6,415,560
263,396
4,129,021
41,032,464

ー
40,553,585
478,878
758,474
2,092

642,000
22,322
71,939
20,120
52,883
32,402

ー
ー

20,480
18,483
17,661

ー
822
ー
ー
ー

△ 31,855
(△ 24,319）

89,948,984

73,070,516
123,334

16,582,238
ー

53,951,083
2,388,389
25,470

ー
6,700,000

ー
6,700,000
169,484
8,040
27,283
16,172
14,015

ー
67,616
21,786

ー
ー

14,570
15,239
142,988
12,893

73
458,410

ー
ー

80,569,605
162,548
162,548
7,494,599
227,897
7,266,702
6,600,000

666,702

7,657,147
1,722,231
1,722,231
9,379,379
89,948,984
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経理・経営内容経理・経営内容経理・経営内容経理・経営内容

　　　建　物 10年　～　18年
　　　その他   3年　～　20年

（４）無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法により償却
しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、当組合内における利用
可能期間（5年）に基づいて償却しております。

（５）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び
「無形固定資産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用
年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、
リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額と
し、それ以外のものは零とすることとしております。

（６）外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を
付すこととしております。

（７）貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計
上しております。
日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金
融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査
に関する実務指針」（令和2年10月8日）に規定する正常先債権及び
要注意先債権に相当する債権については、主として今後１年間の予
想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予
想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率
の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに
将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先
債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込
額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要
と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権
に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、融資課が資産査
定を実施しております。

（８）賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対
する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上し
ております。

（ 9 ）退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、企業会計基準
適用指針第25号「退職給付に関する会計基準の適用指針」（平成
27年3月26日）に定める簡便法（退職給付に係る期末自己都合要
支給額を退職給付債務とする方法）により、当事業年度末における
必要額を計上しております。
当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制
度（総合設立型企業年金基金）に加入しており、当組合の拠出に対
応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、当
該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しており
ます。
なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の
拠出等に占める当組合の割合並びにこれらに関する補足説明は次
のとおりであります。
１．制度全体の積立状況に関する事項（令和2年3月31日現在）
年金資産の額 238,577,698千円
年金財政計算上の数理債務の額と
最低責任準備金の額との合計額 229,590,223千円
差引額 8,987,475千円

２．制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
〔（自）令和2年4月（至）令和3年3月〕 0.185%
３．補足説明
上記１．の差引額の要因は、年金財政計算上の未償却過去勤務債
務残高15,766,022千円及び別途積立金24,753,497千円であ
ります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間11年1ヶ
月の元利均等償却であり、当組合は当期の計算書類上、当該償却
に充てられる特別掛金3,473千円を費用処理しております。
なお、特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時
の標準給与の額に乗じることで算定されるため、上記２．の割合は
当組合の実際の負担割合とは一致いたしません。

（10）役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるた
め、役員に対する退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度末ま
で発生していると認められる額を計上しております。

（11）睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預
金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生
する損失を見積もり必要と認める額を計上しております。

（１）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
なお、以下の注記については、表示単位未満を切り捨てて表
示しております。 　

（２）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均
法による償却原価法（定額法）、その他有価証券については時
価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし、市
場価格のない株式等については移動平均法による原価法によ

り行っております。なお、その他有価証券の評価差額について
は、全部純資産直入法により処理しております。

（３）有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただ
し、平成10年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに平成28年4月1日以後に取得した建物附属設備及び
構築物については定額法）を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。

（12）収益の計上方法について、役務取引等収益は役務提供の対価とし
て収受する収益であり、内訳として「受入為替手数料」「その他の受
入手数料」「その他の役務取引等収益」があります。このうち受入為
替手数料は、為替業務から収受する受入手数料であり、送金、代金
取立等の内国為替業務に基づくものがあります。
為替業務及びその他の役務取引等にかかる履行義務は、通常、対価
の受領と同時期に充足されるため、原則として、一時点で収益を認識
しております。

（13）重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上
した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及
ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
貸倒引当金 31,855千円
貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として（7）に記載してお
ります。
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績
見通し」であります。「債務者区分の判定における貸出先の将来の
業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定し
ております。
なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定
が変化した場合は、翌事業年度に係る計算書類における貸倒引当
金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（14）会計方針の変更
企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」（令和2年3月
31日）（以下、「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首
から適用し、消費税等の会計処理を税込方式から税抜方式へ変更
しております。この変更による計算書類への影響は、損益計算書の
税金の金額が13,885千円増加し、関連する損益科目が合計して同
額減少しております。なお、収益認識会計基準第89項に定める経
過的な取扱いに従い、当事業年度の期首より前までに税込方式に
従って消費税等が算入された固定資産等の取得原価から消費税等
相当額を控除しておりません。

（15）表示方法の変更
協同組合による金融事業に関する法律施行規則の一部改正（令和
2年1月24日内閣府令第３号）が令和4年3月31日から施行された
ことに伴い、協同組合による金融事業に関する法律の「リスク管理
債権」の区分等を、金融機能の再生のための緊急措置に関する法
律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。

（16）金融商品の状況に関する事項
１．金融商品に対する取組方針
当組合は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務
を行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び
負債の総合的管理をしております。

２．金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内の都・区職員等
のお客様に対する貸出金です。
また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、純投資目的
及び事業推進目的で保有しております。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市
場価格の変動リスクに晒されております。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスク
に晒されております。

３．金融商品に係るリスク管理態勢
①信用リスクの管理
当組合は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金につい
て、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や
担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備
し運営しております。
これらの与信管理は、融資課により行われ、また、必要に応じ経営陣
による融資審査会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。
さらに、与信管理の状況については、監査室がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総務企画課において、
信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
②市場リスクの管理
（ｉ）金利リスクの管理

当組合は、市場関連リスクに関する管理諸規程に従い、金利の
変動リスクを管理しております。

当該諸規程において、リスク管理の基本方針、管理対象や管理
態勢等の詳細を明記しており、リスク管理委員会において決定
された基本方針に基づき、理事会において実施状況の把握・確
認、今後の対応等の協議を行っております。
日常的には、総務企画課において金融資産及び負債の金利や
期間を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によ
りモニタリングを行い、月次ベースもしくは四半期ベースで常
勤理事会に報告しております。

（ⅱ）為替リスクの管理
当組合は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理
を行うこととしております。

（ⅲ）価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、リスク管理
委員会の方針に基づき、理事会の監督の下、余資運用規程に
従い行われております。
総務企画課において、市場運用商品の購入を行っており、事前
審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じ
て、価格変動リスクの軽減を図っております。
当組合で保有している株式の一部は、事業推進目的で保有し
ているものであり、取引先の市場環境や財務状況などをモニ
タリングしています。
これらの情報は総務企画課を通じ、理事会及び常勤理事会に
おいて定期的に報告されております。

（ⅳ）市場リスクに係る定量的情報
当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を
受ける主たる金融商品は、「預け金」、「有価証券」のうち債券、
「貸出金」、「預金積金」及び「借用金」であります。
当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、『協同
組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第1項第5
号ニ等の規定に基づき、自己資本の充実の状況等について金
融庁長官が別に定める事項（平成19年金融庁告示第17号）』
において通貨ごとに規定された金利ショックを用いた経済価
値の変動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの管理にあ
たっての定量的分析に利用しております。
当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負
債を固定金利群と変動金利群に分けて、それぞれ金利期日に
応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を
用いております。
なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、
当事業年度末において、スティープ化（短期金利低下、長期金利
上昇をいい、日本円金利の場合、短期金利1.00％低下、長期金
利1.00％上昇等、通貨ごとに上昇幅が異なる）が生じた場合、経
済価値は、89,118千円減少するものと把握しております。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提とし
ており、金利とその他のリスク変数との相関を考慮しておりま
せん。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合
には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。
当組合では、「有価証券」の市場リスク量をVaRにより月次で計
測し、取得したリスク量がリスク限度額の範囲内となるよう管
理しております。
当組合のＶａＲは分散・共分散法（保有期間半年間、信頼区間
99％、観測期間1年）により算出しており、令和4年3月31日
（当事業年度の決算日）現在で当組合の市場リスク量（損失額
の推計値）は、全体で943,000千円です。
ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した
一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考
えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは
捕捉できない場合があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合は、総合的管理を通して、適時に資金管理を行うほか、資金
調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調
整などによって、流動性リスクを管理しております。

４．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな
い場合には合理的に算定された価額が含まれております。
当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、
異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価
に代わる金額を含めて開示しております。

（17）金融商品の時価等に関する事項
令和4年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差
額は、次のとおりであります（時価等の算定方法については（注1）
参照）。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません
（（注2）参照）。また、重要性の乏しい科目については記載を省略し
ております。

（単位：千円）
 貸借対照表計上額 時　価 差　額

(1）預け金（*1） 34,683,252 34,722,921 39,668
（2）有価証券
　　その他有価証券 13,342,998 13,342,998 －
（3）貸出金（*1） 41,032,464
　　貸倒引当金（*2） △ 31,855
 41,000,608 41,256,019 255,410
　　金融資産計 89,026,859 89,321,938 295,079
（1）預金積金（*1） 73,070,516 73,117,501 46,984
（2）借用金（*1） 6,700,000 6,700,000 －
　　金融負債計 79,770,516 79,817,501 46,984
（*1）預け金、貸出金、預金積金及び借用金の「時価」には、「簡便な計

算により算出した時価に代わる金額」が含まれております。
（*2）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控

除しております。
（注１）金融商品の時価等の算定方法

金融資産
（1）預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け
金については、市場金利で割り引くことで現在価値を算定し、当
該現在価値を時価とみなしております。なお、市場金利がマイ
ナス金利の場合は０％に置き換えて算定しております。

（2）有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関
から提示された価格によっております。投資信託は取引所の価
格又は公表されている基準価額によっております。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項について
は（18）から（22）に記載しております。

（3）貸出金
貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般
貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、
その算出結果を簡便な方法により算出した時価に代わる金額と
して記載しております。
①６カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難
な債権については、その貸借対照表の貸出金勘定に計上してい
る額（貸倒引当金控除前の額）。
②①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利
金の合計額を市場金利（日本円OISレート）で割り引いた価額を
時価とみなしております。なお、市場金利がマイナス金利の場
合は０％に置き換えて算定しております。

金融負債
（1）預金積金

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳
簿簿価）を時価とみなしております。定期性預金の時価は、一定
の金額帯及び期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、元
利金の合計額を一種類の市場金利（日本円OISレート）で割り引
いた価額を時価とみなしております。なお、市場金利がマイナス
金利の場合は０％に置き換えて算定しております。

（2）借用金
借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反
映し、また、当組合の信用状態は実行後大きく異なっていないこ
とから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該
帳簿価額を時価としております。

（注２）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次のとおりであり、
金融商品の時価情報には含まれておりません。

（単位：千円）

　　　 　区　　分 貸借対照表計上額　
非上場株式　　（*） 500
全信組連出資金（*） 642,000
　　  　  合　　計 642,500
（*）非上場株式及び全信組連出資金については、企業会計基準適
用指針第19号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」
（令和2年3月31日）第5項に基づき、時価開示の対象とはしてお
りません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

 1年以内 1年超 5年超 10年超
  5年以内 10年以内
預け金 34,683,252 - - -
有価証券 800,000 3,100,000 800,000 2,800,000

　その他有価証券のうち
　満期があるもの 

貸出金（*） 2,940,064 10,104,832 8,991,255 18,465,654
　   合　　計 38,423,316 13,204,832 9,791,255 21,265,654
（*）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債
権等、償還予定額が見込めないもの、期間の定めがないものは
含めておりません。

（注４）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額 
（単位：千円）

 1年以内 1年超 5年超 10年超
  5年以内 10年以内
預金積金（*） 62,215,221 10,855,295 - -
借用金 700,000 6,000,000 - -
職員預り金 21,786 - - -
　   合　　計 62,937,007 16,855,295 - -
（*）預金積金のうち、要求払預金は「1年以内」に含めております。

（18）有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」「その他の証券」が含ま
れております。以下（22）まで同様であります。
１．売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
２．満期保有目的の債券に区分した有価証券はありません。
３．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式はありません。
４．その他有価証券
【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】 （単位：千円）

 貸借対照表計上額 取得原価 差　額
株 　 式 262,896 98,276 164,619
債 　 券 6,066,270 5,995,650 70,619
　国 　 債 910,670 895,250 15,419
　地 方 債 1,424,210 1,399,718 24,491
　社 　 債 3,731,390 3,700,682 30,707
そ の 他 4,129,021 2,116,579 2,012,442
　投 資 信 託 4,006,071 2,051,579 1,954,492
　その他の証券 122,950 65,000 57,950
　  小　　計 10,458,188 8,210,507 2,247,681
【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】
 貸借対照表計上額 取得原価 差　額
株 　 式 500 500 -
債 　 券 2,884,810 2,901,201 △ 16,391
　国 　 債 100,880 101,201 △ 321
　地 方 債 99,760 100,000 △ 240
　社 　 債 2,684,170 2,700,000 △ 15,830
　  小　　計 2,885,310 2,901,701 △ 16,391

合　　　　　計 13,343,498 11,112,209 2,231,289

（19）当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。

（20）当事業年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。
（単位：千円）

 売却価額 売却益 売却損

そ の 他  45,308 7,599 -

　投 資 信 託  45,308 7,599 -

合 　 　 計  45,308 7,599 -

（21）その他有価証券のうち満期があるものの期間毎の償還予定額は
次のとおりであります。 （単位：千円）

 1年以内 1年超 5年超 10年超
  5年以内 10年以内

債 　 券 803,860 3,118,260 801,200 2,823,790

　国 　 債 200,820 202,120 395,800 212,810

　地 方 債 502,850 910,130 - 110,990

　社 　 債 100,190 2,006,010 405,400 2,499,990

合 　 計 803,860 3,118,260 801,200 2,823,790

（22）減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等を除
く）のうち当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落して
おり、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないも
のについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするととも
に、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」とい
う。）することとしております。
なお、当事業年度における減損処理はありません。
また、当事業年度末における時価が取得原価に比べ30％以上下落
した場合に「著しく下落した」と判断しております。

（23）協同組合による金融事業に関する法律及び金融機能の再生のため
の緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。な
お、債権は、貸出金及び「その他資産」中の未収利息の各勘定に計
上されるものであります。

　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 16,778千円
　危険債権額 36,073千円
　三月以上延滞債権額 14,715千円
　貸出条件緩和債権額 -千円
　合計額 67,567千円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手
続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥って
いる債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政
状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び
利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこ
れらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日
から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準
ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを
目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権
放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更
生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債
権に該当しないものであります。
なお、債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

（24）当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客
から融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件に
ついて違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを
約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
163,789千円であります。当該融資未実行残高は、全て原契約期
間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なもので
あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ
るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来の
キャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契
約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由が
あるときは、当組合が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約
極度額の減額をすることができる旨の条件が付けられております。

また、契約後も定期的に予め定めている当組合内手続きに基づき
顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の
措置等を講じております。

（25）有形固定資産の減価償却累計額 66,333 千円
（26）理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権

総額 19,674 千円
（27）理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務

総額 － 千円
（28）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞ

れ以下のとおりであります。
繰延税金資産
　有価証券評価損 116,807 千円
　退職給付引当金 39,922
　賞与引当金 4,254
　役員退職慰労引当金 3,599
　未払事業税 2,414
　その他 1,156
繰延税金資産　小計 168,155
　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △ 117,441
評価性引当額　小計 △ 117,441
繰延税金資産　合計 50,714

繰延税金負債 
　その他有価証券評価差額 509,057
　その他 66
繰延税金負債　合計 509,124
繰延税金負債の純額 458,410 千円

（29）担保に提供している資産は、次のとおりであります。
担保提供している資産 預け金 8,400,000千円
 有価証券 414,930千円
担保資産に対応する債務 借用金 6,700,000千円
上記のほか、公金取扱い及び為替取引のためにその他の資産
2,000千円、預け金1,301,520千円を担保として提供しております。

（30）出資1口当たりの純資産額は2,885円10銭であります。



74,416,620
99,147

16,888,672
－

53,672,515
3,732,420
23,864

－
2,900,000

－
2,900,000
157,665
7,561
43,338
48,885
15,588

－
4,040
22,535

－
－

15,716
14,643
129,700
15,915
624

484,742
－
－

78,119,912
227,897
227,897
7,403,158
229,738
7,173,420
6,600,000

573,420
7,631,056
1,793,038
1,793,038
9,424,094
87,544,007

　　　建　物 10年　～　18年
　　　その他   3年　～　20年

（４）無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法により償却
しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、当組合内における利用
可能期間（5年）に基づいて償却しております。

（５）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び
「無形固定資産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用
年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、
リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額と
し、それ以外のものは零とすることとしております。

（６）外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を
付すこととしております。

（７）貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計
上しております。
日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金
融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査
に関する実務指針」（令和2年10月8日）に規定する正常先債権及び
要注意先債権に相当する債権については、主として今後１年間の予
想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予
想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率
の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに
将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先
債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込
額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要
と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権
に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、融資課が資産査
定を実施しております。

（８）賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対
する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上し
ております。

（ 9 ）退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、企業会計基準
適用指針第25号「退職給付に関する会計基準の適用指針」（平成
27年3月26日）に定める簡便法（退職給付に係る期末自己都合要
支給額を退職給付債務とする方法）により、当事業年度末における
必要額を計上しております。
当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制
度（総合設立型企業年金基金）に加入しており、当組合の拠出に対
応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、当
該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しており
ます。
なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の
拠出等に占める当組合の割合並びにこれらに関する補足説明は次
のとおりであります。
１．制度全体の積立状況に関する事項（令和2年3月31日現在）
年金資産の額 238,577,698千円
年金財政計算上の数理債務の額と
最低責任準備金の額との合計額 229,590,223千円
差引額 8,987,475千円

２．制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
〔（自）令和2年4月（至）令和3年3月〕 0.185%
３．補足説明
上記１．の差引額の要因は、年金財政計算上の未償却過去勤務債
務残高15,766,022千円及び別途積立金24,753,497千円であ
ります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間11年1ヶ
月の元利均等償却であり、当組合は当期の計算書類上、当該償却
に充てられる特別掛金3,473千円を費用処理しております。
なお、特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時
の標準給与の額に乗じることで算定されるため、上記２．の割合は
当組合の実際の負担割合とは一致いたしません。

（10）役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるた
め、役員に対する退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度末ま
で発生していると認められる額を計上しております。

（11）睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預
金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生
する損失を見積もり必要と認める額を計上しております。

（１）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
なお、以下の注記については、表示単位未満を切り捨てて表
示しております。 　

（２）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均
法による償却原価法（定額法）、その他有価証券については時
価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし、市
場価格のない株式等については移動平均法による原価法によ

り行っております。なお、その他有価証券の評価差額について
は、全部純資産直入法により処理しております。

（３）有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただ
し、平成10年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに平成28年4月1日以後に取得した建物附属設備及び
構築物については定額法）を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。

（12）収益の計上方法について、役務取引等収益は役務提供の対価とし
て収受する収益であり、内訳として「受入為替手数料」「その他の受
入手数料」「その他の役務取引等収益」があります。このうち受入為
替手数料は、為替業務から収受する受入手数料であり、送金、代金
取立等の内国為替業務に基づくものがあります。
為替業務及びその他の役務取引等にかかる履行義務は、通常、対価
の受領と同時期に充足されるため、原則として、一時点で収益を認識
しております。

（13）重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上
した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及
ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
貸倒引当金 31,855千円
貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として（7）に記載してお
ります。
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績
見通し」であります。「債務者区分の判定における貸出先の将来の
業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定し
ております。
なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定
が変化した場合は、翌事業年度に係る計算書類における貸倒引当
金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（14）会計方針の変更
企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」（令和2年3月
31日）（以下、「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首
から適用し、消費税等の会計処理を税込方式から税抜方式へ変更
しております。この変更による計算書類への影響は、損益計算書の
税金の金額が13,885千円増加し、関連する損益科目が合計して同
額減少しております。なお、収益認識会計基準第89項に定める経
過的な取扱いに従い、当事業年度の期首より前までに税込方式に
従って消費税等が算入された固定資産等の取得原価から消費税等
相当額を控除しておりません。

（15）表示方法の変更
協同組合による金融事業に関する法律施行規則の一部改正（令和
2年1月24日内閣府令第３号）が令和4年3月31日から施行された
ことに伴い、協同組合による金融事業に関する法律の「リスク管理
債権」の区分等を、金融機能の再生のための緊急措置に関する法
律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。

（16）金融商品の状況に関する事項
１．金融商品に対する取組方針
当組合は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務
を行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び
負債の総合的管理をしております。

２．金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内の都・区職員等
のお客様に対する貸出金です。
また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、純投資目的
及び事業推進目的で保有しております。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市
場価格の変動リスクに晒されております。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスク
に晒されております。

３．金融商品に係るリスク管理態勢
①信用リスクの管理
当組合は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金につい
て、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や
担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備
し運営しております。
これらの与信管理は、融資課により行われ、また、必要に応じ経営陣
による融資審査会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。
さらに、与信管理の状況については、監査室がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総務企画課において、
信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
②市場リスクの管理
（ｉ）金利リスクの管理

当組合は、市場関連リスクに関する管理諸規程に従い、金利の
変動リスクを管理しております。

当該諸規程において、リスク管理の基本方針、管理対象や管理
態勢等の詳細を明記しており、リスク管理委員会において決定
された基本方針に基づき、理事会において実施状況の把握・確
認、今後の対応等の協議を行っております。
日常的には、総務企画課において金融資産及び負債の金利や
期間を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によ
りモニタリングを行い、月次ベースもしくは四半期ベースで常
勤理事会に報告しております。

（ⅱ）為替リスクの管理
当組合は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理
を行うこととしております。

（ⅲ）価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、リスク管理
委員会の方針に基づき、理事会の監督の下、余資運用規程に
従い行われております。
総務企画課において、市場運用商品の購入を行っており、事前
審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じ
て、価格変動リスクの軽減を図っております。
当組合で保有している株式の一部は、事業推進目的で保有し
ているものであり、取引先の市場環境や財務状況などをモニ
タリングしています。
これらの情報は総務企画課を通じ、理事会及び常勤理事会に
おいて定期的に報告されております。

（ⅳ）市場リスクに係る定量的情報
当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を
受ける主たる金融商品は、「預け金」、「有価証券」のうち債券、
「貸出金」、「預金積金」及び「借用金」であります。
当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、『協同
組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第1項第5
号ニ等の規定に基づき、自己資本の充実の状況等について金
融庁長官が別に定める事項（平成19年金融庁告示第17号）』
において通貨ごとに規定された金利ショックを用いた経済価
値の変動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの管理にあ
たっての定量的分析に利用しております。
当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負
債を固定金利群と変動金利群に分けて、それぞれ金利期日に
応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を
用いております。
なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、
当事業年度末において、スティープ化（短期金利低下、長期金利
上昇をいい、日本円金利の場合、短期金利1.00％低下、長期金
利1.00％上昇等、通貨ごとに上昇幅が異なる）が生じた場合、経
済価値は、89,118千円減少するものと把握しております。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提とし
ており、金利とその他のリスク変数との相関を考慮しておりま
せん。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合
には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。
当組合では、「有価証券」の市場リスク量をVaRにより月次で計
測し、取得したリスク量がリスク限度額の範囲内となるよう管
理しております。
当組合のＶａＲは分散・共分散法（保有期間半年間、信頼区間
99％、観測期間1年）により算出しており、令和4年3月31日
（当事業年度の決算日）現在で当組合の市場リスク量（損失額
の推計値）は、全体で943,000千円です。
ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した
一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考
えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは
捕捉できない場合があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合は、総合的管理を通して、適時に資金管理を行うほか、資金
調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調
整などによって、流動性リスクを管理しております。

４．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな
い場合には合理的に算定された価額が含まれております。
当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、
異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価
に代わる金額を含めて開示しております。

（17）金融商品の時価等に関する事項
令和4年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差
額は、次のとおりであります（時価等の算定方法については（注1）
参照）。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません
（（注2）参照）。また、重要性の乏しい科目については記載を省略し
ております。

（単位：千円）
 貸借対照表計上額 時　価 差　額

(1）預け金（*1） 34,683,252 34,722,921 39,668
（2）有価証券
　　その他有価証券 13,342,998 13,342,998 －
（3）貸出金（*1） 41,032,464
　　貸倒引当金（*2） △ 31,855
 41,000,608 41,256,019 255,410
　　金融資産計 89,026,859 89,321,938 295,079
（1）預金積金（*1） 73,070,516 73,117,501 46,984
（2）借用金（*1） 6,700,000 6,700,000 －
　　金融負債計 79,770,516 79,817,501 46,984
（*1）預け金、貸出金、預金積金及び借用金の「時価」には、「簡便な計

算により算出した時価に代わる金額」が含まれております。
（*2）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控

除しております。
（注１）金融商品の時価等の算定方法

金融資産
（1）預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け
金については、市場金利で割り引くことで現在価値を算定し、当
該現在価値を時価とみなしております。なお、市場金利がマイ
ナス金利の場合は０％に置き換えて算定しております。

（2）有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関
から提示された価格によっております。投資信託は取引所の価
格又は公表されている基準価額によっております。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項について
は（18）から（22）に記載しております。

（3）貸出金
貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般
貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、
その算出結果を簡便な方法により算出した時価に代わる金額と
して記載しております。
①６カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難
な債権については、その貸借対照表の貸出金勘定に計上してい
る額（貸倒引当金控除前の額）。
②①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利
金の合計額を市場金利（日本円OISレート）で割り引いた価額を
時価とみなしております。なお、市場金利がマイナス金利の場
合は０％に置き換えて算定しております。

金融負債
（1）預金積金

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳
簿簿価）を時価とみなしております。定期性預金の時価は、一定
の金額帯及び期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、元
利金の合計額を一種類の市場金利（日本円OISレート）で割り引
いた価額を時価とみなしております。なお、市場金利がマイナス
金利の場合は０％に置き換えて算定しております。

（2）借用金
借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反
映し、また、当組合の信用状態は実行後大きく異なっていないこ
とから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該
帳簿価額を時価としております。

（注２）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次のとおりであり、
金融商品の時価情報には含まれておりません。

（単位：千円）

　　　 　区　　分 貸借対照表計上額　
非上場株式　　（*） 500
全信組連出資金（*） 642,000
　　  　  合　　計 642,500
（*）非上場株式及び全信組連出資金については、企業会計基準適
用指針第19号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」
（令和2年3月31日）第5項に基づき、時価開示の対象とはしてお
りません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

 1年以内 1年超 5年超 10年超
  5年以内 10年以内
預け金 34,683,252 - - -
有価証券 800,000 3,100,000 800,000 2,800,000

　その他有価証券のうち
　満期があるもの 

貸出金（*） 2,940,064 10,104,832 8,991,255 18,465,654
　   合　　計 38,423,316 13,204,832 9,791,255 21,265,654
（*）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債
権等、償還予定額が見込めないもの、期間の定めがないものは
含めておりません。

（注４）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額 
（単位：千円）

 1年以内 1年超 5年超 10年超
  5年以内 10年以内
預金積金（*） 62,215,221 10,855,295 - -
借用金 700,000 6,000,000 - -
職員預り金 21,786 - - -
　   合　　計 62,937,007 16,855,295 - -
（*）預金積金のうち、要求払預金は「1年以内」に含めております。

（18）有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」「その他の証券」が含ま
れております。以下（22）まで同様であります。
１．売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
２．満期保有目的の債券に区分した有価証券はありません。
３．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式はありません。
４．その他有価証券
【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】 （単位：千円）

 貸借対照表計上額 取得原価 差　額
株 　 式 262,896 98,276 164,619
債 　 券 6,066,270 5,995,650 70,619
　国 　 債 910,670 895,250 15,419
　地 方 債 1,424,210 1,399,718 24,491
　社 　 債 3,731,390 3,700,682 30,707
そ の 他 4,129,021 2,116,579 2,012,442
　投 資 信 託 4,006,071 2,051,579 1,954,492
　その他の証券 122,950 65,000 57,950
　  小　　計 10,458,188 8,210,507 2,247,681
【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】
 貸借対照表計上額 取得原価 差　額
株 　 式 500 500 -
債 　 券 2,884,810 2,901,201 △ 16,391
　国 　 債 100,880 101,201 △ 321
　地 方 債 99,760 100,000 △ 240
　社 　 債 2,684,170 2,700,000 △ 15,830
　  小　　計 2,885,310 2,901,701 △ 16,391

合　　　　　計 13,343,498 11,112,209 2,231,289

（19）当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。

（20）当事業年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。
（単位：千円）

 売却価額 売却益 売却損

そ の 他  45,308 7,599 -

　投 資 信 託  45,308 7,599 -

合 　 　 計  45,308 7,599 -

（21）その他有価証券のうち満期があるものの期間毎の償還予定額は
次のとおりであります。 （単位：千円）

 1年以内 1年超 5年超 10年超
  5年以内 10年以内

債 　 券 803,860 3,118,260 801,200 2,823,790

　国 　 債 200,820 202,120 395,800 212,810

　地 方 債 502,850 910,130 - 110,990

　社 　 債 100,190 2,006,010 405,400 2,499,990

合 　 計 803,860 3,118,260 801,200 2,823,790

（22）減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等を除
く）のうち当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落して
おり、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないも
のについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするととも
に、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」とい
う。）することとしております。
なお、当事業年度における減損処理はありません。
また、当事業年度末における時価が取得原価に比べ30％以上下落
した場合に「著しく下落した」と判断しております。

（23）協同組合による金融事業に関する法律及び金融機能の再生のため
の緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。な
お、債権は、貸出金及び「その他資産」中の未収利息の各勘定に計
上されるものであります。

　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 16,778千円
　危険債権額 36,073千円
　三月以上延滞債権額 14,715千円
　貸出条件緩和債権額 -千円
　合計額 67,567千円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手
続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥って
いる債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政
状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び
利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこ
れらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日
から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準
ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを
目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権
放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更
生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債
権に該当しないものであります。
なお、債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

（24）当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客
から融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件に
ついて違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを
約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
163,789千円であります。当該融資未実行残高は、全て原契約期
間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なもので
あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ
るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来の
キャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契
約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由が
あるときは、当組合が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約
極度額の減額をすることができる旨の条件が付けられております。

また、契約後も定期的に予め定めている当組合内手続きに基づき
顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の
措置等を講じております。

（25）有形固定資産の減価償却累計額 66,333千円
（26）理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権

総額 19,674千円
（27）理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務

総額 －千円
（28）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞ

れ以下のとおりであります。
繰延税金資産
　有価証券評価損 116,807 千円
　退職給付引当金 39,922
　役員退職慰労引当金 4,254
　賞与引当金 3,599
　未払事業税 2,414
　その他 1,156
繰延税金資産　小計 168,155
　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △ 117,441
評価性引当額　小計 △ 117,441
繰延税金資産　合計 50,714

繰延税金負債 
　その他有価証券評価差額 509,057
　その他 66
繰延税金負債　合計 509,124
繰延税金負債の純額 458,410 千円

（29）担保に提供している資産は、次のとおりであります。
担保提供している資産 預け金 8,400,000千円
 有価証券 414,930千円
担保資産に対応する債務 借用金 6,700,000千円
上記のほか、公金取扱い及び為替取引のためにその他の資産
2,000千円、預け金1,301,520千円を担保として提供しております。

（30）出資1口当たりの純資産額は2,885円10銭であります。
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74,416,620
99,147

16,888,672
－

53,672,515
3,732,420
23,864

－
2,900,000

－
2,900,000
157,665
7,561
43,338
48,885
15,588

－
4,040
22,535

－
－

15,716
14,643
129,700
15,915
624

484,742
－
－

78,119,912
227,897
227,897
7,403,158
229,738
7,173,420
6,600,000

573,420
7,631,056
1,793,038
1,793,038
9,424,094
87,544,007

　　　建　物 10年　～　18年
　　　その他   3年　～　20年

（４）無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法により償却
しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、当組合内における利用
可能期間（5年）に基づいて償却しております。

（５）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び
「無形固定資産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用
年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、
リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額と
し、それ以外のものは零とすることとしております。

（６）外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を
付すこととしております。

（７）貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計
上しております。
日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金
融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査
に関する実務指針」（令和2年10月8日）に規定する正常先債権及び
要注意先債権に相当する債権については、主として今後１年間の予
想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予
想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率
の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに
将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先
債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込
額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要
と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権
に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、融資課が資産査
定を実施しております。

（８）賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対
する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上し
ております。

（ 9 ）退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、企業会計基準
適用指針第25号「退職給付に関する会計基準の適用指針」（平成
27年3月26日）に定める簡便法（退職給付に係る期末自己都合要
支給額を退職給付債務とする方法）により、当事業年度末における
必要額を計上しております。
当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制
度（総合設立型企業年金基金）に加入しており、当組合の拠出に対
応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、当
該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しており
ます。
なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の
拠出等に占める当組合の割合並びにこれらに関する補足説明は次
のとおりであります。
１．制度全体の積立状況に関する事項（令和2年3月31日現在）
年金資産の額 238,577,698千円
年金財政計算上の数理債務の額と
最低責任準備金の額との合計額 229,590,223千円
差引額 8,987,475千円

２．制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
〔（自）令和2年4月（至）令和3年3月〕 0.185%
３．補足説明
上記１．の差引額の要因は、年金財政計算上の未償却過去勤務債
務残高15,766,022千円及び別途積立金24,753,497千円であ
ります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間11年1ヶ
月の元利均等償却であり、当組合は当期の計算書類上、当該償却
に充てられる特別掛金3,473千円を費用処理しております。
なお、特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時
の標準給与の額に乗じることで算定されるため、上記２．の割合は
当組合の実際の負担割合とは一致いたしません。

（10）役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるた
め、役員に対する退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度末ま
で発生していると認められる額を計上しております。

（11）睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預
金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生
する損失を見積もり必要と認める額を計上しております。

（１）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
なお、以下の注記については、表示単位未満を切り捨てて表
示しております。 　

（２）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均
法による償却原価法（定額法）、その他有価証券については時
価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし、市
場価格のない株式等については移動平均法による原価法によ

り行っております。なお、その他有価証券の評価差額について
は、全部純資産直入法により処理しております。

（３）有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただ
し、平成10年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに平成28年4月1日以後に取得した建物附属設備及び
構築物については定額法）を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。

（12）収益の計上方法について、役務取引等収益は役務提供の対価とし
て収受する収益であり、内訳として「受入為替手数料」「その他の受
入手数料」「その他の役務取引等収益」があります。このうち受入為
替手数料は、為替業務から収受する受入手数料であり、送金、代金
取立等の内国為替業務に基づくものがあります。
為替業務及びその他の役務取引等にかかる履行義務は、通常、対価
の受領と同時期に充足されるため、原則として、一時点で収益を認識
しております。

（13）重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上
した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及
ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
貸倒引当金 31,855千円
貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として（7）に記載してお
ります。
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績
見通し」であります。「債務者区分の判定における貸出先の将来の
業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定し
ております。
なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定
が変化した場合は、翌事業年度に係る計算書類における貸倒引当
金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（14）会計方針の変更
企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」（令和2年3月
31日）（以下、「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首
から適用し、消費税等の会計処理を税込方式から税抜方式へ変更
しております。この変更による計算書類への影響は、損益計算書の
税金の金額が13,885千円増加し、関連する損益科目が合計して同
額減少しております。なお、収益認識会計基準第89項に定める経
過的な取扱いに従い、当事業年度の期首より前までに税込方式に
従って消費税等が算入された固定資産等の取得原価から消費税等
相当額を控除しておりません。

（15）表示方法の変更
協同組合による金融事業に関する法律施行規則の一部改正（令和
2年1月24日内閣府令第３号）が令和4年3月31日から施行された
ことに伴い、協同組合による金融事業に関する法律の「リスク管理
債権」の区分等を、金融機能の再生のための緊急措置に関する法
律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。

（16）金融商品の状況に関する事項
１．金融商品に対する取組方針
当組合は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務
を行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び
負債の総合的管理をしております。

２．金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内の都・区職員等
のお客様に対する貸出金です。
また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、純投資目的
及び事業推進目的で保有しております。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市
場価格の変動リスクに晒されております。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスク
に晒されております。

３．金融商品に係るリスク管理態勢
①信用リスクの管理
当組合は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金につい
て、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や
担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備
し運営しております。
これらの与信管理は、融資課により行われ、また、必要に応じ経営陣
による融資審査会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。
さらに、与信管理の状況については、監査室がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総務企画課において、
信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
②市場リスクの管理
（ｉ）金利リスクの管理

当組合は、市場関連リスクに関する管理諸規程に従い、金利の
変動リスクを管理しております。

当該諸規程において、リスク管理の基本方針、管理対象や管理
態勢等の詳細を明記しており、リスク管理委員会において決定
された基本方針に基づき、理事会において実施状況の把握・確
認、今後の対応等の協議を行っております。
日常的には、総務企画課において金融資産及び負債の金利や
期間を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によ
りモニタリングを行い、月次ベースもしくは四半期ベースで常
勤理事会に報告しております。

（ⅱ）為替リスクの管理
当組合は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理
を行うこととしております。

（ⅲ）価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、リスク管理
委員会の方針に基づき、理事会の監督の下、余資運用規程に
従い行われております。
総務企画課において、市場運用商品の購入を行っており、事前
審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じ
て、価格変動リスクの軽減を図っております。
当組合で保有している株式の一部は、事業推進目的で保有し
ているものであり、取引先の市場環境や財務状況などをモニ
タリングしています。
これらの情報は総務企画課を通じ、理事会及び常勤理事会に
おいて定期的に報告されております。

（ⅳ）市場リスクに係る定量的情報
当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を
受ける主たる金融商品は、「預け金」、「有価証券」のうち債券、
「貸出金」、「預金積金」及び「借用金」であります。
当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、『協同
組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第1項第5
号ニ等の規定に基づき、自己資本の充実の状況等について金
融庁長官が別に定める事項（平成19年金融庁告示第17号）』
において通貨ごとに規定された金利ショックを用いた経済価
値の変動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの管理にあ
たっての定量的分析に利用しております。
当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負
債を固定金利群と変動金利群に分けて、それぞれ金利期日に
応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を
用いております。
なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、
当事業年度末において、スティープ化（短期金利低下、長期金利
上昇をいい、日本円金利の場合、短期金利1.00％低下、長期金
利1.00％上昇等、通貨ごとに上昇幅が異なる）が生じた場合、経
済価値は、89,118千円減少するものと把握しております。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提とし
ており、金利とその他のリスク変数との相関を考慮しておりま
せん。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合
には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。
当組合では、「有価証券」の市場リスク量をVaRにより月次で計
測し、取得したリスク量がリスク限度額の範囲内となるよう管
理しております。
当組合のＶａＲは分散・共分散法（保有期間半年間、信頼区間
99％、観測期間1年）により算出しており、令和4年3月31日
（当事業年度の決算日）現在で当組合の市場リスク量（損失額
の推計値）は、全体で943,000千円です。
ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した
一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考
えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは
捕捉できない場合があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合は、総合的管理を通して、適時に資金管理を行うほか、資金
調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調
整などによって、流動性リスクを管理しております。

４．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな
い場合には合理的に算定された価額が含まれております。
当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、
異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価
に代わる金額を含めて開示しております。

（17）金融商品の時価等に関する事項
令和4年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差
額は、次のとおりであります（時価等の算定方法については（注1）
参照）。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません
（（注2）参照）。また、重要性の乏しい科目については記載を省略し
ております。

（単位：千円）
 貸借対照表計上額 時　価 差　額

(1）預け金（*1） 34,683,252 34,722,921 39,668
（2）有価証券
　　その他有価証券 13,342,998 13,342,998 －
（3）貸出金（*1） 41,032,464
　　貸倒引当金（*2） △ 31,855
 41,000,608 41,256,019 255,410
　　金融資産計 89,026,859 89,321,938 295,079
（1）預金積金（*1） 73,070,516 73,117,501 46,984
（2）借用金（*1） 6,700,000 6,700,000 －
　　金融負債計 79,770,516 79,817,501 46,984
（*1）預け金、貸出金、預金積金及び借用金の「時価」には、「簡便な計

算により算出した時価に代わる金額」が含まれております。
（*2）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控

除しております。
（注１）金融商品の時価等の算定方法

金融資産
（1）預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け
金については、市場金利で割り引くことで現在価値を算定し、当
該現在価値を時価とみなしております。なお、市場金利がマイ
ナス金利の場合は０％に置き換えて算定しております。

（2）有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関
から提示された価格によっております。投資信託は取引所の価
格又は公表されている基準価額によっております。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項について
は（18）から（22）に記載しております。

（3）貸出金
貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般
貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、
その算出結果を簡便な方法により算出した時価に代わる金額と
して記載しております。
①６カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難
な債権については、その貸借対照表の貸出金勘定に計上してい
る額（貸倒引当金控除前の額）。
②①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利
金の合計額を市場金利（日本円OISレート）で割り引いた価額を
時価とみなしております。なお、市場金利がマイナス金利の場
合は０％に置き換えて算定しております。

金融負債
（1）預金積金

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳
簿簿価）を時価とみなしております。定期性預金の時価は、一定
の金額帯及び期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、元
利金の合計額を一種類の市場金利（日本円OISレート）で割り引
いた価額を時価とみなしております。なお、市場金利がマイナス
金利の場合は０％に置き換えて算定しております。

（2）借用金
借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反
映し、また、当組合の信用状態は実行後大きく異なっていないこ
とから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該
帳簿価額を時価としております。

（注２）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次のとおりであり、
金融商品の時価情報には含まれておりません。

（単位：千円）

　　　 　区　　分 貸借対照表計上額　
非上場株式　　（*） 500
全信組連出資金（*） 642,000
　　  　  合　　計 642,500
（*）非上場株式及び全信組連出資金については、企業会計基準適
用指針第19号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」
（令和2年3月31日）第5項に基づき、時価開示の対象とはしてお
りません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

 1年以内 1年超 5年超 10年超
  5年以内 10年以内
預け金 34,683,252 - - -
有価証券 800,000 3,100,000 800,000 2,800,000

　その他有価証券のうち
　満期があるもの 

貸出金（*） 2,940,064 10,104,832 8,991,255 18,465,654
　   合　　計 38,423,316 13,204,832 9,791,255 21,265,654
（*）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債
権等、償還予定額が見込めないもの、期間の定めがないものは
含めておりません。

（注４）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額 
（単位：千円）

 1年以内 1年超 5年超 10年超
  5年以内 10年以内
預金積金（*） 62,215,221 10,855,295 - -
借用金 700,000 6,000,000 - -
職員預り金 21,786 - - -
　   合　　計 62,937,007 16,855,295 - -
（*）預金積金のうち、要求払預金は「1年以内」に含めております。

（18）有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」「その他の証券」が含ま
れております。以下（22）まで同様であります。
１．売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
２．満期保有目的の債券に区分した有価証券はありません。
３．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式はありません。
４．その他有価証券
【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】 （単位：千円）

 貸借対照表計上額 取得原価 差　額
株 　 式 262,896 98,276 164,619
債 　 券 6,066,270 5,995,650 70,619
　国 　 債 910,670 895,250 15,419
　地 方 債 1,424,210 1,399,718 24,491
　社 　 債 3,731,390 3,700,682 30,707
そ の 他 4,129,021 2,116,579 2,012,442
　投 資 信 託 4,006,071 2,051,579 1,954,492
　その他の証券 122,950 65,000 57,950
　  小　　計 10,458,188 8,210,507 2,247,681
【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】
 貸借対照表計上額 取得原価 差　額
株 　 式 500 500 -
債 　 券 2,884,810 2,901,201 △ 16,391
　国 　 債 100,880 101,201 △ 321
　地 方 債 99,760 100,000 △ 240
　社 　 債 2,684,170 2,700,000 △ 15,830
　  小　　計 2,885,310 2,901,701 △ 16,391

合　　　　　計 13,343,498 11,112,209 2,231,289

（19）当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。

（20）当事業年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。
（単位：千円）

 売却価額 売却益 売却損

そ の 他  45,308 7,599 -

　投 資 信 託  45,308 7,599 -

合 　 　 計  45,308 7,599 -

（21）その他有価証券のうち満期があるものの期間毎の償還予定額は
次のとおりであります。 （単位：千円）

 1年以内 1年超 5年超 10年超
  5年以内 10年以内

債 　 券 803,860 3,118,260 801,200 2,823,790

　国 　 債 200,820 202,120 395,800 212,810

　地 方 債 502,850 910,130 - 110,990

　社 　 債 100,190 2,006,010 405,400 2,499,990

合 　 計 803,860 3,118,260 801,200 2,823,790

（22）減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等を除
く）のうち当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落して
おり、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないも
のについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするととも
に、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」とい
う。）することとしております。
なお、当事業年度における減損処理はありません。
また、当事業年度末における時価が取得原価に比べ30％以上下落
した場合に「著しく下落した」と判断しております。

（23）協同組合による金融事業に関する法律及び金融機能の再生のため
の緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。な
お、債権は、貸出金及び「その他資産」中の未収利息の各勘定に計
上されるものであります。

　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 16,778千円
　危険債権額 36,073千円
　三月以上延滞債権額 14,715千円
　貸出条件緩和債権額 -千円
　合計額 67,567千円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手
続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥って
いる債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政
状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び
利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこ
れらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日
から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準
ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを
目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権
放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更
生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債
権に該当しないものであります。
なお、債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

（24）当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客
から融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件に
ついて違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを
約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
163,789千円であります。当該融資未実行残高は、全て原契約期
間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なもので
あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ
るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来の
キャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契
約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由が
あるときは、当組合が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約
極度額の減額をすることができる旨の条件が付けられております。

また、契約後も定期的に予め定めている当組合内手続きに基づき
顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の
措置等を講じております。

（25）有形固定資産の減価償却累計額 66,333千円
（26）理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権

総額 19,674千円
（27）理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務

総額 －千円
（28）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞ

れ以下のとおりであります。
繰延税金資産
　有価証券評価損 116,807 千円
　退職給付引当金 39,922
　役員退職慰労引当金 4,254
　賞与引当金 3,599
　未払事業税 2,414
　その他 1,156
繰延税金資産　小計 168,155
　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △ 117,441
評価性引当額　小計 △ 117,441
繰延税金資産　合計 50,714

繰延税金負債 
　その他有価証券評価差額 509,057
　その他 66
繰延税金負債　合計 509,124
繰延税金負債の純額 458,410 千円

（29）担保に提供している資産は、次のとおりであります。
担保提供している資産 預け金 8,400,000千円
 有価証券 414,930千円
担保資産に対応する債務 借用金 6,700,000千円
上記のほか、公金取扱い及び為替取引のためにその他の資産
2,000千円、預け金1,301,520千円を担保として提供しております。

（30）出資1口当たりの純資産額は2,885円10銭であります。
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あなたの預金を通して社会貢献活動をしてみませんか？

子どもボランティア積金子どもボランティア積金子どもボランティア積金

「みらい」「みらい」

当組合では、寄付を通じて幅広い分野への社会貢献活動を行っております。
令和3年度は、恵まれない子供たちに対する進学等を支援するための定期積金「子供ボランティア積金～みらい～」のお客様

からご負担いただきました利子の一部を東京善意銀行に寄付させていただきました。昨年に引き続き、令和4年3月には、東京
都福祉保健局の新型コロナウイルス感染拡大防止に向け、都内の医療現場のための物資の購入等に活用される「守ろう東京・
新型コロナ対策医療支援寄附金」に寄付させていただきました。
その他、東京都交響楽団、東京都緑の募金、

東京都共同募金会、日本赤十字社東京都支部
に寄付いたしました。
また、東京都が教育や雇用維持・創出に関連

する事業に充当することを目的として発行した
社会貢献債「第１回東京ソーシャルボンド（５
年）」への投資をいたしました。
今後も都区職員及び教職員の皆様と共に積

極的な社会貢献活動に取り組んでまいります
のでご支援のほどよろしくお願いいたします。

　　　建　物 10年　～　18年
　　　その他   3年　～　20年

（４）無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法により償却
しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、当組合内における利用
可能期間（5年）に基づいて償却しております。

（５）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び
「無形固定資産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用
年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、
リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額と
し、それ以外のものは零とすることとしております。

（６）外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を
付すこととしております。

（７）貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計
上しております。
日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金
融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査
に関する実務指針」（令和2年10月8日）に規定する正常先債権及び
要注意先債権に相当する債権については、主として今後１年間の予
想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予
想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率
の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに
将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先
債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込
額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要
と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権
に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、融資課が資産査
定を実施しております。

（８）賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対
する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上し
ております。

（ 9 ）退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、企業会計基準
適用指針第25号「退職給付に関する会計基準の適用指針」（平成
27年3月26日）に定める簡便法（退職給付に係る期末自己都合要
支給額を退職給付債務とする方法）により、当事業年度末における
必要額を計上しております。
当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制
度（総合設立型企業年金基金）に加入しており、当組合の拠出に対
応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、当
該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しており
ます。
なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の
拠出等に占める当組合の割合並びにこれらに関する補足説明は次
のとおりであります。
１．制度全体の積立状況に関する事項（令和2年3月31日現在）
年金資産の額 238,577,698千円
年金財政計算上の数理債務の額と
最低責任準備金の額との合計額 229,590,223千円
差引額 8,987,475千円

２．制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
〔（自）令和2年4月（至）令和3年3月〕 0.185%
３．補足説明
上記１．の差引額の要因は、年金財政計算上の未償却過去勤務債
務残高15,766,022千円及び別途積立金24,753,497千円であ
ります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間11年1ヶ
月の元利均等償却であり、当組合は当期の計算書類上、当該償却
に充てられる特別掛金3,473千円を費用処理しております。
なお、特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時
の標準給与の額に乗じることで算定されるため、上記２．の割合は
当組合の実際の負担割合とは一致いたしません。

（10）役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるた
め、役員に対する退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度末ま
で発生していると認められる額を計上しております。

（11）睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預
金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生
する損失を見積もり必要と認める額を計上しております。

（１）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
なお、以下の注記については、表示単位未満を切り捨てて表
示しております。 　

（２）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均
法による償却原価法（定額法）、その他有価証券については時
価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし、市
場価格のない株式等については移動平均法による原価法によ

り行っております。なお、その他有価証券の評価差額について
は、全部純資産直入法により処理しております。

（３）有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただ
し、平成10年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに平成28年4月1日以後に取得した建物附属設備及び
構築物については定額法）を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。

（12）収益の計上方法について、役務取引等収益は役務提供の対価とし
て収受する収益であり、内訳として「受入為替手数料」「その他の受
入手数料」「その他の役務取引等収益」があります。このうち受入為
替手数料は、為替業務から収受する受入手数料であり、送金、代金
取立等の内国為替業務に基づくものがあります。
為替業務及びその他の役務取引等にかかる履行義務は、通常、対価
の受領と同時期に充足されるため、原則として、一時点で収益を認識
しております。

（13）重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上
した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及
ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
貸倒引当金 31,855千円
貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として（7）に記載してお
ります。
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績
見通し」であります。「債務者区分の判定における貸出先の将来の
業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定し
ております。
なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定
が変化した場合は、翌事業年度に係る計算書類における貸倒引当
金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（14）会計方針の変更
企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」（令和2年3月
31日）（以下、「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首
から適用し、消費税等の会計処理を税込方式から税抜方式へ変更
しております。この変更による計算書類への影響は、損益計算書の
税金の金額が13,885千円増加し、関連する損益科目が合計して同
額減少しております。なお、収益認識会計基準第89項に定める経
過的な取扱いに従い、当事業年度の期首より前までに税込方式に
従って消費税等が算入された固定資産等の取得原価から消費税等
相当額を控除しておりません。

（15）表示方法の変更
協同組合による金融事業に関する法律施行規則の一部改正（令和
2年1月24日内閣府令第３号）が令和4年3月31日から施行された
ことに伴い、協同組合による金融事業に関する法律の「リスク管理
債権」の区分等を、金融機能の再生のための緊急措置に関する法
律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。

（16）金融商品の状況に関する事項
１．金融商品に対する取組方針
当組合は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務
を行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び
負債の総合的管理をしております。

２．金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内の都・区職員等
のお客様に対する貸出金です。
また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、純投資目的
及び事業推進目的で保有しております。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市
場価格の変動リスクに晒されております。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスク
に晒されております。

３．金融商品に係るリスク管理態勢
①信用リスクの管理
当組合は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金につい
て、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や
担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備
し運営しております。
これらの与信管理は、融資課により行われ、また、必要に応じ経営陣
による融資審査会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。
さらに、与信管理の状況については、監査室がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総務企画課において、
信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
②市場リスクの管理
（ｉ）金利リスクの管理

当組合は、市場関連リスクに関する管理諸規程に従い、金利の
変動リスクを管理しております。

当該諸規程において、リスク管理の基本方針、管理対象や管理
態勢等の詳細を明記しており、リスク管理委員会において決定
された基本方針に基づき、理事会において実施状況の把握・確
認、今後の対応等の協議を行っております。
日常的には、総務企画課において金融資産及び負債の金利や
期間を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によ
りモニタリングを行い、月次ベースもしくは四半期ベースで常
勤理事会に報告しております。

（ⅱ）為替リスクの管理
当組合は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理
を行うこととしております。

（ⅲ）価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、リスク管理
委員会の方針に基づき、理事会の監督の下、余資運用規程に
従い行われております。
総務企画課において、市場運用商品の購入を行っており、事前
審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じ
て、価格変動リスクの軽減を図っております。
当組合で保有している株式の一部は、事業推進目的で保有し
ているものであり、取引先の市場環境や財務状況などをモニ
タリングしています。
これらの情報は総務企画課を通じ、理事会及び常勤理事会に
おいて定期的に報告されております。

（ⅳ）市場リスクに係る定量的情報
当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を
受ける主たる金融商品は、「預け金」、「有価証券」のうち債券、
「貸出金」、「預金積金」及び「借用金」であります。
当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、『協同
組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第1項第5
号ニ等の規定に基づき、自己資本の充実の状況等について金
融庁長官が別に定める事項（平成19年金融庁告示第17号）』
において通貨ごとに規定された金利ショックを用いた経済価
値の変動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの管理にあ
たっての定量的分析に利用しております。
当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負
債を固定金利群と変動金利群に分けて、それぞれ金利期日に
応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を
用いております。
なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、
当事業年度末において、スティープ化（短期金利低下、長期金利
上昇をいい、日本円金利の場合、短期金利1.00％低下、長期金
利1.00％上昇等、通貨ごとに上昇幅が異なる）が生じた場合、経
済価値は、89,118千円減少するものと把握しております。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提とし
ており、金利とその他のリスク変数との相関を考慮しておりま
せん。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合
には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。
当組合では、「有価証券」の市場リスク量をVaRにより月次で計
測し、取得したリスク量がリスク限度額の範囲内となるよう管
理しております。
当組合のＶａＲは分散・共分散法（保有期間半年間、信頼区間
99％、観測期間1年）により算出しており、令和4年3月31日
（当事業年度の決算日）現在で当組合の市場リスク量（損失額
の推計値）は、全体で943,000千円です。
ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した
一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考
えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは
捕捉できない場合があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合は、総合的管理を通して、適時に資金管理を行うほか、資金
調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調
整などによって、流動性リスクを管理しております。

４．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな
い場合には合理的に算定された価額が含まれております。
当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、
異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価
に代わる金額を含めて開示しております。

（17）金融商品の時価等に関する事項
令和4年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差
額は、次のとおりであります（時価等の算定方法については（注1）
参照）。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません
（（注2）参照）。また、重要性の乏しい科目については記載を省略し
ております。

（単位：千円）
 貸借対照表計上額 時　価 差　額

(1）預け金（*1） 34,683,252 34,722,921 39,668
（2）有価証券
　　その他有価証券 13,342,998 13,342,998 －
（3）貸出金（*1） 41,032,464
　　貸倒引当金（*2） △ 31,855
 41,000,608 41,256,019 255,410
　　金融資産計 89,026,859 89,321,938 295,079
（1）預金積金（*1） 73,070,516 73,117,501 46,984
（2）借用金（*1） 6,700,000 6,700,000 －
　　金融負債計 79,770,516 79,817,501 46,984
（*1）預け金、貸出金、預金積金及び借用金の「時価」には、「簡便な計

算により算出した時価に代わる金額」が含まれております。
（*2）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控

除しております。
（注１）金融商品の時価等の算定方法

金融資産
（1）預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け
金については、市場金利で割り引くことで現在価値を算定し、当
該現在価値を時価とみなしております。なお、市場金利がマイ
ナス金利の場合は０％に置き換えて算定しております。

（2）有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関
から提示された価格によっております。投資信託は取引所の価
格又は公表されている基準価額によっております。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項について
は（18）から（22）に記載しております。

（3）貸出金
貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般
貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、
その算出結果を簡便な方法により算出した時価に代わる金額と
して記載しております。
①６カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難
な債権については、その貸借対照表の貸出金勘定に計上してい
る額（貸倒引当金控除前の額）。
②①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利
金の合計額を市場金利（日本円OISレート）で割り引いた価額を
時価とみなしております。なお、市場金利がマイナス金利の場
合は０％に置き換えて算定しております。

金融負債
（1）預金積金

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳
簿簿価）を時価とみなしております。定期性預金の時価は、一定
の金額帯及び期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、元
利金の合計額を一種類の市場金利（日本円OISレート）で割り引
いた価額を時価とみなしております。なお、市場金利がマイナス
金利の場合は０％に置き換えて算定しております。

（2）借用金
借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反
映し、また、当組合の信用状態は実行後大きく異なっていないこ
とから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該
帳簿価額を時価としております。

（注２）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次のとおりであり、
金融商品の時価情報には含まれておりません。

（単位：千円）

　　　 　区　　分 貸借対照表計上額　
非上場株式　　（*） 500
全信組連出資金（*） 642,000
　　  　  合　　計 642,500
（*）非上場株式及び全信組連出資金については、企業会計基準適
用指針第19号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」
（令和2年3月31日）第5項に基づき、時価開示の対象とはしてお
りません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

 1年以内 1年超 5年超 10年超
  5年以内 10年以内
預け金 34,683,252 - - -
有価証券 800,000 3,100,000 800,000 2,800,000

　その他有価証券のうち
　満期があるもの 

貸出金（*） 2,940,064 10,104,832 8,991,255 18,465,654
　   合　　計 38,423,316 13,204,832 9,791,255 21,265,654
（*）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債
権等、償還予定額が見込めないもの、期間の定めがないものは
含めておりません。

（注４）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額 
（単位：千円）

 1年以内 1年超 5年超 10年超
  5年以内 10年以内
預金積金（*） 62,215,221 10,855,295 - -
借用金 700,000 6,000,000 - -
職員預り金 21,786 - - -
　   合　　計 62,937,007 16,855,295 - -
（*）預金積金のうち、要求払預金は「1年以内」に含めております。

（18）有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」「その他の証券」が含ま
れております。以下（22）まで同様であります。
１．売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
２．満期保有目的の債券に区分した有価証券はありません。
３．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式はありません。
４．その他有価証券
【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】 （単位：千円）

 貸借対照表計上額 取得原価 差　額
株 　 式 262,896 98,276 164,619
債 　 券 6,066,270 5,995,650 70,619
　国 　 債 910,670 895,250 15,419
　地 方 債 1,424,210 1,399,718 24,491
　社 　 債 3,731,390 3,700,682 30,707
そ の 他 4,129,021 2,116,579 2,012,442
　投 資 信 託 4,006,071 2,051,579 1,954,492
　その他の証券 122,950 65,000 57,950
　  小　　計 10,458,188 8,210,507 2,247,681
【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】
 貸借対照表計上額 取得原価 差　額
株 　 式 500 500 -
債 　 券 2,884,810 2,901,201 △ 16,391
　国 　 債 100,880 101,201 △ 321
　地 方 債 99,760 100,000 △ 240
　社 　 債 2,684,170 2,700,000 △ 15,830
　  小　　計 2,885,310 2,901,701 △ 16,391

合　　　　　計 13,343,498 11,112,209 2,231,289

（19）当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。

（20）当事業年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。
（単位：千円）

 売却価額 売却益 売却損

そ の 他  45,308 7,599 -

　投 資 信 託  45,308 7,599 -

合 　 　 計  45,308 7,599 -

（21）その他有価証券のうち満期があるものの期間毎の償還予定額は
次のとおりであります。 （単位：千円）

 1年以内 1年超 5年超 10年超
  5年以内 10年以内

債 　 券 803,860 3,118,260 801,200 2,823,790

　国 　 債 200,820 202,120 395,800 212,810

　地 方 債 502,850 910,130 - 110,990

　社 　 債 100,190 2,006,010 405,400 2,499,990

合 　 計 803,860 3,118,260 801,200 2,823,790

（22）減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等を除
く）のうち当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落して
おり、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないも
のについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするととも
に、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」とい
う。）することとしております。
なお、当事業年度における減損処理はありません。
また、当事業年度末における時価が取得原価に比べ30％以上下落
した場合に「著しく下落した」と判断しております。

（23）協同組合による金融事業に関する法律及び金融機能の再生のため
の緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。な
お、債権は、貸出金及び「その他資産」中の未収利息の各勘定に計
上されるものであります。

　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 16,778千円
　危険債権額 36,073千円
　三月以上延滞債権額 14,715千円
　貸出条件緩和債権額 -千円
　合計額 67,567千円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手
続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥って
いる債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政
状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び
利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこ
れらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日
から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準
ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを
目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権
放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更
生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債
権に該当しないものであります。
なお、債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

（24）当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客
から融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件に
ついて違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを
約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
163,789千円であります。当該融資未実行残高は、全て原契約期
間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なもので
あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ
るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来の
キャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契
約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由が
あるときは、当組合が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約
極度額の減額をすることができる旨の条件が付けられております。

また、契約後も定期的に予め定めている当組合内手続きに基づき
顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の
措置等を講じております。

（25）有形固定資産の減価償却累計額 66,333 千円
（26）理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権

総額 19,674 千円
（27）理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務

総額 － 千円
（28）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞ

れ以下のとおりであります。
繰延税金資産
　有価証券評価損 116,807 千円
　退職給付引当金 39,922
　賞与引当金 4,254
　役員退職慰労引当金 3,599
　未払事業税 2,414
　その他 1,156
繰延税金資産　小計 168,155
　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △ 117,441
評価性引当額　小計 △ 117,441
繰延税金資産　合計 50,714

繰延税金負債 
　その他有価証券評価差額 509,057
　その他 66
繰延税金負債　合計 509,124
繰延税金負債の純額 458,410 千円

（29）担保に提供している資産は、次のとおりであります。
担保提供している資産 預け金 8,400,000千円
 有価証券 414,930千円
担保資産に対応する債務 借用金 6,700,000千円
上記のほか、公金取扱い及び為替取引のためにその他の資産
2,000千円、預け金1,301,520千円を担保として提供しております。

（30）出資1口当たりの純資産額は2,885円10銭であります。
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社会貢献社会貢献



あなたの預金を通して社会貢献活動をしてみませんか？

子どもボランティア積金子どもボランティア積金子どもボランティア積金

「みらい」「みらい」

当組合では、寄付を通じて幅広い分野への社会貢献活動を行っております。
令和3年度は、恵まれない子供たちに対する進学等を支援するための定期積金「子供ボランティア積金～みらい～」のお客様

からご負担いただきました利子の一部を東京善意銀行に寄付させていただきました。昨年に引き続き、令和4年3月には、東京
都福祉保健局の新型コロナウイルス感染拡大防止に向け、都内の医療現場のための物資の購入等に活用される「守ろう東京・
新型コロナ対策医療支援寄附金」に寄付させていただきました。
その他、東京都交響楽団、東京都緑の募金、

東京都共同募金会、日本赤十字社東京都支部
に寄付いたしました。
また、東京都が教育や雇用維持・創出に関連

する事業に充当することを目的として発行した
社会貢献債「第１回東京ソーシャルボンド（５
年）」への投資をいたしました。
今後も都区職員及び教職員の皆様と共に積

極的な社会貢献活動に取り組んでまいります
のでご支援のほどよろしくお願いいたします。

　　　建　物 10年　～　18年
　　　その他   3年　～　20年

（４）無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法により償却
しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、当組合内における利用
可能期間（5年）に基づいて償却しております。

（５）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び
「無形固定資産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用
年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、
リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額と
し、それ以外のものは零とすることとしております。

（６）外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を
付すこととしております。

（７）貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計
上しております。
日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金
融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査
に関する実務指針」（令和2年10月8日）に規定する正常先債権及び
要注意先債権に相当する債権については、主として今後１年間の予
想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予
想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率
の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに
将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先
債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込
額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要
と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権
に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、融資課が資産査
定を実施しております。

（８）賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対
する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上し
ております。

（ 9 ）退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、企業会計基準
適用指針第25号「退職給付に関する会計基準の適用指針」（平成
27年3月26日）に定める簡便法（退職給付に係る期末自己都合要
支給額を退職給付債務とする方法）により、当事業年度末における
必要額を計上しております。
当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制
度（総合設立型企業年金基金）に加入しており、当組合の拠出に対
応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、当
該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しており
ます。
なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の
拠出等に占める当組合の割合並びにこれらに関する補足説明は次
のとおりであります。
１．制度全体の積立状況に関する事項（令和2年3月31日現在）
年金資産の額 238,577,698千円
年金財政計算上の数理債務の額と
最低責任準備金の額との合計額 229,590,223千円
差引額 8,987,475千円

２．制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
〔（自）令和2年4月（至）令和3年3月〕 0.185%
３．補足説明
上記１．の差引額の要因は、年金財政計算上の未償却過去勤務債
務残高15,766,022千円及び別途積立金24,753,497千円であ
ります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間11年1ヶ
月の元利均等償却であり、当組合は当期の計算書類上、当該償却
に充てられる特別掛金3,473千円を費用処理しております。
なお、特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時
の標準給与の額に乗じることで算定されるため、上記２．の割合は
当組合の実際の負担割合とは一致いたしません。

（10）役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるた
め、役員に対する退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度末ま
で発生していると認められる額を計上しております。

（11）睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預
金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生
する損失を見積もり必要と認める額を計上しております。

（１）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
なお、以下の注記については、表示単位未満を切り捨てて表
示しております。 　

（２）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均
法による償却原価法（定額法）、その他有価証券については時
価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし、市
場価格のない株式等については移動平均法による原価法によ

り行っております。なお、その他有価証券の評価差額について
は、全部純資産直入法により処理しております。

（３）有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただ
し、平成10年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに平成28年4月1日以後に取得した建物附属設備及び
構築物については定額法）を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。

（12）収益の計上方法について、役務取引等収益は役務提供の対価とし
て収受する収益であり、内訳として「受入為替手数料」「その他の受
入手数料」「その他の役務取引等収益」があります。このうち受入為
替手数料は、為替業務から収受する受入手数料であり、送金、代金
取立等の内国為替業務に基づくものがあります。
為替業務及びその他の役務取引等にかかる履行義務は、通常、対価
の受領と同時期に充足されるため、原則として、一時点で収益を認識
しております。

（13）重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上
した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及
ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
貸倒引当金 31,855千円
貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として（7）に記載してお
ります。
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績
見通し」であります。「債務者区分の判定における貸出先の将来の
業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定し
ております。
なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定
が変化した場合は、翌事業年度に係る計算書類における貸倒引当
金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（14）会計方針の変更
企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」（令和2年3月
31日）（以下、「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首
から適用し、消費税等の会計処理を税込方式から税抜方式へ変更
しております。この変更による計算書類への影響は、損益計算書の
税金の金額が13,885千円増加し、関連する損益科目が合計して同
額減少しております。なお、収益認識会計基準第89項に定める経
過的な取扱いに従い、当事業年度の期首より前までに税込方式に
従って消費税等が算入された固定資産等の取得原価から消費税等
相当額を控除しておりません。

（15）表示方法の変更
協同組合による金融事業に関する法律施行規則の一部改正（令和
2年1月24日内閣府令第３号）が令和4年3月31日から施行された
ことに伴い、協同組合による金融事業に関する法律の「リスク管理
債権」の区分等を、金融機能の再生のための緊急措置に関する法
律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。

（16）金融商品の状況に関する事項
１．金融商品に対する取組方針
当組合は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務
を行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び
負債の総合的管理をしております。

２．金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内の都・区職員等
のお客様に対する貸出金です。
また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、純投資目的
及び事業推進目的で保有しております。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市
場価格の変動リスクに晒されております。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスク
に晒されております。

３．金融商品に係るリスク管理態勢
①信用リスクの管理
当組合は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金につい
て、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や
担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備
し運営しております。
これらの与信管理は、融資課により行われ、また、必要に応じ経営陣
による融資審査会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。
さらに、与信管理の状況については、監査室がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総務企画課において、
信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
②市場リスクの管理
（ｉ）金利リスクの管理

当組合は、市場関連リスクに関する管理諸規程に従い、金利の
変動リスクを管理しております。

当該諸規程において、リスク管理の基本方針、管理対象や管理
態勢等の詳細を明記しており、リスク管理委員会において決定
された基本方針に基づき、理事会において実施状況の把握・確
認、今後の対応等の協議を行っております。
日常的には、総務企画課において金融資産及び負債の金利や
期間を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によ
りモニタリングを行い、月次ベースもしくは四半期ベースで常
勤理事会に報告しております。

（ⅱ）為替リスクの管理
当組合は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理
を行うこととしております。

（ⅲ）価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、リスク管理
委員会の方針に基づき、理事会の監督の下、余資運用規程に
従い行われております。
総務企画課において、市場運用商品の購入を行っており、事前
審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じ
て、価格変動リスクの軽減を図っております。
当組合で保有している株式の一部は、事業推進目的で保有し
ているものであり、取引先の市場環境や財務状況などをモニ
タリングしています。
これらの情報は総務企画課を通じ、理事会及び常勤理事会に
おいて定期的に報告されております。

（ⅳ）市場リスクに係る定量的情報
当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を
受ける主たる金融商品は、「預け金」、「有価証券」のうち債券、
「貸出金」、「預金積金」及び「借用金」であります。
当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、『協同
組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第1項第5
号ニ等の規定に基づき、自己資本の充実の状況等について金
融庁長官が別に定める事項（平成19年金融庁告示第17号）』
において通貨ごとに規定された金利ショックを用いた経済価
値の変動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの管理にあ
たっての定量的分析に利用しております。
当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負
債を固定金利群と変動金利群に分けて、それぞれ金利期日に
応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を
用いております。
なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、
当事業年度末において、スティープ化（短期金利低下、長期金利
上昇をいい、日本円金利の場合、短期金利1.00％低下、長期金
利1.00％上昇等、通貨ごとに上昇幅が異なる）が生じた場合、経
済価値は、89,118千円減少するものと把握しております。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提とし
ており、金利とその他のリスク変数との相関を考慮しておりま
せん。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合
には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。
当組合では、「有価証券」の市場リスク量をVaRにより月次で計
測し、取得したリスク量がリスク限度額の範囲内となるよう管
理しております。
当組合のＶａＲは分散・共分散法（保有期間半年間、信頼区間
99％、観測期間1年）により算出しており、令和4年3月31日
（当事業年度の決算日）現在で当組合の市場リスク量（損失額
の推計値）は、全体で943,000千円です。
ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した
一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考
えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは
捕捉できない場合があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合は、総合的管理を通して、適時に資金管理を行うほか、資金
調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調
整などによって、流動性リスクを管理しております。

４．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな
い場合には合理的に算定された価額が含まれております。
当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、
異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価
に代わる金額を含めて開示しております。

（17）金融商品の時価等に関する事項
令和4年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差
額は、次のとおりであります（時価等の算定方法については（注1）
参照）。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません
（（注2）参照）。また、重要性の乏しい科目については記載を省略し
ております。

（単位：千円）
 貸借対照表計上額 時　価 差　額

(1）預け金（*1） 34,683,252 34,722,921 39,668
（2）有価証券
　　その他有価証券 13,342,998 13,342,998 －
（3）貸出金（*1） 41,032,464
　　貸倒引当金（*2） △ 31,855
 41,000,608 41,256,019 255,410
　　金融資産計 89,026,859 89,321,938 295,079
（1）預金積金（*1） 73,070,516 73,117,501 46,984
（2）借用金（*1） 6,700,000 6,700,000 －
　　金融負債計 79,770,516 79,817,501 46,984
（*1）預け金、貸出金、預金積金及び借用金の「時価」には、「簡便な計

算により算出した時価に代わる金額」が含まれております。
（*2）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控

除しております。
（注１）金融商品の時価等の算定方法

金融資産
（1）預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け
金については、市場金利で割り引くことで現在価値を算定し、当
該現在価値を時価とみなしております。なお、市場金利がマイ
ナス金利の場合は０％に置き換えて算定しております。

（2）有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関
から提示された価格によっております。投資信託は取引所の価
格又は公表されている基準価額によっております。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項について
は（18）から（22）に記載しております。

（3）貸出金
貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般
貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、
その算出結果を簡便な方法により算出した時価に代わる金額と
して記載しております。
①６カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難
な債権については、その貸借対照表の貸出金勘定に計上してい
る額（貸倒引当金控除前の額）。
②①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利
金の合計額を市場金利（日本円OISレート）で割り引いた価額を
時価とみなしております。なお、市場金利がマイナス金利の場
合は０％に置き換えて算定しております。

金融負債
（1）預金積金

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳
簿簿価）を時価とみなしております。定期性預金の時価は、一定
の金額帯及び期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、元
利金の合計額を一種類の市場金利（日本円OISレート）で割り引
いた価額を時価とみなしております。なお、市場金利がマイナス
金利の場合は０％に置き換えて算定しております。

（2）借用金
借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反
映し、また、当組合の信用状態は実行後大きく異なっていないこ
とから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該
帳簿価額を時価としております。

（注２）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次のとおりであり、
金融商品の時価情報には含まれておりません。

（単位：千円）

　　　 　区　　分 貸借対照表計上額　
非上場株式　　（*） 500
全信組連出資金（*） 642,000
　　  　  合　　計 642,500
（*）非上場株式及び全信組連出資金については、企業会計基準適
用指針第19号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」
（令和2年3月31日）第5項に基づき、時価開示の対象とはしてお
りません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

 1年以内 1年超 5年超 10年超
  5年以内 10年以内
預け金 34,683,252 - - -
有価証券 800,000 3,100,000 800,000 2,800,000

　その他有価証券のうち
　満期があるもの 

貸出金（*） 2,940,064 10,104,832 8,991,255 18,465,654
　   合　　計 38,423,316 13,204,832 9,791,255 21,265,654
（*）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債
権等、償還予定額が見込めないもの、期間の定めがないものは
含めておりません。

（注４）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額 
（単位：千円）

 1年以内 1年超 5年超 10年超
  5年以内 10年以内
預金積金（*） 62,215,221 10,855,295 - -
借用金 700,000 6,000,000 - -
職員預り金 21,786 - - -
　   合　　計 62,937,007 16,855,295 - -
（*）預金積金のうち、要求払預金は「1年以内」に含めております。

（18）有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」「その他の証券」が含ま
れております。以下（22）まで同様であります。
１．売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
２．満期保有目的の債券に区分した有価証券はありません。
３．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式はありません。
４．その他有価証券
【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】 （単位：千円）

 貸借対照表計上額 取得原価 差　額
株 　 式 262,896 98,276 164,619
債 　 券 6,066,270 5,995,650 70,619
　国 　 債 910,670 895,250 15,419
　地 方 債 1,424,210 1,399,718 24,491
　社 　 債 3,731,390 3,700,682 30,707
そ の 他 4,129,021 2,116,579 2,012,442
　投 資 信 託 4,006,071 2,051,579 1,954,492
　その他の証券 122,950 65,000 57,950
　  小　　計 10,458,188 8,210,507 2,247,681
【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】
 貸借対照表計上額 取得原価 差　額
株 　 式 500 500 -
債 　 券 2,884,810 2,901,201 △ 16,391
　国 　 債 100,880 101,201 △ 321
　地 方 債 99,760 100,000 △ 240
　社 　 債 2,684,170 2,700,000 △ 15,830
　  小　　計 2,885,310 2,901,701 △ 16,391

合　　　　　計 13,343,498 11,112,209 2,231,289

（19）当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。

（20）当事業年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。
（単位：千円）

 売却価額 売却益 売却損

そ の 他  45,308 7,599 -

　投 資 信 託  45,308 7,599 -

合 　 　 計  45,308 7,599 -

（21）その他有価証券のうち満期があるものの期間毎の償還予定額は
次のとおりであります。 （単位：千円）

 1年以内 1年超 5年超 10年超
  5年以内 10年以内

債 　 券 803,860 3,118,260 801,200 2,823,790

　国 　 債 200,820 202,120 395,800 212,810

　地 方 債 502,850 910,130 - 110,990

　社 　 債 100,190 2,006,010 405,400 2,499,990

合 　 計 803,860 3,118,260 801,200 2,823,790

（22）減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等を除
く）のうち当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落して
おり、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないも
のについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするととも
に、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」とい
う。）することとしております。
なお、当事業年度における減損処理はありません。
また、当事業年度末における時価が取得原価に比べ30％以上下落
した場合に「著しく下落した」と判断しております。

（23）協同組合による金融事業に関する法律及び金融機能の再生のため
の緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。な
お、債権は、貸出金及び「その他資産」中の未収利息の各勘定に計
上されるものであります。

　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 16,778千円
　危険債権額 36,073千円
　三月以上延滞債権額 14,715千円
　貸出条件緩和債権額 -千円
　合計額 67,567千円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手
続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥って
いる債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政
状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び
利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこ
れらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日
から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準
ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを
目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権
放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更
生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債
権に該当しないものであります。
なお、債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

（24）当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客
から融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件に
ついて違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを
約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
163,789千円であります。当該融資未実行残高は、全て原契約期
間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なもので
あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ
るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来の
キャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契
約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由が
あるときは、当組合が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約
極度額の減額をすることができる旨の条件が付けられております。

また、契約後も定期的に予め定めている当組合内手続きに基づき
顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の
措置等を講じております。

（25）有形固定資産の減価償却累計額 66,333 千円
（26）理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権

総額 19,674 千円
（27）理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務

総額 － 千円
（28）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞ

れ以下のとおりであります。
繰延税金資産
　有価証券評価損 116,807 千円
　退職給付引当金 39,922
　賞与引当金 4,254
　役員退職慰労引当金 3,599
　未払事業税 2,414
　その他 1,156
繰延税金資産　小計 168,155
　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △ 117,441
評価性引当額　小計 △ 117,441
繰延税金資産　合計 50,714

繰延税金負債 
　その他有価証券評価差額 509,057
　その他 66
繰延税金負債　合計 509,124
繰延税金負債の純額 458,410 千円

（29）担保に提供している資産は、次のとおりであります。
担保提供している資産 預け金 8,400,000千円
 有価証券 414,930千円
担保資産に対応する債務 借用金 6,700,000千円
上記のほか、公金取扱い及び為替取引のためにその他の資産
2,000千円、預け金1,301,520千円を担保として提供しております。

（30）出資1口当たりの純資産額は2,885円10銭であります。
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社会貢献社会貢献



損益計算書
科 　 目
経 常 収 益
資 金 運 用 収 益
貸 出 金 利 息
預 け 金 利 息
有価証券利息配当金
その他の受入利息
役 務 取 引 等 収 益
受 入 為 替 手 数 料
その他の役務収益
そ の 他 業 務 収 益
国債等債券売却益
国債等債券償還益
その他の業務収益
そ の 他 経 常 収 益
貸倒引当金戻入益
償 却 債 権 取 立 益
株 式 等 売 却 益
その他の経常収益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用
預 金 利 息
給付補塡備金繰入額
譲 渡 性 預 金 利 息
借 用 金 利 息
その他の支払利息
役 務 取 引 等 費 用
支 払 為 替 手 数 料
その他の役務費用
そ の 他 業 務 費 用
国債等債券売却損
国債等債券償還損
国 債 等 債 券 償 却
その他の業務費用
経 費
人 件 費
物 件 費
税 金
そ の 他 経 常 費 用
貸倒引当金繰入額
貸 出 金 償 却
株 式 等 売 却 損
株 式 等 償 却
そ の 他 資 産 償 却
その他の経常費用

経常利益（又は経常損失）

（単位：千円）

（単位：千円）

科 　 目

剰余金処分計算書
科 　 目

特 別 損 失

特 別 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益
（又は税引前当期純損失）

法人税・住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

固 定 資 産 処 分 益

固 定 資 産 処 分 損
そ の 他 の 特 別 損 失

そ の 他 の 特 別 利 益

当期純利益（又は当期純損失）
繰 越 金（当期首残高）
事務所移転費用積立金取崩額

当 期 未 処 分 剰 余 金
（又は当期未処理損失金）

法 人 税 等 合 計

令和3年度 令和3年度令和2年度 令和2年度
971,741 
819,449 
541,038 
42,180 
221,999 
14,232 
11,417 
2,862 
8,555 
46,962 
8,369 
ー

38,592 
93,911 

ー
ー

93,600 
311 

714,074 
48,964 
16,455 
32,843 

ー
△ 439
104 

98,535 
5,059 
93,476 
21,788 
21,788

ー
ー
0 

541,010 
303,948 
235,400 
1,660 
3,775 
3,556 
ー
ー
ー
ー
218 

257,667 

ー
ー
ー
287 
287 
ー

257,379
 

40,637 
9,982 
50,620 
206,759 
366,660 

ー

573,420 

令和3年度令和2年度

573,420 

1,840 

72,995 

ー

5,517 

(年2.4％の割合）

67,478 

（100円につき12円の割合）

（100円につき12円の割合）

ー

502,265 

当期未処分剰余金

繰越金（当期末残高）

利益準備金取崩額

剰 余 金 処 分 額

利 益 準 備 金

特 別 積 立 金

預 金 利 息

貸付金利息

普通出資に対する配当金

事業の利用分量に対する配当金

（単位：千円）役務取引の状況
科 目 令和3年度

受入為替手数料
その他の受入手数料

役 務 取 引 等 収 益

その他の役務取引等収益

支払為替手数料
その他の支払手数料
その他の役務取引等費用

役 務 取 引 等 費 用

（単位：千円）主要な経営指標の推移
区 分

（単位：千円）
項 　 目 令和3年度

受 取 利 息 の 増 減
支 払 利 息 の 増 減

経 常 収 益
経 常 利 益（ 損 失 ）
当 期 純 利 益（ 損 失 ）
預 金 積 金 残 高

有 価 証 券 残 高
総 資 産 額
純 資 産 額
自 己 資 本 比 率（ 単 体 ）
出 資 総 額
出 資 総 口 数
出 資 に 対 す る 配 当 金
職 員 数

貸 出 金 残 高

％

口

人

％

口

人

％

口

人

％

口

人

％

口

人

（単位：千円）業務粗利益及び業務純益等
科 　 目 令和3年度
資 金 運 用 収 益
資 金 調 達 費 用

資 金 運 用 収 支
役務取引等収益
役務取引等費用

役 務 取 引 等 収 支
その他業務収益
その他業務費用

その他の業務収支
業 務 粗 利 益
業 務 粗 利 益 率
業 務 純 益
実 質 業 務 純 益
コ ア 業 務 純 益
コ ア 業 務 純 益
（投資信託解約損益を除く）

％

（単位：千円）経費の内訳
項 　 目 令和3年度

％

令和2年度

令和2年度

11,417
2,862
8,555
ー

98,535
5,059
7,308
86,167

△ 8,936
△ 9,842

令和2年度

令和2年度

819,449
48,964
770,485
11,417
98,535

△ 87,117
46,962
21,788
25,174
708,541
0.84

171,423
170,286
183,704

183,704

303,948
243,732
24,382
35,834
235,400
96,037
27,504
46,658
4,774
37,888
22,538
1,660

541,010

報 酬 給 料 手 当
人 件 費

そ の 他

事 務 費
固 定 資 産 費
事 業 費
人 事 厚 生 費
預 金 保 険 料
そ の 他

物 件 費

税 金
経 費 合 計

退 職 給 付 費 用

受取利息及び支払利息の増減

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
988,332
177,122
142,769

73,206,971
36,869,409
13,982,748
82,889,772
8,885,130

22.66
235,525
4,710,507

4,801
36

948,159
168,738
143,570

72,379,592
37,118,119
11,934,477
82,566,857
9,294,291

21.55
232,886
4,657,739

4,693
35

985,299
207,796
162,991

75,215,693
37,525,749
10,337,937
85,736,336
8,690,006

20.31
229,738
4,594,763

4,672
34

971,741
257,667
206,759

74,416,620
38,831,407
12,182,905
87,544,007
9,424,094

19.37
227,897
4,557,949

5,517
33

884,989 
834,408 
555,391 
40,153 
212,179 
26,683 
13,598 
2,594 
11,003 
30,022 
7,599 
ー

22,422 
6,961 
6,410 
ー
ー
550 

687,110 
28,887 
14,801 
14,673 

ー
△ 700
112 

106,664 
4,440 

102,223 
2 
ー
ー
ー
2 

551,497 
324,149 
211,743 
15,605 

58 
ー
ー
ー
ー
ー
58 

197,879 

ー
ー
ー
0 
0 
ー

197,879
 

36,074 
△ 2,631 
33,442 
164,436 
502,265 

ー

666,702 

666,702 

65,349 

59,659 

ー

3,351 

(年2.0％の割合）

56,308 

（100円につき10円の割合）

（100円につき10円の割合）

ー

672,392 

13,598
2,594
11,003

ー
106,664
4,440
14,007
88,216

14,958
△ 20,077

834,408
28,887
805,521
13,598
106,664
△ 93,066
30,022

2
30,019
742,474
0.86

198,602
198,602
191,003

191,003

324,149
254,550
22,528
47,069
211,743
90,240
24,976
37,357
4,613
21,739
32,816
15,605
551,497

884,989
197,879
164,436

73,070,516
41,032,464
13,343,498
89,948,984
9,379,379

18.54
162,548
3,250,965

3,351
33

損益計算書の注記事項
（１）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

なお、以下の注記については、表示単位未満を切り捨てて表示し
ております。

（２）出資1口当たりの当期純利益　　　　　　35円94銭
（3）収益を理解するための基礎となる情報は、貸借対照表の注記に
おいて、重要な会計方針とあわせて注記しております。  
        
  

（注）1. 残高計数は期末日現在のものです。
2.「自己資本比率（単体）」は、平成18年金融庁告示第22号により算出しております。

1.資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用（２年度－千円、3年度－千円）を控除して表示しております。（注）
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業務粗利益とは、信用組合の事業の収益を示す指標のひとつです。
その内訳は、
①資金運用と調達の利益差による利益（資金運用収支）
②振込や保証といった手数料による利益（役務取引等収支）
③国債等債券の売却・償還等に関わる利益等（その他の業務収支）の
3つに分けられ、この内資金運用収支が最大のウエイトを占めます。

※業務粗利益率 = ×100業務粗利益
資金運用勘定計平均残高

　業務純益とは、金融機関の本業におけるもうけを示す
金融機関固有の利益指標です。具体的には、上記の「業務粗利益」
から業務遂行に必要とされる費用、即ち「経費（人件費・物件費・
税金）」と「一般貸倒引当金繰入額」を控除したものです。
　また、この「業務純益」は、貸倒れ発生の際の償却能力を判断
する基準ともなります。
業務純益＝業務収益ー（業務費用ー金銭の信託運用見合費用）
実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
コア業務純益＝実質業務純益ー国債等債券損益



損益計算書
科 　 目
経 常 収 益
資 金 運 用 収 益
貸 出 金 利 息
預 け 金 利 息
有価証券利息配当金
その他の受入利息
役 務 取 引 等 収 益
受 入 為 替 手 数 料
その他の役務収益
そ の 他 業 務 収 益
国債等債券売却益
国債等債券償還益
その他の業務収益
そ の 他 経 常 収 益
貸倒引当金戻入益
償 却 債 権 取 立 益
株 式 等 売 却 益
その他の経常収益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用
預 金 利 息
給付補塡備金繰入額
譲 渡 性 預 金 利 息
借 用 金 利 息
その他の支払利息
役 務 取 引 等 費 用
支 払 為 替 手 数 料
その他の役務費用
そ の 他 業 務 費 用
国債等債券売却損
国債等債券償還損
国 債 等 債 券 償 却
その他の業務費用
経 費
人 件 費
物 件 費
税 金
そ の 他 経 常 費 用
貸倒引当金繰入額
貸 出 金 償 却
株 式 等 売 却 損
株 式 等 償 却
そ の 他 資 産 償 却
その他の経常費用

経常利益（又は経常損失）

（単位：千円）

（単位：千円）

科 　 目

剰余金処分計算書
科 　 目

特 別 損 失

特 別 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益
（又は税引前当期純損失）

法人税・住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

固 定 資 産 処 分 益

固 定 資 産 処 分 損
そ の 他 の 特 別 損 失

そ の 他 の 特 別 利 益

当期純利益（又は当期純損失）
繰 越 金（当期首残高）
事務所移転費用積立金取崩額

当 期 未 処 分 剰 余 金
（又は当期未処理損失金）

法 人 税 等 合 計

令和3年度 令和3年度令和2年度 令和2年度
971,741 
819,449 
541,038 
42,180 
221,999 
14,232 
11,417 
2,862 
8,555 
46,962 
8,369 
ー

38,592 
93,911 

ー
ー

93,600 
311 

714,074 
48,964 
16,455 
32,843 

ー
△ 439
104 

98,535 
5,059 
93,476 
21,788 
21,788

ー
ー
0 

541,010 
303,948 
235,400 
1,660 
3,775 
3,556 
ー
ー
ー
ー
218 

257,667 

ー
ー
ー
287 
287 
ー

257,379
 

40,637 
9,982 
50,620 
206,759 
366,660 

ー

573,420 

令和3年度令和2年度

573,420 

1,840 

72,995 

ー

5,517 

(年2.4％の割合）

67,478 

（100円につき12円の割合）

（100円につき12円の割合）

ー

502,265 

当期未処分剰余金

繰越金（当期末残高）

利益準備金取崩額

剰 余 金 処 分 額

利 益 準 備 金

特 別 積 立 金

預 金 利 息

貸付金利息

普通出資に対する配当金

事業の利用分量に対する配当金

（単位：千円）役務取引の状況
科 目 令和3年度

受入為替手数料
その他の受入手数料

役 務 取 引 等 収 益

その他の役務取引等収益

支払為替手数料
その他の支払手数料
その他の役務取引等費用

役 務 取 引 等 費 用

（単位：千円）主要な経営指標の推移
区 分

（単位：千円）
項 　 目 令和3年度

受 取 利 息 の 増 減
支 払 利 息 の 増 減

経 常 収 益
経 常 利 益（ 損 失 ）
当 期 純 利 益（ 損 失 ）
預 金 積 金 残 高

有 価 証 券 残 高
総 資 産 額
純 資 産 額
自 己 資 本 比 率（ 単 体 ）
出 資 総 額
出 資 総 口 数
出 資 に 対 す る 配 当 金
職 員 数

貸 出 金 残 高

％

口

人

％

口

人

％

口

人

％

口

人

％

口

人

（単位：千円）業務粗利益及び業務純益等
科 　 目 令和3年度
資 金 運 用 収 益
資 金 調 達 費 用

資 金 運 用 収 支
役務取引等収益
役務取引等費用

役 務 取 引 等 収 支
その他業務収益
その他業務費用

その他の業務収支
業 務 粗 利 益
業 務 粗 利 益 率
業 務 純 益
実 質 業 務 純 益
コ ア 業 務 純 益
コ ア 業 務 純 益
（投資信託解約損益を除く）

％

（単位：千円）経費の内訳
項 　 目 令和3年度

％

令和2年度

令和2年度

11,417
2,862
8,555
ー

98,535
5,059
7,308
86,167

△ 8,936
△ 9,842

令和2年度

令和2年度

819,449
48,964
770,485
11,417
98,535

△ 87,117
46,962
21,788
25,174
708,541
0.84

171,423
170,286
183,704

183,704

303,948
243,732
24,382
35,834
235,400
96,037
27,504
46,658
4,774
37,888
22,538
1,660

541,010

報 酬 給 料 手 当
人 件 費

そ の 他

事 務 費
固 定 資 産 費
事 業 費
人 事 厚 生 費
預 金 保 険 料
そ の 他

物 件 費

税 金
経 費 合 計

退 職 給 付 費 用

受取利息及び支払利息の増減

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
988,332
177,122
142,769

73,206,971
36,869,409
13,982,748
82,889,772
8,885,130

22.66
235,525
4,710,507

4,801
36

948,159
168,738
143,570

72,379,592
37,118,119
11,934,477
82,566,857
9,294,291

21.55
232,886
4,657,739

4,693
35

985,299
207,796
162,991

75,215,693
37,525,749
10,337,937
85,736,336
8,690,006

20.31
229,738
4,594,763

4,672
34

971,741
257,667
206,759

74,416,620
38,831,407
12,182,905
87,544,007
9,424,094

19.37
227,897
4,557,949

5,517
33

884,989 
834,408 
555,391 
40,153 
212,179 
26,683 
13,598 
2,594 
11,003 
30,022 
7,599 
ー

22,422 
6,961 
6,410 
ー
ー
550 

687,110 
28,887 
14,801 
14,673 

ー
△ 700
112 

106,664 
4,440 

102,223 
2 
ー
ー
ー
2 

551,497 
324,149 
211,743 
15,605 

58 
ー
ー
ー
ー
ー
58 

197,879 

ー
ー
ー
0 
0 
ー

197,879
 

36,074 
△ 2,631 
33,442 
164,436 
502,265 

ー

666,702 

666,702 

65,349 

59,659 

ー

3,351 

(年2.0％の割合）

56,308 

（100円につき10円の割合）

（100円につき10円の割合）

ー

672,392 

13,598
2,594
11,003

ー
106,664
4,440
14,007
88,216

14,958
△ 20,077

834,408
28,887
805,521
13,598
106,664
△ 93,066
30,022

2
30,019
742,474
0.86

198,602
198,602
191,003

191,003

324,149
254,550
22,528
47,069
211,743
90,240
24,976
37,357
4,613
21,739
32,816
15,605
551,497

884,989
197,879
164,436

73,070,516
41,032,464
13,343,498
89,948,984
9,379,379

18.54
162,548
3,250,965

3,351
33

損益計算書の注記事項
（１）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

なお、以下の注記については、表示単位未満を切り捨てて表示し
ております。

（２）出資1口当たりの当期純利益　　　　　　35円94銭
（3）収益を理解するための基礎となる情報は、貸借対照表の注記に
おいて、重要な会計方針とあわせて注記しております。  
        
  

（注）1. 残高計数は期末日現在のものです。
2.「自己資本比率（単体）」は、平成18年金融庁告示第22号により算出しております。

1.資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用（２年度－千円、3年度－千円）を控除して表示しております。（注）
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業務粗利益とは、信用組合の事業の収益を示す指標のひとつです。
その内訳は、
①資金運用と調達の利益差による利益（資金運用収支）
②振込や保証といった手数料による利益（役務取引等収支）
③国債等債券の売却・償還等に関わる利益等（その他の業務収支）の
3つに分けられ、この内資金運用収支が最大のウエイトを占めます。

※業務粗利益率 = ×100業務粗利益
資金運用勘定計平均残高

　業務純益とは、金融機関の本業におけるもうけを示す
金融機関固有の利益指標です。具体的には、上記の「業務粗利益」
から業務遂行に必要とされる費用、即ち「経費（人件費・物件費・
税金）」と「一般貸倒引当金繰入額」を控除したものです。
　また、この「業務純益」は、貸倒れ発生の際の償却能力を判断
する基準ともなります。
業務純益＝業務収益ー（業務費用ー金銭の信託運用見合費用）
実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
コア業務純益＝実質業務純益ー国債等債券損益



自己資本の充実の状況等について
●自己資本の構成に関する事項
定量的開示事項

（単位：千円）

項　目 令和3年度令和2年度

コア資本に係る基礎項目 （１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定の額
うち、出資金及び資本剰余金の額
うち、利益剰余金の額
うち、外部流出予定額（△）
うち、上記以外に該当するものの額
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
うち、適格引当金コア資本算入額
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45％に相当する額のうち、コア資本
に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額 （イ）
コア資本に係る調整項目 （２）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
うち、のれんに係るものの額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用協同組合連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る10％基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
特定項目に係る15％基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
コア資本に係る調整項目の額 （ロ）
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ）
リスク・アセット等 （３）
信用リスク・アセットの額の合計額
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
うち、上記以外に該当するものの額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額 （ニ）
自己資本比率
自己資本比率 （（ハ）／（ニ））

定性的開示事項

1．自己資本調達手段の概要
当組合の自己資本は、出資金及び利益剰余金等により構成されて
おります。なお、当組合の自己資本調達手段の概要は次のとおり
です。
発行主体 東京都職員信用組合
資本調達手段の種類 普通出資
コア資本に係る基礎項目の額に算入された額 162百万円
配当率 年2.0％（令和3年度）

2．自己資本の充実度に関する評価方法の概要
当組合は、これまで内部留保等による資本の積み上げを行うこ
とにより自己資本を充実させており、令和3年度末の自己資本比
率は、国内基準である4％を上回る18.54％と経営の健全性・安
全性を十分に保っていると評価しております。なお、将来の自己
資本の充実策については、年度ごとに掲げる事業計画に基づい
た業務運営を通じ、そこから得られる利益による積み上げを基
本的施策と考えております。

3．信用リスクに関する次に掲げる事項
（1）リスク管理の方針及び手続きの概要
信用リスクとは、取引先の財務状況の悪化などにより、当組合が
損失を受けるリスクをいいます。
当組合は、与信先が都区職員であるため信用リスクは低いとい
う特徴を有していますが、信用リスクを当組合が管理すべき重
要なリスクであると認識し、与信業務の基本的な理念や手続き
等を明示した「信用リスク管理方針」及び「信用リスク管理規程」
を制定し、信用リスク管理を徹底しております。
信用リスクの評価は、小口多数取引の推進によるリスク分散の
他、自己査定による債務者区分別のきめ細かな管理や適切な担
保評価など、さまざまな角度からの分析に注力しております。一
連の信用リスク管理の状況については、必要に応じ個々の案件
について審査するとともに、常勤理事会において総括的な審議
検討を行い、適宜理事会に報告する態勢を整備しております。
貸倒引当金は、「自己査定基準規程」「償却・引当基準規程」に基
づき、自己査定における債務者区分ごとに算定しております。な
お、その結果については、監事の監査を受けるなど、適正な計上
に努めております。

（2）リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は、以下の4機関
を採用しています。なお、エクスポージャーの種類ごとに適格格
付機関の使い分けは行っておりません。
・株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
・株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ）
・ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Ｍｏｏｄｙ'ｓ）
・スタンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシズ（Ｓ＆Ｐ）

（3）信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続き
の概要

信用リスク削減手法とは、組合が抱えている信用リスクを軽減す
るための措置で、具体的には預金担保や保証、貸出金と自組合
預金の相殺等があります。 
当組合が扱う担保には、自組合預金積金、不動産等、保証には、
人的保証、民間保証等ありますが、その手続きについては、組合
が定める融資規程等により、適切な事務取扱及び適正な評価を
行っております。 
自己資本比率で定められている信用リスク削減手法には、適格
担保として自組合預金積金、貸出金と自組合預金の相殺として
日本銀行貸出支援基金の活用に係る「全信組連への預け金」と
「全信組連からの借入金」が該当します。 

4．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリス
クに関するリスク管理の方針及び手続き概要
当組合は派生商品取引及び長期決済期間取引を行っておりま
せん。

5．証券化エクスポージャーに関する事項
当組合は証券化取引を行っておりません。

6．オペレーショナル・リスクに関する事項
（1）リスク管理の方針及び手続きの概要
オペレーショナル・リスクとは、内部プロセス・人・システムが不適
切であること、若しくは機能しないこと、または外生的事象が生
起することから生じる損失にかかるリスクで、組合の業務運営
上、可能な限り回避すべきリスクです。当組合ではオペレーショ
ナル・リスクについて、常勤理事会、リスク管理委員会において、
事務リスク、システムリスク、法務リスク、風評リスク等の各リス
クを含む幅広いリスクと考え、その分析・検証を行い、リスクの顕
現化の未然防止及び発生時の影響度の極小化に努めておりま
す。また、顧客保護管理態勢を充実強化する観点から、苦情相談
窓口を設置し、苦情に対する適切な処理、個人情報及び情報セ
キュリティー態勢の整備、さらにお取扱いしている商品、サービ
ス等の説明態勢の整備などに努めております。
（２）オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
当組合は基礎的手法を採用しております。

7．出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理
の方針及び手続きの概要
当組合の場合、銀行勘定における出資等又は株式等エクスポー
ジャーに当たるものは、上場株式、非上場株式、全信組連出資金
等が該当します。
上場株式にかかるリスクの認識については、時価評価、最大予想
損失額（ＶａＲ）によるリスク計測によって把握するとともに、常勤
理事会で分析・検証を行い、投資継続の是非を協議するなど、適
切なリスク管理に努めております。また、株式関連商品への投資
は、「余資運用規程」の枠内での取引に限定するとともに、ポート
フォリオ全体のリスク・バランスに配慮した運用に心がけており
ます。
一方、非上場株式や全信組連出資金については、業務上の保有
目的で投資目的ではありません。

8．金利リスクに関する事項
（1）リスク管理の方針及び手続きの概要
金利リスクとは、金利の変動により利益の減少または損失を被る
リスクをいい、預貸金・有価証券等金利に感応する資産負債を計
測対象としております。当組合は、金利リスクを含めた市場リス
クの把握に努め、資産負債の総合的管理を行うことで収益力の
向上を図ることを市場リスク管理の基本方針としており、リスク
管理部門が金利リスク量(VaR)を月次で計測・分析し、常勤理事
会及び理事会において実施状況の確認及び今後の対応等の協
議を行っております。なお、金利リスク削減のためのヘッジ等は
行っておりません。
（２）金利リスクの算定手法の概要
1.⊿EVE及び⊿NIIについて
流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期は1.255
年、最長の金利改定満期は5年で、流動性預金への満期の割当
て方法及び固定金利貸出の期限前返済や定期預金の早期解
約については金融庁が定める保守的な前提を採用しておりま
す。複数通貨の取扱いは金利リスクが正値となる通貨のみを
単純合算、スプレッドに関しては、割引金利には含めず、キャッ
シュフローには含めております。また、内部モデルは使用して
おりません。なお、当期の重要性テスト結果は、監督上の基準
値である自己資本の20%に対し、問題のない水準となっており
ます。
2.その他の金利リスク計測について
VaRを用い、過去1年間の金利データから算出した想定最大変
化幅を金利ショックとして使用しております。VaRは分散・共分
散法(保有期間半年間、信頼区間99%、観測期間1年)で計測
し、市場リスク量がリスク限度枠の範囲内となるよう管理して
おります。

7,597,488
162,548
7,494,599
59,659

－
7,536
7,536
－
－

－

－

7,605,025

13,323
－

13,323
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

13,323

7,591,702

39,569,779
－
－
－

1,361,918
－
－

40,931,698

18.54%

7,558,060
227,897
7,403,158
72,995

－
7,278
7,278
－
－

－

－

7,565,338

25,353
－

25,353
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

25,353

7,539,985

37,559,906
△150,124
△150,124

－
1,363,182

－
－

38,923,089

19.37%
（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用協同

組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示
第22号）」に係る算式に基づき算出しております。
なお、当組合は国内基準により自己資本比率を算出しております。
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自己資本の充実の状況等について
●自己資本の構成に関する事項
定量的開示事項

（単位：千円）

項　目 令和3年度令和2年度

コア資本に係る基礎項目 （１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定の額
うち、出資金及び資本剰余金の額
うち、利益剰余金の額
うち、外部流出予定額（△）
うち、上記以外に該当するものの額
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
うち、適格引当金コア資本算入額
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45％に相当する額のうち、コア資本
に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額 （イ）
コア資本に係る調整項目 （２）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
うち、のれんに係るものの額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用協同組合連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る10％基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
特定項目に係る15％基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
コア資本に係る調整項目の額 （ロ）
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ）
リスク・アセット等 （３）
信用リスク・アセットの額の合計額
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
うち、上記以外に該当するものの額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額 （ニ）
自己資本比率
自己資本比率 （（ハ）／（ニ））

定性的開示事項

1．自己資本調達手段の概要
当組合の自己資本は、出資金及び利益剰余金等により構成されて
おります。なお、当組合の自己資本調達手段の概要は次のとおり
です。
発行主体 東京都職員信用組合
資本調達手段の種類 普通出資
コア資本に係る基礎項目の額に算入された額 162百万円
配当率 年2.0％（令和3年度）

2．自己資本の充実度に関する評価方法の概要
当組合は、これまで内部留保等による資本の積み上げを行うこ
とにより自己資本を充実させており、令和3年度末の自己資本比
率は、国内基準である4％を上回る18.54％と経営の健全性・安
全性を十分に保っていると評価しております。なお、将来の自己
資本の充実策については、年度ごとに掲げる事業計画に基づい
た業務運営を通じ、そこから得られる利益による積み上げを基
本的施策と考えております。

3．信用リスクに関する次に掲げる事項
（1）リスク管理の方針及び手続きの概要
信用リスクとは、取引先の財務状況の悪化などにより、当組合が
損失を受けるリスクをいいます。
当組合は、与信先が都区職員であるため信用リスクは低いとい
う特徴を有していますが、信用リスクを当組合が管理すべき重
要なリスクであると認識し、与信業務の基本的な理念や手続き
等を明示した「信用リスク管理方針」及び「信用リスク管理規程」
を制定し、信用リスク管理を徹底しております。
信用リスクの評価は、小口多数取引の推進によるリスク分散の
他、自己査定による債務者区分別のきめ細かな管理や適切な担
保評価など、さまざまな角度からの分析に注力しております。一
連の信用リスク管理の状況については、必要に応じ個々の案件
について審査するとともに、常勤理事会において総括的な審議
検討を行い、適宜理事会に報告する態勢を整備しております。
貸倒引当金は、「自己査定基準規程」「償却・引当基準規程」に基
づき、自己査定における債務者区分ごとに算定しております。な
お、その結果については、監事の監査を受けるなど、適正な計上
に努めております。

（2）リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は、以下の4機関
を採用しています。なお、エクスポージャーの種類ごとに適格格
付機関の使い分けは行っておりません。
・株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
・株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ）
・ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Ｍｏｏｄｙ'ｓ）
・スタンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシズ（Ｓ＆Ｐ）

（3）信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続き
の概要

信用リスク削減手法とは、組合が抱えている信用リスクを軽減す
るための措置で、具体的には預金担保や保証、貸出金と自組合
預金の相殺等があります。 
当組合が扱う担保には、自組合預金積金、不動産等、保証には、
人的保証、民間保証等ありますが、その手続きについては、組合
が定める融資規程等により、適切な事務取扱及び適正な評価を
行っております。 
自己資本比率で定められている信用リスク削減手法には、適格
担保として自組合預金積金、貸出金と自組合預金の相殺として
日本銀行貸出支援基金の活用に係る「全信組連への預け金」と
「全信組連からの借入金」が該当します。 

4．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリス
クに関するリスク管理の方針及び手続き概要
当組合は派生商品取引及び長期決済期間取引を行っておりま
せん。

5．証券化エクスポージャーに関する事項
当組合は証券化取引を行っておりません。

6．オペレーショナル・リスクに関する事項
（1）リスク管理の方針及び手続きの概要
オペレーショナル・リスクとは、内部プロセス・人・システムが不適
切であること、若しくは機能しないこと、または外生的事象が生
起することから生じる損失にかかるリスクで、組合の業務運営
上、可能な限り回避すべきリスクです。当組合ではオペレーショ
ナル・リスクについて、常勤理事会、リスク管理委員会において、
事務リスク、システムリスク、法務リスク、風評リスク等の各リス
クを含む幅広いリスクと考え、その分析・検証を行い、リスクの顕
現化の未然防止及び発生時の影響度の極小化に努めておりま
す。また、顧客保護管理態勢を充実強化する観点から、苦情相談
窓口を設置し、苦情に対する適切な処理、個人情報及び情報セ
キュリティー態勢の整備、さらにお取扱いしている商品、サービ
ス等の説明態勢の整備などに努めております。
（２）オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
当組合は基礎的手法を採用しております。

7．出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理
の方針及び手続きの概要
当組合の場合、銀行勘定における出資等又は株式等エクスポー
ジャーに当たるものは、上場株式、非上場株式、全信組連出資金
等が該当します。
上場株式にかかるリスクの認識については、時価評価、最大予想
損失額（ＶａＲ）によるリスク計測によって把握するとともに、常勤
理事会で分析・検証を行い、投資継続の是非を協議するなど、適
切なリスク管理に努めております。また、株式関連商品への投資
は、「余資運用規程」の枠内での取引に限定するとともに、ポート
フォリオ全体のリスク・バランスに配慮した運用に心がけており
ます。
一方、非上場株式や全信組連出資金については、業務上の保有
目的で投資目的ではありません。

8．金利リスクに関する事項
（1）リスク管理の方針及び手続きの概要
金利リスクとは、金利の変動により利益の減少または損失を被る
リスクをいい、預貸金・有価証券等金利に感応する資産負債を計
測対象としております。当組合は、金利リスクを含めた市場リス
クの把握に努め、資産負債の総合的管理を行うことで収益力の
向上を図ることを市場リスク管理の基本方針としており、リスク
管理部門が金利リスク量(VaR)を月次で計測・分析し、常勤理事
会及び理事会において実施状況の確認及び今後の対応等の協
議を行っております。なお、金利リスク削減のためのヘッジ等は
行っておりません。
（２）金利リスクの算定手法の概要
1.⊿EVE及び⊿NIIについて
流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期は1.255
年、最長の金利改定満期は5年で、流動性預金への満期の割当
て方法及び固定金利貸出の期限前返済や定期預金の早期解
約については金融庁が定める保守的な前提を採用しておりま
す。複数通貨の取扱いは金利リスクが正値となる通貨のみを
単純合算、スプレッドに関しては、割引金利には含めず、キャッ
シュフローには含めております。また、内部モデルは使用して
おりません。なお、当期の重要性テスト結果は、監督上の基準
値である自己資本の20%に対し、問題のない水準となっており
ます。
2.その他の金利リスク計測について
VaRを用い、過去1年間の金利データから算出した想定最大変
化幅を金利ショックとして使用しております。VaRは分散・共分
散法(保有期間半年間、信頼区間99%、観測期間1年)で計測
し、市場リスク量がリスク限度枠の範囲内となるよう管理して
おります。

7,597,488
162,548
7,494,599
59,659

－
7,536
7,536
－
－

－

－

7,605,025

13,323
－

13,323
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

13,323

7,591,702

39,569,779
－
－
－

1,361,918
－
－

40,931,698

18.54%

7,558,060
227,897
7,403,158
72,995

－
7,278
7,278
－
－

－

－

7,565,338

25,353
－

25,353
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

25,353

7,539,985

37,559,906
△150,124
△150,124

－
1,363,182

－
－

38,923,089

19.37%
（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用協同

組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示
第22号）」に係る算式に基づき算出しております。
なお、当組合は国内基準により自己資本比率を算出しております。
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イ.信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高〈業種別・残存期間別〉
●信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く）

（単位：百万円）

（注）1.当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
2.「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメン
トの与信相当額、デリバティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。
3.「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している者に係るエクスポー
ジャーのことです。
4.業種区分の「その他」は、業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。具体的には、現金、有形固定資産及びその他資産等
が含まれます。
5.業種区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。
6.CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

製造業

建設業

情報通信業

運輸業・郵便業

卸売業・小売業

金融業・保険業

不動産業

その他のサービス

国・地方公共団体等

個　人

その他

業種別合計

1年以下

1年超3年以下

3年超5年以下

5年超7年以下

7年超10年以下

10年超

期間の定めのないもの

残存期間別合計

業種区分
期間区分

エクスポージャー
区分

信用リスクエクスポージャー期末残高

債　券

令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度

貸出金、コミットメント及
びその他のデリバティブ
以外のオフ・バランス取引

三月以上延滞
エクスポージャー

●自己資本の充実度に関する事項 （単位：百万円）

リスク・アセット

令和3年度令和2年度

イ.　信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計

①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー

（ i ）ソブリン向け

（i i）金融機関向け

（iii）法人等向け

（iv）中小企業等・個人向け

（ v）抵当権付住宅ローン

（vi）不動産取得等事業向け

（vii）三月以上延滞等

（viii）出資等

出資等のエクスポージャー

重要な出資のエクスポージャー
（ⅸ）他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及びその他

外部TLAC関連調達手段に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー
（ⅹ）信用協同組合連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る

調整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー
（xi）上記以外

②証券化エクスポージャー

③リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー 

　ルック・スルー方式

　マンデート方式

　蓋然性方式（250％）

　蓋然性方式（400％）

　フォールバック方式（1250％）

④経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額
⑤他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る
経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額

⑥ＣＶＡリスク相当額を８％で除して得た額

⑦中央清算機関関連エクスポージャー

ロ.　オペレーショナル・リスク

ハ.　単体総所要自己資本額（イ＋ロ）

所要自己資本額リスク・アセット 所要自己資本額

（注）1.　所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×4％
2.　「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
３.　「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、
外国の中央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、信用
保証協会等のことです。

4.　「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融
機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。

5.　「上記以外」とは、（i）～（x）に区分されないエクスポージャーです。具体的には、貸出金（ⅳ、ⅴを除く）、有形固定資産、その他の資産などが含まれます。
6.　オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。

7.　単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％

区　分

　〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉
　　粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％　　

÷　8％
　　   直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

39,569

39,368

80

5,601

2,174

7,058

8,421

－

16

2,003

2,003

－

5,512

642

7,858

－

201

201

－

－

－

－

－

－

－

0

1,361

40,931

1,582

1,574

3

224

86

282

336

－

0

80

80

－

220

25

314

－

8

8

－

－

－

－

－

－

－

0

54

1,637

37,559

37,504

150

7,129

1,422

5,532

8,192

－

0

2,043

2,043

－

4,008

642

8,383

－

205

205

－

－

－

－

－

△ 150

－

0

1,363

38,923

1,502

1,500

6

285

56

221

327

－

0

81

81

－

160

25

335

－

8

8

－

－

－

－

－

△ 6

－

0

54

1,556

641

200

200

44

409

38,356

2,480

5

3,610

38,861

489

85,300

26,379

10,601

2,626

2,043

3,995

31,887

7,744

85,279

－

－

－

－

－

－

－

－

－

38,831

－

38,831

115

852

1,727

1,943

3,695

29,986

490

38,809

600

200

200

－

400

2,000

600

－

3,601

－

－

7,601

1,099

2,099

899

100

300

1,901

1,200

7,601

－

－

－

－

－

－

－

－

－

21

－

21

21 22

経理・経営内容経理・経営内容 経理・経営内容経理・経営内容

1,042

200

200

44

509

38,421

2,440

105

3,305

41,043

454

87,767

34,108

2,579

3,130

2,004

4,703

34,696

6,543

87,767

－

－

－

－

－

－

－

－

－

41,012

－

41,012

114

879

1,831

1,804

4,007

31,895

478

41,012

1,000

200

200

－

500

3,000

600

100

3,296

－

－

8,896

799

1,699

1,299

200

695

2,801

1,400

8,896

－

－

－

－

－

－

－

－

－

20

－

20



イ.信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高〈業種別・残存期間別〉
●信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く）

（単位：百万円）

（注）1.当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
2.「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメン
トの与信相当額、デリバティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。
3.「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している者に係るエクスポー
ジャーのことです。
4.業種区分の「その他」は、業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。具体的には、現金、有形固定資産及びその他資産等
が含まれます。
5.業種区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。
6.CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

製造業

建設業

情報通信業

運輸業・郵便業

卸売業・小売業

金融業・保険業

不動産業

その他のサービス

国・地方公共団体等

個　人

その他

業種別合計

1年以下

1年超3年以下

3年超5年以下

5年超7年以下

7年超10年以下

10年超

期間の定めのないもの

残存期間別合計

業種区分
期間区分

エクスポージャー
区分

信用リスクエクスポージャー期末残高

債　券

令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度

貸出金、コミットメント及
びその他のデリバティブ
以外のオフ・バランス取引

三月以上延滞
エクスポージャー

●自己資本の充実度に関する事項 （単位：百万円）

リスク・アセット

令和3年度令和2年度

イ.　信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計

①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー

（ i ）ソブリン向け

（i i）金融機関向け

（iii）法人等向け

（iv）中小企業等・個人向け

（ v）抵当権付住宅ローン

（vi）不動産取得等事業向け

（vii）三月以上延滞等

（viii）出資等

出資等のエクスポージャー

重要な出資のエクスポージャー
（ⅸ）他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及びその他

外部TLAC関連調達手段に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー
（ⅹ）信用協同組合連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る

調整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー
（xi）上記以外

②証券化エクスポージャー

③リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー 

　ルック・スルー方式

　マンデート方式

　蓋然性方式（250％）

　蓋然性方式（400％）

　フォールバック方式（1250％）

④経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額
⑤他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る
経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額

⑥ＣＶＡリスク相当額を８％で除して得た額

⑦中央清算機関関連エクスポージャー

ロ.　オペレーショナル・リスク

ハ.　単体総所要自己資本額（イ＋ロ）

所要自己資本額リスク・アセット 所要自己資本額

（注）1.　所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×4％
2.　「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
３.　「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、
外国の中央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、信用
保証協会等のことです。

4.　「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融
機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。

5.　「上記以外」とは、（i）～（x）に区分されないエクスポージャーです。具体的には、貸出金（ⅳ、ⅴを除く）、有形固定資産、その他の資産などが含まれます。
6.　オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。

7.　単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％

区　分

　〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉
　　粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％　　

÷　8％
　　   直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

39,569

39,368

80

5,601

2,174

7,058

8,421

－

16

2,003

2,003

－

5,512

642

7,858

－

201

201

－

－

－

－

－

－

－

0

1,361

40,931

1,582

1,574

3

224

86

282

336

－

0

80

80

－

220

25

314

－

8

8

－

－

－

－

－

－

－

0

54

1,637

37,559

37,504

150

7,129

1,422

5,532

8,192

－

0

2,043

2,043

－

4,008

642

8,383

－

205

205

－

－

－

－

－

△ 150

－

0

1,363

38,923

1,502

1,500

6

285

56

221

327

－

0

81

81

－

160

25

335

－

8

8

－

－

－

－

－

△ 6

－

0

54

1,556

641

200

200

44

409

38,356

2,480

5

3,610

38,861

489

85,300

26,379

10,601

2,626

2,043

3,995

31,887

7,744

85,279

－

－

－

－

－

－

－

－

－

38,831

－

38,831

115

852

1,727

1,943

3,695

29,986

490

38,809

600

200

200

－

400

2,000

600

－

3,601

－

－

7,601

1,099

2,099

899

100

300

1,901

1,200

7,601

－

－

－

－

－

－

－

－

－

21

－

21

21 22

経理・経営内容経理・経営内容 経理・経営内容経理・経営内容

1,042

200

200

44

509

38,421

2,440

105

3,305

41,043

454

87,767

34,108

2,579

3,130

2,004

4,703

34,696

6,543

87,767

－

－

－

－

－

－

－

－

－

41,012

－

41,012

114

879

1,831

1,804

4,007

31,895

478

41,012

1,000

200

200

－

500

3,000

600

100

3,296

－

－

8,896

799

1,699

1,299

200

695

2,801

1,400

8,896

－

－

－

－

－

－

－

－

－

20

－

20



上 場 株 式 等
非 上 場 株 式 等
合 　 計

売 却 益
売 却 損
償 　 却

ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー
マンデート方式を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー
フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー

評 価 損 益

0
0
89

89

（注）損益計算書における損益の額を記載しております。

●証券化エクスポージャーに関する事項（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）

●出資等エクスポージャーに関する事項

時　価貸借対照表計上額

（単位：百万円）

時　価貸借対照表計上額
令和3年度

イ. 貸借対照表計上額及び時価等

該当ありません。

区　　分

区　　分

（単位：百万円）
令和3年度

ロ. 出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

（注）「貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、その他有価証券の評価損益です。

（注）1.金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。

（単位：百万円）
令和3年度

●金利リスクに関する事項

3,665
642
4,307

3,665
̶

3,665

̶
̶
̶

1,662

令和2年度

令和2年度

令和2年度

3,734
642
4,376

3,734
̶

3,734

93
̶
̶

（単位：百万円）
令和3年度

212
̶
̶
̶
̶

0
0
57

57

0
0

0

212
̶
̶
̶
̶

令和2年度

1,691

ハ． 貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額

ニ. 貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
該当ありません。

ロ.一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
当期減少額

期末残高その他

（単位：百万円）

令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度

令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度

目的使用当期増加額期首残高

ニ.リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等
エクスポージャーの額

告示で定めるリスク・ウェイト区分（％）
格付適用無し

（単位：百万円）

合　計

格付適用有り
令和3年度

格付適用無し格付適用有り

令和3年度 令和3年度

2,631
801
24

24,060
9

9,429
10,267

4
̶

2,260
̶

49,489

6,700
̶

28,085
̶

2,300
̶

1,000
̶
̶
̶
̶

38,085

令和2年度

2,358
1,302
122

23,407
24

7,407
10,879

̶
̶

1,561
̶

47,063

̶
̶

35,724
̶

1,800
̶
500
̶
̶
̶
̶

38,024

35
̶
̶
̶
35
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

令和2年度 令和2年度
45
̶
̶
̶
45
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

ハ.業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等

期末残高 貸出金償却
その他

当期減少額
目的使用

個別貸倒引当金

当期増加額期首残高

（単位：百万円）

個人

合計

（注）当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。

（注）1. 格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
2. エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
3. コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポー
ジャーは含まれておりません。

●信用リスク削減手法に関する事項

●派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

ポートフォリオ
信用リスク削減手法

（単位：百万円）

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー
　①ソブリン向け
　②金融機関向け
　③法人等向け
　④中小企業等・個人向け
　⑤抵当権付住宅ローン
　⑥不動産取得等事業向け
　⑦三月以上延滞等
　⑧出資等
出資等のエクスポージャー
重要な出資のエクスポージャー

　⑨その他

保　証適格金融資産担保

（注）1.当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
2.上記「保証」には、告示（平成18年金融庁告示第22号）第45条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証された
エクスポージャー）、第46条（株式会社地域経済活性化支援機構等により保証されたエクスポージャー）を含みません。
3.「その他」とは、①～⑧に区分されないエクスポージャーです。

当組合は、派生商品取引及び長期決済期間取引を行っておりません。

0%
10%
20%
35%
50%
75%
100%
150%
200%
250%
1250%

ΔEVE ΔNII

IRRBB1：金利リスク

項番

（単位：百万円）

●リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

令和3年度令和2年度

令和2年度

令和3年度

令和3年度

令和2年度
上方パラレルシフト
下方パラレルシフト
スティープ化
フラット化
短期金利上昇
短期金利低下
最大値

自己資本の額

1
2
3
4
5
6
7

8

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

合 　 計

7

24

31

7

10

18

̶

20

20

7

4

11

7

51

58

7

51

58

8

3

11

̶

1

1

7

8

15

8

48

56

イ

ホ ヘ

ロ ハ ニ

7,5917,539

0
0

0

（注）1.上場株式等の区分には、上場株式のほかJ-REIT等を計上しています。
2.非上場株式等の区分には、その他資産勘定に出資として計上している出資金等が含まれます。

23 24

経理・経営内容経理・経営内容 経理・経営内容経理・経営内容

̶

̶
̶

̶

31

31

18

18

20

20

11

11

58

58

51

51

3

3

1

1

8

8

48

48



上 場 株 式 等
非 上 場 株 式 等
合 　 計

売 却 益
売 却 損
償 　 却

ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー
マンデート方式を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー
フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー

評 価 損 益

0
0
89

89

（注）損益計算書における損益の額を記載しております。

●証券化エクスポージャーに関する事項（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）

●出資等エクスポージャーに関する事項

時　価貸借対照表計上額

（単位：百万円）

時　価貸借対照表計上額
令和3年度

イ. 貸借対照表計上額及び時価等

該当ありません。

区　　分

区　　分

（単位：百万円）
令和3年度

ロ. 出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

（注）「貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、その他有価証券の評価損益です。

（注）1.金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。

（単位：百万円）
令和3年度

●金利リスクに関する事項

3,665
642
4,307

3,665
̶

3,665

̶
̶
̶

1,662

令和2年度

令和2年度

令和2年度

3,734
642
4,376

3,734
̶

3,734

93
̶
̶

（単位：百万円）
令和3年度

212
̶
̶
̶
̶

0
0
57

57

0
0

0

212
̶
̶
̶
̶

令和2年度

1,691

ハ． 貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額

ニ. 貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
該当ありません。

ロ.一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
当期減少額

期末残高その他

（単位：百万円）

令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度

令和2年度
令和3年度
令和2年度
令和3年度

目的使用当期増加額期首残高

ニ.リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等
エクスポージャーの額

告示で定めるリスク・ウェイト区分（％）
格付適用無し

（単位：百万円）

合　計

格付適用有り
令和3年度

格付適用無し格付適用有り

令和3年度 令和3年度

2,631
801
24

24,060
9

9,429
10,267

4
̶

2,260
̶

49,489

6,700
̶

28,085
̶

2,300
̶

1,000
̶
̶
̶
̶

38,085

令和2年度

2,358
1,302
122

23,407
24

7,407
10,879

̶
̶

1,561
̶

47,063

̶
̶

35,724
̶

1,800
̶
500
̶
̶
̶
̶

38,024

35
̶
̶
̶
35
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

令和2年度 令和2年度
45
̶
̶
̶
45
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

ハ.業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等

期末残高 貸出金償却
その他

当期減少額
目的使用

個別貸倒引当金

当期増加額期首残高

（単位：百万円）

個人

合計

（注）当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。

（注）1. 格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
2. エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
3. コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポー
ジャーは含まれておりません。

●信用リスク削減手法に関する事項

●派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

ポートフォリオ
信用リスク削減手法

（単位：百万円）

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー
　①ソブリン向け
　②金融機関向け
　③法人等向け
　④中小企業等・個人向け
　⑤抵当権付住宅ローン
　⑥不動産取得等事業向け
　⑦三月以上延滞等
　⑧出資等
出資等のエクスポージャー
重要な出資のエクスポージャー

　⑨その他

保　証適格金融資産担保

（注）1.当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
2.上記「保証」には、告示（平成18年金融庁告示第22号）第45条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証された
エクスポージャー）、第46条（株式会社地域経済活性化支援機構等により保証されたエクスポージャー）を含みません。
3.「その他」とは、①～⑧に区分されないエクスポージャーです。

当組合は、派生商品取引及び長期決済期間取引を行っておりません。

0%
10%
20%
35%
50%
75%
100%
150%
200%
250%
1250%

ΔEVE ΔNII

IRRBB1：金利リスク

項番

（単位：百万円）

●リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

令和3年度令和2年度

令和2年度

令和3年度

令和3年度

令和2年度
上方パラレルシフト
下方パラレルシフト
スティープ化
フラット化
短期金利上昇
短期金利低下
最大値

自己資本の額

1
2
3
4
5
6
7

8

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

合 　 計

7

24

31

7

10

18

̶

20

20

7

4

11

7

51

58

7

51

58

8

3

11

̶

1

1

7

8

15

8

48

56

イ

ホ ヘ

ロ ハ ニ

7,5917,539

0
0

0

（注）1.上場株式等の区分には、上場株式のほかJ-REIT等を計上しています。
2.非上場株式等の区分には、その他資産勘定に出資として計上している出資金等が含まれます。

23 24

経理・経営内容経理・経営内容 経理・経営内容経理・経営内容

̶

̶
̶

̶

31

31

18

18

20

20

11

11

58

58

51

51

3

3

1

1

8

8

48

48



資金運用勘定、調達勘定の平均残高等
科 　 目 平 均 残 高 利 息 利 回 り

取 得 価 格 時 　 価 評 価 損 益

年 度

資 金 運 用 勘 定

う ち 貸 出 金

う ち 預 け 金

う ち 預 金 積 金

う ち 譲 渡 性 預 金

う ち 借 用 金

う ち 有 価 証 券

資 金 調 達 勘 定

令和 2年度
令和 3年度
令和 2年度
令和 3年度
令和 2年度
令和 3年度
令和 2年度
令和 3年度
令和 2年度
令和 3年度
令和 2年度
令和 3年度
令和 2年度
令和 3年度
令和 2年度
令和 3年度

総資産経常利益率
総資産当期純利益率

資金運用利回
資金調達原価率
資 金 利 鞘

外 国 為 替 売 買 益
商品有価証券売買益
国債等債券売却益
国債等債券償還益

その他の業務収益
金融派生商品収益

その他業務収益合計

区 分

区 分 令和3年度

令和3年度

項 目 令和3年度

令和3年度

令和3年度

令和3年度

（a）
（b）

（a ー b）

総資産利益率

総資金利鞘等

その他業務収益の内訳

0.22 
0.19 

0.97 
0.72 
0.25 

ー
ー

7,599 
ー
ー

22,422 
30,022 

73,070,516 

41,032,464 

2,214,258

1,243,408

56.15 

53.01 

18.26 

13.94 

令和2年度

令和2年度

令和2年度

令和2年度

令和2年度

令和2年度

0.30 
0.24 

0.97 
0.76 
0.21 

ー
ー

8,369 
ー
ー

38,592 
46,962 

74,416,620 

38,831,407 

2,255,049

1,176,709

52.18 

50.56 

16.37 

12.38 

区 分
預 金 残 高

項 目

区 分

区 分

貸 出 金 残 高

職員一人当りの預金残高
職員一人当りの貸出金残高

預貸率

預証率

（期　　末）
（期中平均）

（期　　末）

（期中平均）

有 価 証 券

金 銭 の 信 託

令和2年度末
令和3年度末
令和2年度末
令和3年度末

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：％）

（単位：千円）

職員一人当りの預金及び貸出金残高

預金残高及び貸出金残高

預貸率及び預証率

有価証券、金銭の信託等の取得価格または契約価格、時価及び評価損益

経営諸比率及び諸効率比較表
摘 　 要年　度

指標事項 令和3年度

自 己 資 本 比 率安
全
・
健
全
性

総資産に対する資本割合

預 貸 率 貸出金÷預金積金

預 証 率 有価証券÷預金積金

内 部 留 保 率 剰余金処分中の留保額

収

益

性

発
展
性

業 務 収 支 率 業務費用÷業務収益

業 務 利 益 率 （業務収益－業務費用）̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶預金積金平残
総 資 金 利 鞘 資金運用利回－預金原価率

預 金 貸 出 金 利 鞘 貸出金利回－預金原価率

当期純利益率（ROE） 当期純利益÷純資産

預 金 伸 長 率（ 平 残 ） 預金積金対前期増減比率

貸出金伸長率（ 平 残 ） 貸出金対前期増減比率

役職員一人当り預金量 預金積金÷役職員数

効

率

性

役職員一人当り貸出金量 貸出金÷役職員数

役職員一人当り業務純益 業務純益÷役職員数（平残）

経 費 率 経費÷預金積金平残

人 件 費 率 人件費÷預金積金平残

物 件 費 率 物件費÷預金積金平残

預金利回＋経費率

預金利息÷預金積金平残

貸出金利息÷貸出金平残

預け金利息÷預け金平残

有価証券配当÷有価証券平残

諸

利

回

預 金 原 価 率

預 金 利 回

貸 出 金 利 回

預 け 金 利 回

有 価 証 券 利 回

18.54

56.15

18.26

91.05

77.38

0.25

0.25

0.64

1.76

△0.55

4.26

20.2

11.3

567

0.73

0.42

0.28

0.76

0.03

1.40

0.11

2.04

令和2年度

19.37

52.18

16.37

87.27

80.47

0.22

0.21

0.66

2.21

3.09

1.79

21.8

11.4

489

0.71

0.40

0.31

0.77

0.06

1.43

0.11

2.39

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

億円

億円

万円

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

億円

億円

万円

％

％

％

％

％

％

％

％

預金者別預金残高 預金種目別平均残高

定期預金種類別残高
区 分

区 分

流 動 性 預 金
定 期 性 預 金
譲 渡 性 預 金
そ の 他 の 預 金
合 計

令和3年度末

令和3年度末

金　額 構成比

（単位：千円）

固定金利定期預金
変動金利定期預金
その他の定期預金
合 計

22.7 
77.2 
ー
0.1 

100.0 

16,910,455
57,474,787

ー
22,109

74,407,353

53,951,083
ー
ー

53,951,083

（単位：千円、％）

個 人

法 人

一 般 法 人

金 融 機 関

公 金

そ の 他 団 体

合 計

84.1 

15.9 

2.7 

0.2 

0.1 

12.9 

100.0 

61,416,169

11,654,347

1,987,862

179,123

20,000

9,467,362

73,070,516

種 　 目 令和3年度令和2年度末

令和2年度

19.7 
80.2 
ー
0.1 

100.0 

14,776,197
60,028,145

ー
19,297

74,823,640

53,672,515
ー
ー

53,672,515

84.4 

15.6 

2.6 

0.2 

0.1 

12.7 

100.0 

62,778,197

11,638,422

1,962,443

157,055

20,000

9,498,924

74,416,620

令和2年度
金　額 構成比金　額 構成比 金　額 構成比

（単位：千円、％）

（単位：％）

（単位：％）

（単位：千円）

ー

ー

12,182,905 

ー

12,182,905 

ー

（注）ディスクロージャー2021で公表した令和2年度の役職員一人当り業務純益の額に誤りがあったため、504万円を489万円に訂正しております。

（注）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（２年度226百万円、３年度263百万円）を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均残高
（２年度－百万円、３年度－百万円）および利息（２年度－百万円、３年度－百万円）をそれぞれ控除して表示しております。

（注）1.「時価」は、「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書（企業会計審議会：平成11年1月22日）」に定める時価に基づいて表示しております。
なお、時価のないものについては、帳簿価格で表示しております。

2.「デリバティブ等商品」については、該当がないため表示しておりません。
3.評価損益は、満期保有目的の債券の期末評価損益を表示しております。
4.直近事業年度の有価証券の時価、評価差額金等については、貸借対照表の注記事項（18）に記載しております。

預金残高には、譲渡性預金を含んでおります。（注）

預金残高には、譲渡性預金を含んでおります。（注）

25 26

経理・経営内容経理・経営内容 経営諸比率及び諸効率比較表経営諸比率及び諸効率比較表

資金調達資金調達

83,793

37,832

36,049

9,269

76,526

74,823

ー

1,682

0.97

1.43

0.11

2.39

0.06

0.06

ー

△ 0.02

819,449

541,038

42,180

221,999

48,964

49,299

ー

△ 439

千円 ％百万円

（注）総資産経常　　 = （当期純）利益率
×100経常（当期純）利益

総資産（債務保証見返を除く）平均残高

預貸率、預証率とは、調達した預金の内、どれだけの額を
貸出金又は有価証券で運用しているかを示す指標です。

※預貸率 = ×100貸出金
預　金

※預証率 = ×100有価証券
預　金

85,825

39,445

35,364

10,373

78,489

74,407

ー

4,059

0.97

1.40

0.11

2.04

0.03

0.03

ー

△ 0.01

834,408

555,391

40,153

212,179

28,887

29,474

ー

△ 700

ー

ー

13,343,498 

ー

13,343,498 

ー



資金運用勘定、調達勘定の平均残高等
科 　 目 平 均 残 高 利 息 利 回 り

取 得 価 格 時 　 価 評 価 損 益

年 度

資 金 運 用 勘 定

う ち 貸 出 金

う ち 預 け 金

う ち 預 金 積 金

う ち 譲 渡 性 預 金

う ち 借 用 金

う ち 有 価 証 券

資 金 調 達 勘 定

令和 2年度
令和 3年度
令和 2年度
令和 3年度
令和 2年度
令和 3年度
令和 2年度
令和 3年度
令和 2年度
令和 3年度
令和 2年度
令和 3年度
令和 2年度
令和 3年度
令和 2年度
令和 3年度

総資産経常利益率
総資産当期純利益率

資金運用利回
資金調達原価率
資 金 利 鞘

外 国 為 替 売 買 益
商品有価証券売買益
国債等債券売却益
国債等債券償還益

その他の業務収益
金融派生商品収益

その他業務収益合計

区 分

区 分 令和3年度

令和3年度

項 目 令和3年度

令和3年度

令和3年度

令和3年度

（a）
（b）

（a ー b）

総資産利益率

総資金利鞘等

その他業務収益の内訳

0.22 
0.19 

0.97 
0.72 
0.25 

ー
ー

7,599 
ー
ー

22,422 
30,022 

73,070,516 

41,032,464 

2,214,258

1,243,408

56.15 

53.01 

18.26 

13.94 

令和2年度

令和2年度

令和2年度

令和2年度

令和2年度

令和2年度

0.30 
0.24 

0.97 
0.76 
0.21 

ー
ー

8,369 
ー
ー

38,592 
46,962 

74,416,620 

38,831,407 

2,255,049

1,176,709

52.18 

50.56 

16.37 

12.38 

区 分
預 金 残 高

項 目

区 分

区 分

貸 出 金 残 高

職員一人当りの預金残高
職員一人当りの貸出金残高

預貸率

預証率

（期　　末）
（期中平均）

（期　　末）

（期中平均）

有 価 証 券

金 銭 の 信 託

令和2年度末
令和3年度末
令和2年度末
令和3年度末

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：％）

（単位：千円）

職員一人当りの預金及び貸出金残高

預金残高及び貸出金残高

預貸率及び預証率

有価証券、金銭の信託等の取得価格または契約価格、時価及び評価損益

経営諸比率及び諸効率比較表
摘 　 要年　度

指標事項 令和3年度

自 己 資 本 比 率安
全
・
健
全
性

総資産に対する資本割合

預 貸 率 貸出金÷預金積金

預 証 率 有価証券÷預金積金

内 部 留 保 率 剰余金処分中の留保額

収

益

性

発
展
性

業 務 収 支 率 業務費用÷業務収益

業 務 利 益 率 （業務収益－業務費用）̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶預金積金平残
総 資 金 利 鞘 資金運用利回－預金原価率

預 金 貸 出 金 利 鞘 貸出金利回－預金原価率

当期純利益率（ROE） 当期純利益÷純資産

預 金 伸 長 率（ 平 残 ） 預金積金対前期増減比率

貸出金伸長率（ 平 残 ） 貸出金対前期増減比率

役職員一人当り預金量 預金積金÷役職員数

効

率

性

役職員一人当り貸出金量 貸出金÷役職員数

役職員一人当り業務純益 業務純益÷役職員数（平残）

経 費 率 経費÷預金積金平残

人 件 費 率 人件費÷預金積金平残

物 件 費 率 物件費÷預金積金平残

預金利回＋経費率

預金利息÷預金積金平残

貸出金利息÷貸出金平残

預け金利息÷預け金平残

有価証券配当÷有価証券平残

諸

利

回

預 金 原 価 率

預 金 利 回

貸 出 金 利 回

預 け 金 利 回

有 価 証 券 利 回

18.54

56.15

18.26

91.05

77.38

0.25

0.25

0.64

1.76

△0.55

4.26

20.2

11.3

567

0.73

0.42

0.28

0.76

0.03

1.40

0.11

2.04

令和2年度

19.37

52.18

16.37

87.27

80.47

0.22

0.21

0.66

2.21

3.09

1.79

21.8

11.4

489

0.71

0.40

0.31

0.77

0.06

1.43

0.11

2.39

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

億円

億円

万円

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

億円

億円

万円

％

％

％

％

％

％

％

％

預金者別預金残高 預金種目別平均残高

定期預金種類別残高
区 分

区 分

流 動 性 預 金
定 期 性 預 金
譲 渡 性 預 金
そ の 他 の 預 金
合 計

令和3年度末

令和3年度末

金　額 構成比

（単位：千円）

固定金利定期預金
変動金利定期預金
その他の定期預金
合 計

22.7 
77.2 
ー
0.1 

100.0 

16,910,455
57,474,787

ー
22,109

74,407,353

53,951,083
ー
ー

53,951,083

（単位：千円、％）

個 人

法 人

一 般 法 人

金 融 機 関

公 金

そ の 他 団 体

合 計

84.1 

15.9 

2.7 

0.2 

0.1 

12.9 

100.0 

61,416,169

11,654,347

1,987,862

179,123

20,000

9,467,362

73,070,516

種 　 目 令和3年度令和2年度末

令和2年度

19.7 
80.2 
ー
0.1 

100.0 

14,776,197
60,028,145

ー
19,297

74,823,640

53,672,515
ー
ー

53,672,515

84.4 

15.6 

2.6 

0.2 

0.1 

12.7 

100.0 

62,778,197

11,638,422

1,962,443

157,055

20,000

9,498,924

74,416,620

令和2年度
金　額 構成比金　額 構成比 金　額 構成比

（単位：千円、％）

（単位：％）

（単位：％）

（単位：千円）

ー

ー

12,182,905 

ー

12,182,905 

ー

（注）ディスクロージャー2021で公表した令和2年度の役職員一人当り業務純益の額に誤りがあったため、504万円を489万円に訂正しております。

（注）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（２年度226百万円、３年度263百万円）を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均残高
（２年度－百万円、３年度－百万円）および利息（２年度－百万円、３年度－百万円）をそれぞれ控除して表示しております。

（注）1.「時価」は、「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書（企業会計審議会：平成11年1月22日）」に定める時価に基づいて表示しております。
なお、時価のないものについては、帳簿価格で表示しております。

2.「デリバティブ等商品」については、該当がないため表示しておりません。
3.評価損益は、満期保有目的の債券の期末評価損益を表示しております。
4.直近事業年度の有価証券の時価、評価差額金等については、貸借対照表の注記事項（18）に記載しております。

預金残高には、譲渡性預金を含んでおります。（注）

預金残高には、譲渡性預金を含んでおります。（注）

25 26

経理・経営内容経理・経営内容 経営諸比率及び諸効率比較表経営諸比率及び諸効率比較表

資金調達資金調達

83,793

37,832

36,049

9,269

76,526

74,823

ー

1,682

0.97

1.43

0.11

2.39

0.06

0.06

ー

△ 0.02

819,449

541,038

42,180

221,999

48,964

49,299

ー

△ 439

千円 ％百万円

（注）総資産経常　　 = （当期純）利益率
×100経常（当期純）利益

総資産（債務保証見返を除く）平均残高

預貸率、預証率とは、調達した預金の内、どれだけの額を
貸出金又は有価証券で運用しているかを示す指標です。

※預貸率 = ×100貸出金
預　金

※預証率 = ×100有価証券
預　金

85,825

39,445

35,364

10,373

78,489

74,407

ー

4,059

0.97

1.40

0.11

2.04

0.03

0.03

ー

△ 0.01

834,408

555,391

40,153

212,179

28,887

29,474

ー

△ 700

ー

ー

13,343,498 

ー

13,343,498 

ー



担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額 （単位：千円、％）

当 組 合 預 金 積 金

有 価 証 券

動 産

不 動 産

そ の 他

小 計

信 用 保 証 協 会・信 用 保 険

保 証

信 用

合 計

令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度

貸 出 金 債 務 保 証 見 返構 成 比 構 成 比区 分

貸出金業種別残高・構成比
令和3年度末 令和3年度末
金 額 構成比

製 造 業
農 業 ・ 林 業
漁 業
鉱業・採石業・砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 ・ 郵 便 業
卸 売 業 ・ 小 売 業
金 融 業 ・ 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業・娯楽業
教育・学習支援業
医 療 ・ 福 祉
その他のサービス
そ の 他 の 産 業
小 計
国・地方公共団体等
個人（住宅・消費・納税資金等）
合 計

項 目

一 般 貸 倒 引 当 金
個 別 貸 倒 引 当 金
貸 倒 引 当 金 合 計

項 目 令和3年度
貸 出 金 償 却 額

区 分
固 定 金 利 貸 出
変 動 金 利 貸 出
合 計

 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
ー
 ー
  ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
ー
 ー
ー
 ー

100.0
100.0

 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
  ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
ー
 ー
ー
 ー

41,032,464
41,032,464

令和2年度末

 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
ー
 ー
  ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
ー
 ー
ー
 ー

100.0
100.0

 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
  ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
ー
 ー
ー
 ー

38,831,407
38,831,407

ー

7,536
24,319
31,855

258
△ 6,668
△ 6,410

（注）手形貸付・当座貸越（総合口座）は「固定金利貸出」、当座貸越
（カードローン）・固定金利選択型住宅ローンは「変動金利貸出」
として記載しております。

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載して
おります。

貸出金償却額 （単位：千円）

貸倒引当金の内訳
令和3年度

期末残高 増減額

（単位：千円）

貸出金金利区分別残高 （単位：千円）

貸出金使途別残高

有価証券種類別の残存期間別残高 （単位：千円）

令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度

国 債

地 方 債

短 期 社 債

社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

合 計

区 分

区 分

国 債

地 方 債

社 債

外 国 証 券

株 式

割 引 手 形

手 形 貸 付

証 書 貸 付

合 計

当 座 貸 越

合 計

短 期 社 債

そ の 他 の 証 券

ー

ー

98.8 

1.2 

100.0 

ー

ー

38,959,767 

485,388 

39,445,156 

6.0 

15.3 

ー

57.0 

1.0 

ー

20.7 

100.0 

627,218

1,590,913

ー

5,910,386

99,227

ー

2,146,078

10,373,825

運 転 資 金

設 備 資 金

合 計

そ の 他 の ロ ー ン

住 宅 ロ ー ン

合 計

88.1 

11.9 

100.0 

36,144,054 

4,888,410 

41,032,464 

11.4 

88.6 

100.0 

4,663,296 

36,369,167 

41,032,464 

住宅ローン・その他のローン残高
区 分令和3年度末

金 額 構成比

貸出金種類別平均残高
科 目 令和3年度

金 額 構成比

有価証券種類別平均残高
区 分 令和3年度

ー

ー

98.7 

1.3 

100.0 

ー

ー

37,329,200 

503,296 

37,832,496 

7.3 

18.0 

ー

48.2 

1.5 

ー

25.0 

100.0 

673,545

1,673,028

ー

4,470,176

139,729

ー

2,312,680

9,269,160

令和2年度令和2年度
金 額 構成比 金 額 構成比金 額 構成比

令和3年度末

88.8 

11.2 

100.0 

34,477,601 

4,353,806 

38,831,407 

10.7 

89.3 

100.0 

4,146,569 

34,684,837 

38,831,407 

令和2年度末 令和2年度末
金 額 構成比金 額 構成比 金 額 構成比

（単位：千円、％）（単位：千円、％）

（単位：千円、％）

区 分 126,298
40,906,165
41,032,464

令和2年度末

令和2年度
ー

7,278
51,400
58,679

△ 1,137
4,693
3,556

令和2年度

162,236
38,668,170
38,831,407

金 額 構成比

期末残高 増減額

̶

201,070

̶

903,130

̶

̶

̶

1,104,200

406,880

1,322,620

̶

1,315,040

̶

̶

̶

3,044,540

̶

̶

̶

408,710

̶

̶

̶

408,710

216,910

113,200

̶

1,610,670

̶

̶

̶

1,940,780

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

45,199

̶

̶

34,444,755

̶

34,489,954

822,548

29,730

3,489,173

38,831,407

0.1

̶

̶

88.7

̶

88.8

2.1

0.1

9.0

100.0

1年以内 期間の定めのないもの1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

̶

̶

̶

1,204,970

257,648

̶

4,222,056

5,684,675

当組合は、商品有価証券を保有しておりません。（注）

「設備資金」には、住宅資金（個人の住宅新築、増築、改築および
修繕、建売住宅、宅地購入資金等）が含まれます。「運転資金」
は、設備資金以外の消費財（乗用車、電化製品等）やサービス
（教育、結婚、医療等）の購入資金が含まれます。

（注）

27 28

資金運用資金運用 資金運用資金運用

（単位：千円、％） （単位：千円、％）

200,820

502,850

̶

100,190

̶

̶

̶

803,860

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

35,494

̶

̶

36,211,714

̶

36,247,209

908,030

44,873

3,832,351

41,032,464

0.1

̶

̶

88.7

̶

88.8

2.1

0.1

9.0

100.0

202,120

910,130

̶

2,006,010

̶

̶

̶

3,118,260

395,800

̶

̶

405,400

̶

̶

̶

801,200

212,810

110,990

̶

2,499,990

̶

̶

̶

2,823,790

̶

̶

̶

1,403,970

263,396

̶

4,129,021

5,796,388



担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額 （単位：千円、％）

当 組 合 預 金 積 金

有 価 証 券

動 産

不 動 産

そ の 他

小 計

信 用 保 証 協 会・信 用 保 険

保 証

信 用

合 計

令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度

貸 出 金 債 務 保 証 見 返構 成 比 構 成 比区 分

貸出金業種別残高・構成比
令和3年度末 令和3年度末
金 額 構成比

製 造 業
農 業 ・ 林 業
漁 業
鉱業・採石業・砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 ・ 郵 便 業
卸 売 業 ・ 小 売 業
金 融 業 ・ 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業・娯楽業
教育・学習支援業
医 療 ・ 福 祉
その他のサービス
そ の 他 の 産 業
小 計
国・地方公共団体等
個人（住宅・消費・納税資金等）
合 計

項 目

一 般 貸 倒 引 当 金
個 別 貸 倒 引 当 金
貸 倒 引 当 金 合 計

項 目 令和3年度
貸 出 金 償 却 額

区 分
固 定 金 利 貸 出
変 動 金 利 貸 出
合 計

 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
ー
 ー
  ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
ー
 ー
ー
 ー

100.0
100.0

 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
  ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
ー
 ー
ー
 ー

41,032,464
41,032,464

令和2年度末

 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
ー
 ー
  ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
ー
 ー
ー
 ー

100.0
100.0

 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
  ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
 ー
ー
 ー
ー
 ー

38,831,407
38,831,407

ー

7,536
24,319
31,855

258
△ 6,668
△ 6,410

（注）手形貸付・当座貸越（総合口座）は「固定金利貸出」、当座貸越
（カードローン）・固定金利選択型住宅ローンは「変動金利貸出」
として記載しております。

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載して
おります。

貸出金償却額 （単位：千円）

貸倒引当金の内訳
令和3年度

期末残高 増減額

（単位：千円）

貸出金金利区分別残高 （単位：千円）

貸出金使途別残高

有価証券種類別の残存期間別残高 （単位：千円）

令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度
令 和 2 年 度
令 和 3 年 度

国 債

地 方 債

短 期 社 債

社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

合 計

区 分

区 分

国 債

地 方 債

社 債

外 国 証 券

株 式

割 引 手 形

手 形 貸 付

証 書 貸 付

合 計

当 座 貸 越

合 計

短 期 社 債

そ の 他 の 証 券

ー

ー

98.8 

1.2 

100.0 

ー

ー

38,959,767 

485,388 

39,445,156 

6.0 

15.3 

ー

57.0 

1.0 

ー

20.7 

100.0 

627,218

1,590,913

ー

5,910,386

99,227

ー

2,146,078

10,373,825

運 転 資 金

設 備 資 金

合 計

そ の 他 の ロ ー ン

住 宅 ロ ー ン

合 計

88.1 

11.9 

100.0 

36,144,054 

4,888,410 

41,032,464 

11.4 

88.6 

100.0 

4,663,296 

36,369,167 

41,032,464 

住宅ローン・その他のローン残高
区 分令和3年度末

金 額 構成比

貸出金種類別平均残高
科 目 令和3年度

金 額 構成比

有価証券種類別平均残高
区 分 令和3年度

ー

ー

98.7 

1.3 

100.0 

ー

ー

37,329,200 

503,296 

37,832,496 

7.3 

18.0 

ー

48.2 

1.5 

ー

25.0 

100.0 

673,545

1,673,028

ー

4,470,176

139,729

ー

2,312,680

9,269,160

令和2年度令和2年度
金 額 構成比 金 額 構成比金 額 構成比

令和3年度末

88.8 

11.2 

100.0 

34,477,601 

4,353,806 

38,831,407 

10.7 

89.3 

100.0 

4,146,569 

34,684,837 

38,831,407 

令和2年度末 令和2年度末
金 額 構成比金 額 構成比 金 額 構成比

（単位：千円、％）（単位：千円、％）

（単位：千円、％）

区 分 126,298
40,906,165
41,032,464

令和2年度末

令和2年度
ー

7,278
51,400
58,679

△ 1,137
4,693
3,556

令和2年度

162,236
38,668,170
38,831,407

金 額 構成比

期末残高 増減額

̶

201,070

̶

903,130

̶

̶

̶

1,104,200

406,880

1,322,620

̶

1,315,040

̶

̶

̶

3,044,540

̶

̶

̶

408,710

̶

̶

̶

408,710

216,910

113,200

̶

1,610,670

̶

̶

̶

1,940,780

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

45,199

̶

̶

34,444,755

̶

34,489,954

822,548

29,730

3,489,173

38,831,407

0.1

̶

̶

88.7

̶

88.8

2.1

0.1

9.0

100.0

1年以内 期間の定めのないもの1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

̶

̶

̶

1,204,970

257,648

̶

4,222,056

5,684,675

当組合は、商品有価証券を保有しておりません。（注）

「設備資金」には、住宅資金（個人の住宅新築、増築、改築および
修繕、建売住宅、宅地購入資金等）が含まれます。「運転資金」
は、設備資金以外の消費財（乗用車、電化製品等）やサービス
（教育、結婚、医療等）の購入資金が含まれます。

（注）

27 28

資金運用資金運用 資金運用資金運用

（単位：千円、％） （単位：千円、％）

200,820

502,850

̶

100,190

̶

̶

̶

803,860

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

35,494

̶

̶

36,211,714

̶

36,247,209

908,030

44,873

3,832,351

41,032,464

0.1

̶

̶

88.7

̶

88.8

2.1

0.1

9.0

100.0

202,120

910,130

̶

2,006,010

̶

̶

̶

3,118,260

395,800

̶

̶

405,400

̶

̶

̶

801,200

212,810

110,990

̶

2,499,990

̶

̶

̶

2,823,790

̶

̶

̶

1,403,970

263,396

̶

4,129,021

5,796,388



監査の状況

　当組合は、協同組合による金融事業に関する法律第5条の8第3項に規定する特定信用組合には該当して
おりませんが、令和3年4月1日から令和4年3月31日までの第103期事業年度の貸借対照表、損益計算書、剰
余金処分案及び注記並びにその附属明細書については、「公認会計士田中宏征事務所」の監査を受け、適
正である旨の監査報告を受けております。
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64. 経営諸比率及び諸効率......................................................26
65. 中小企業の経営の改善及び
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（各開示項目は、下記のページに記載しております。なお、＊印は、「協同組合による金融業事業に関する法律施行規則」で規定されております
法定開示項目です。）

監査報告書（謄本）

　　私たち監事は、令和3年４月１日から令和4年３月３１日までの第103期事業年度の理事の職務の執行を
監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．  監査の方法及びその内容
　　各監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
理事会その他重要な会議に出席し、理事及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本店において業務及び財産の状況を調査いたしまし
た。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　　さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、
損益計算書、剰余金処分案）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．  監査の結果
　（１）事業報告及びその附属明細書の監査結果

一  事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、信用組合の状況を正しく示しているもの
と認めます。

二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

　（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
一  計算書類（剰余金処分案を除く。）及びその附属明細書は、信用組合の財産及び損益の状況をす
べての重要な点において適正に表示しているものと認めます。

二  剰余金処分案は法令及び定款に適合しているものと認めます。

令和4年５月２5日
東京都職員信用組合　
監　事　大 塚 悟 司
監　事　坂 本 雅 彦

財務諸表の適正性及び内部監査の有効性

　　私は、当組合の令和3年4月1日から令和4年3月31日までの第103期の事業年度における貸借対照表、
損益計算書及び剰余金処分計算書の適正性、及び同書類作成に係る内部監査の有効性を確認いたし
ました。

令和4年7月1日
東京都職員信用組合　理事長　上野　雄一
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監査報告書（謄本）

　　私たち監事は、令和3年４月１日から令和4年３月３１日までの第103期事業年度の理事の職務の執行を
監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．  監査の方法及びその内容
　　各監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
理事会その他重要な会議に出席し、理事及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本店において業務及び財産の状況を調査いたしまし
た。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　　さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、
損益計算書、剰余金処分案）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．  監査の結果
　（１）事業報告及びその附属明細書の監査結果

一  事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、信用組合の状況を正しく示しているもの
と認めます。

二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

　（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
一  計算書類（剰余金処分案を除く。）及びその附属明細書は、信用組合の財産及び損益の状況をす
べての重要な点において適正に表示しているものと認めます。

二  剰余金処分案は法令及び定款に適合しているものと認めます。

令和4年５月２5日
東京都職員信用組合　
監　事　大 塚 悟 司
監　事　坂 本 雅 彦

財務諸表の適正性及び内部監査の有効性

　　私は、当組合の令和3年4月1日から令和4年3月31日までの第103期の事業年度における貸借対照表、
損益計算書及び剰余金処分計算書の適正性、及び同書類作成に係る内部監査の有効性を確認いたし
ました。

令和4年7月1日
東京都職員信用組合　理事長　上野　雄一
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マイカーローンWIDE 次世代ECOカーローン

10万円以上700万円以内 最長10年

車庫（カーポート含む）、自転車、ボート等も対象！ ハイブリッド車等、地球にやさしい車の購入を応援！

固定金利又は変動金利
融　資　額 金　利 返　済　期　間

ゆとり・おまとめローン

10万円以上500万円以内 最長10年

ローンのおまとめにも便利！お使いみちが自由なローンです（ただし、事業性資金は除きます）。

※保証会社の審査・保証対象商品です。
変動金利

融　資　額 金　利 返　済　期　間

平日のご来店が難しいお客様には

住宅ローン相談会
完全予約制 毎月第1・第3土曜絶賛開催中！

会場：エステック情報ビル21F（E会議室）
時間：9:30～16:00　☎03-3349-1402
※まずは、お気軽にお問い合わせください。住宅購入や借換をご検討中の皆様へ

一番身近な金融機関として、
魅力あるサービスや金融商品の提供に努めます

お願い  当組合にお届けのご住所やご氏名が変わられた場合は、ご変更のお手続きをお願いいたします。

自宅・職場などに
お伺いします！

お客様に喜んで頂ける
金融商品を多数
取り揃えております。

Zoomでの
相談開始！

ゆとりある返済計画を！

24時間いつでもＷＥＢ事前審査受付中！

当組合HP

（2022年7月販売開始）

WEB
事前審査は
こちら


